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第１章 事業概要 
 
 
 

１．研究目的 

生活支援体制整備事業は、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社

会参加の推進を一体的に図ることを目的としており、全ての市町村が平成 30 年 4 月ま

でに 生活支援コーディネーターや協議体の枠組みを整備することになる。 

しかし、市町村においては、地方創生関連事業等で施策の方向性が類似する場合があ

り、限られた人材・事業費の中で地域の課題を解決し、高齢者の生活支援ニーズの充足

を推進するためには、農福連携のような多様な主体・各種施策と積極的な連携・協働を

図る必要がある。全国を俯瞰してみると、このような各種の施策を横串をさした形の地

域活動や人材の活用などは、小規模多機能自治と呼ばれる小規模な地域運営組織などで

も実例を見ることができる。このような地域組織は、生活支援体制整備事業の観点から

は、地域の協議体としての機能も持っていると捉えることが可能であるだけでなく、総

合事業等の生活支援事業の担い手としての機能、社会経験を持った地域高齢者の社会参

加の場としての機能も期待することが可能と考えられる。 

 本研究事業では、市町村が多様な主体・各種施策と連携し、生活支援体制整備事業

を効果的かつ効率的に進めていくに当たっての政策課題を整理するとともに、各種施策

との連携のポイントをまとめ、市町村等に理解・取り組みを促進するためのガイドブッ

クを作成・配布する。 

 

２．研究委員会の設置・開催 

地域福祉および地域づくり（コミュニティづくり）に知見の深い学識経験者、行政担

当者、中間支援団体等により構成された研究委員会を設置し、研究事業全体の方向性、

先行自治体の状況分析、地域づくりに関する事業連携促進のための市町村ガイドブック

作成等についての討議、決定を行った。なお、本研究委員会の下に、ガイドブック等細

部を検討する作業部会を設置した。 
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委員長 ： 平野 隆之  日本福祉大学 社会福祉学部 教授 

委 員 ： 広田 純一  岩手大学 農学部 教授 
 石川 晴子  静岡県 経営管理部地域振興局地域振興課 主査 
       板持 周治  雲南市役所 政策企画部地域振興課 企画官 

 田中 明子  名張市役所 地域環境部 部長 

 篠田 浩   大垣市役所 福祉部高齢介護課 課長 

 斎藤 主税  都岐沙羅パートナーズセンター 事務局長・理事 

 池田 昌弘  全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 

 

３．都道府県アンケート調査 

委員会での検討の結果、都道府県の地域活性化担当部署に対して、事例収集、現状

の福祉系担当部署との連携状況、連携に対する意識などを、調査することを目的とし

てアンケート調査を実施した。内閣府地方創生推進本部の協力を得、厚生労働省老健

局振興課から調査依頼メールを送付した。 

 

 

（１）調査対象 

47 都道府県 地域活性化担当部署 

（２）調査方法 

郵送アンケート調査  返信は、FAX・郵送・メール併用 

 ※希望により、メールによる回答票送付 

（３）調査時期 

2017 年 10～12 月 

（４）回収数 

37 都道府県  回収率：78.7％ 

（５）調査項目 
・地域づくり関連部署での福祉との連携に関する場・会議の有無 

開催頻度、開催目的、主催部署、参加部署、場・会議がない理由 

委員構成 

調査概要 
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・福祉系部署と連携していく場合の課題 
・市町村への支援方策 
・市町村から複数の政策分野にまたがる取り組みの相談内容 
・複数の政策分野にまたがる活動団体 

 

４．地域づくりにおける各種事業の連携ガイドブック及び研究報告書の作成 

上記の調査、研究委員会での討議等を基にしながら、各種事業との連携に関するガ

イドブックを作成し、全国自治体へと送付した。 

又、委員会・作業部会での討議において、当初予定していた生活支援体制整備事業

担当者向けのみならず、地域活性化（地域づくり・地域コミュニティ）担当部署にも

送付すべきとの意見があがり、予算も含め検討した結果、全国自治体の生活支援体制

整備事業担当部署、地域活性化担当部署、地域福祉担当部署に送付することとした。 

ガイドブックの構成・内容は、研究委員会の討議により決定した。 

ガイドブック作成実務上の細部の詰めなどは、研究委員会により設置された作業部

会にて、これを行った。 

また、研究委員会及び作業部会での議論を基に、特にガイドブック制作にあたって

の論点の整理・分類等を詳述した研究報告書を作成した。 
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第２章 研究委員会の開催 
 
 
 
１．委員会設置目的 

本研究事業の方向性、調査、調査結果等の分析、整理、成果品として作成するガイド

ブックの内容・構成を検討するために、事業テーマに知見を持つ学識経験者・自治体職

員・中間支援団体からなる検討委員会を設置・開催した。 

また、委員会の下に、ガイドブック等細部を検討する作業部会を設置した。作業部会

は、基本的に作業部会委員および事務局にて構成され、その他時宜に応じて、委員長が

指名した作業部会委員以外の研究委員等が招集された。 
 

２．委員構成 

委員長 ： 平野 隆之  日本福祉大学 社会福祉学部 教授 

委 員 ： 広田 純一  岩手大学 農学部 教授 
 石川 晴子  静岡県 経営管理部地域振興局地域振興課 主査 
       板持 周治  雲南市役所 政策企画部地域振興課 企画官 

 田中 明子  名張市役所 地域環境部 部長 

 篠田 浩   大垣市役所 福祉部高齢介護課 課長 

 斎藤  主税  都岐沙羅パートナーズセンター 事務局長・理事 

 池田 昌弘  全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 

 

<オブザーバー> 

犬飼 武    内閣府 地方創生推進事務局  参事官補佐 
柳澤 祐史  総務省 地域力創造グループ地域振興室 課長補佐 
谷内 一夫  厚生労働省 老健局振興課  課長補佐 
三政 貴秀  厚生労働省 老健局振興課 地域包括ケア推進係 

 秋山 椋祐  厚生労働省 老健局振興課 地域包括ケア推進係 

 小野  博史  厚生労働省 社会・援護局地域福祉課 課長補佐 

梅本 政隆  厚生労働省 社会・援護局地域福祉課 主査 

福本 功   厚生労働省 東海北陸厚生局地域包括ケア推進課 課長 

岸本 祐二  厚生労働省 東海北陸厚生局地域包括ケア推進課 係長 
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３．開催日程 

 

■第１回委員会 

開催日 ： 2016 年 7 月 20 日（木） 

会 場 ： 貸会議室プラザ 八重洲北口（東京都中央区） 

参加者 ： 委員長、委員４人、 
オブザーバー５人、事務局２人 

議 事 ： 研究事業概要説明 
研究の方向性 
委員報告（雲南市・板持委員、名張市・田中委員） 

事業で予定していた調査について         他 

 

■第２回委員会 

開催日 ： 2017 年 8 月 28 日（木） 

会 場 ： 日本福祉大学 名古屋キャンパス北館（愛知県名古屋市） 

参加者 ： 委員長、委員６人、 
オブザーバー６人、事務局１人 

議 事 ： 委員報告（都岐沙羅パートナーズセンター・齋藤委員） 

ガイドブックの方向性 

 ・前回振り返り、既存研究をどう活かすか（平野委員長） 

 ・本委員会のミッションと議論のたたき台（板持委員） 

都道府県調査について  他 

 

■第３回委員会 

開催日 ： 2017 年 1 月 17 日（水） 

会 場 ： 貸会議室プラザ 八重洲北口（東京都中央区） 

参加者 ： 委員長、委員６人、 
オブザーバー５人、事務局２人 

議 事 ： 都道府県調査報告 
報告書・ガイドブックの構成案について  他 

委 員 会 
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  ※作業部会の委員については、研究委員会の委員長がガイドブック作成等に実際に

あたる研究委員その他を必要に応じ召集した。 
 

第１回作業部会 2017 年 10 月 ６日 （金） 於：同志社大学 

第２回作業部会 2017 年 11 月 １日 （金） 於：貸会議室プラザ 八重洲北口 

第３回作業部会 2017 年 11 月26 日 （日） 於：関西看護医療大学 

第４回作業部会 2017 年 12 月27 日 （水） 於：京都ガーデンパレス 

第５回作業部会 2018 年 １月15 日 （月） 於：貸会議室プラザ 八重洲北口 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

作業部会 
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第３章 研究委員会における論点と検討内容 
 

 

 

 
第１節 研究委員会におけるテーマと論点の整理 
 
 以下では、３回の研究委員会、数回にわたる作業委員会における論点を列記し、研究作

業の経過を具体的に分かるようにしておきたい。その理由の１つは、地域づくりサイドと

福祉サイドにおいて実践、研究するメンバーによる論議そのものの過程が、両分野におけ

る連携の要点や推進のための方法を説明することにもつながると判断したからである。も

ちろん、そうした過程での議論を踏まえて、別冊での『地域づくり部署と福祉部署 連携の

ためのガイドブック』が作成され、その内容に集約されているのではあるが、なぜ、その

ような内容に結果としてなっているのか、また集約されないでいた議論にはどのようなも

のだったのか、何を素材にしながら議論してきたのか、などについて理解できるための資

料としての性格をもっている。 

 ３回にわたる研究委員会で、第１回では、地域づくりサイドおよび福祉・厚生労働省サ

イドにおける取り組みの実践や政策動向などを整理するとともに、両サイドの連携を進め

る上での諸課題を整理することをテーマに議論を進めた。そのなかでの議論の内容や論点

を以下では、１-１）～１-６）の６つの項目で整理している。 
 第２回では、地域づくりサイドと福祉サイドとの連携における阻害要因と推進のための

要点を整理するために、具体的な実践内容を議論している。その際、それぞれの分野での

地域づくりの方法等に関する成果を踏まえておくことも実施している。それを踏まえ、ガ

イドブック作成にむけての作業委員会を数回にわたって実施している。第２回の委員会の

論点は、以下では、２-１）～２-５）までの項目で整理し、作業委員会での内容をＷ-１）
～Ｗ-４）として列記している。 
 第３回の研究委員会では、『地域づくり部署と福祉部署 連携のためのガイドブック』の

編集方針を決めるとともに、ガイドブックに盛り込むべき内容の検討を行い、その結果と

してガイドブックの構成や普及上の留意点を整理し、連携のハードルをあげないような配

慮を行うことを合意している。編集上の論点は、３-１）～３-４）にわたっている。 
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テーマ：地域づくりサイドおよび厚生労働省サイドにおける取り組みの実践と連携の課題 

 
１-１）地域運営組織に対する先⾏する⾏政による⽀援⽅法（雲南市・名張市の発表事例を

基に） 

①従来の組織の見直し（雲南市：福祉推進員の指示系統の見直し、名張：区長制度

の廃止） 
②条例による明確な「協働」の打出し 
③拠点施設、常設事務局設置への支援 
④指定管理や交付金などの活動原資の確保 
⑤制度的な整備のあとの、活性化のための「仕掛け」 

 
１-２）地域（コミュニティ）づくりサイドと福祉サイドにおけるアプローチの比較（福祉

サイドの課題の整理） 

①福祉サイドでは制度に依拠しサービス利用に向かってしまい、地域の支え合いへ

の着目が弱い。地域づくりサイドでは法令に基づいてではなく、地域のニーズか

ら出発している。 
②「地域づくり」は他の分野と協働して実施するのが大前提。福祉サイドにその視点

がない。 
③地域が主体となって進めるとき、制度運用型では通用しない。応用力が必要にな

る。 
④介護サイドの部署は、裁量権のある業務が苦手な自治体が多い。 
⑤両サイドでの捉え方が違うので、用語解説があった方がよい。例えば、地域づく

りサイドでの公的責任は、「補完性」を強調するが、福祉サイドでは、「権利性」

が強調される。 
 
１-３）厚⽣労働省における「地域づくり」を求める政策部門間での連携の課題を整理する 

①介護保険行政の生活支援体制整備における「地域づくり」の方法と生活困窮者自

立支援行政における「地域づくり」の方法における連携 
②地域福祉の推進が求められているなかで、地域福祉による「地域づくり」は、上

記の２つの分野における「地域づくり」とどのように異なるのか 
 
１-４）地域づくりに求められる「地域マネジメント」の考え⽅をどう整理しておくか 

①地域包括ケア研究会では、「地域マネジメント」の概念およびその方法論が議論に

なっている。その背景として、 
②コミュニティマネジメントでは、コミュニティという主体による問題解決を目指

第1回委員会・論点 
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す傾向を強くもち、類似概念としての「コミュニティ・ソリューション」や「コ

ミュニティビジネス」によるアプローチの形成が期待されている。 
 

１-５）本研究における「地域づくり」の連携への照射は、どちらに焦点をおくべきなのか 

①本研究の目的が、生活支援体制整備事業のための、地域づくりの他部署の動員と

いう誤解を与えないようにすることが求められる。 
②自治体行政全体としての地域づくりの必要性をどう打ち出せるか。その意味では、

生活支援体制整備事業の「地域づくり」からの照射ではない。 
 
１-６）「地域づくり」の連携における効果や評価について 

①地域づくりの評価には、5 年、10 年のスパンが必要。 
②評価が目的化してはいけない。評価の発想を変え、他の地域づくり部署と連携す

ると波及効果は広がるとか、生活支援コーディネーターが多機能性をもつことも

重要となる。 
 

 
 

テーマ：地域づくりサイドと福祉サイドとの連携における阻害要因と推進のための要点 

 

２-１）連携の現状 

①全国的には、地域づくりサイドと福祉サイドとの連携はきわめて乏しい。 
②地域づくりサイドからの評価としては、総合事業は、「事務が煩雑」、「福祉としてや

るので、地域づくりサイドは関係ない」という感じで、話を聞いてもらいにくい。 
 

２-２）地域づくり（サイド）と福祉（サイド）における課題の位置づけ 

①地域づくりから見た場合、福祉はさまざまな分野のなかの一分野であり、「地域課

題」という大きな枠組みで整理されている。福祉サイドでは、地域課題一般では

なく、厳密には「地域生活課題」という用語が、法的にも整備されてきている（改

正社会福祉法第４条）。 
②福祉サイドでは、目的として「福祉」を目指すが、地域づくりサイドでは、結果

として「福祉」となる。しかし、中山間地では、地域づくりの取り組みと福祉は

間違いなく相性はいい。課題先進県として取り組みを進める高知県の地域福祉と

地域振興との連携は注目できる。 
２-３）連携の阻害要因 

①福祉サイドにおける連携の阻害要因：ⅰ）福祉部門のみで考えがちな組織風土、

ⅱ）情報共有の場、庁内連携体制の欠如、ⅲ）柔軟性が低く、連携しにくい制度

第２回委員会・論点 
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にしがち。 
②市町村行政は勇気をもって、「住民主体である」ということを言っていかないと進

まない。 
 

２-４）連携のための要点 

①ⅰ）基礎自治体としての方向性を明らかに、ⅱ）基礎自治体が裁量性を持って行

動する、ⅲ）実体をつくっていく、ⅳ）点から面に拡大していく、ⅴ）成果を把

握し、検証を繰り返す。 
②名張市では、住民自治の重視という方針が、全庁的にも同意をされているからで

きている。 
③福祉サイドの取り組みの改善としては、今やっている実践に新しいことを足し算

しようとすると拒否反応が起きるので、「ついでにやってもらえませんか？」とい

う感覚が必要。 
④生活支援体制整備における「協議体」というものが、新しいものの押しつけだと

か、新たに設置しなければならないというものではないのだが、その誤解が解消

できていない。 
⑤福祉自体を高めるというより、地域全体の総合力を高めるための福祉という観点が重要 
⑥高齢者の就労支援のような、福祉を少し拡げた課題解決と、地域づくりとがコラ

ボできる。 
 

２-５）国の補助事業活用における広報作業や都道府県の地域づくり研修での連携が必要 

①都道府県における地域づくりサイドでの市町村研修において、福祉サイドの参加

による合同研修の方法は有効となる。 
 

 

 

Ｗ-１）地域づくりの二重性 

①「地域づくり」という用語は、二重に用いることになる。１つは、地域活性化や

地域振興などの部門を表す「地域づくりサイド」。もう１つは、地域づくサイドと

福祉サイドが共通して持つ目的としての「誰もが安心して暮らし続けられる地域

づくり」という「地域づくり」である。 
②人が生まれてから死ぬまでにおいて、絶えず地域（生活）がある。その背景で地

域づくりをしないといけない。その地域で自分たちが生きるために住民が力をつ

ける。それを単なる問題解決のための手段に結びつけると、本来の地域づくりと

違ってくる。地域づくりと問題解決だけを単純にくっつけるのは問題である。 
 

作業委員会・論点 
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Ｗ-２）地域づくりに求められる⾏政の裁量性 

①地域づくりに求められている行政における裁量とは何か。業務が多忙な状況のな

かで、裁量性を確保するために依拠するものは、地域の住民との協議での内容や

成果ということになる。 
②裁量性を生むために、部署の機能として全体を見渡せる企画性を持つ必要がある。 

 
Ｗ-３）内閣府における「地域づくり」への⽀援⽅策の検討 

①「小さな拠点」がハードで、「地域運営組織」がソフトで、一体的に実施。内閣府の

「まちづくり」のところで、「小さな拠点」の形成と「地域運営組織」の形成の促進

に取り組んでいる。小さな拠点は 15％、地域運営組織は 35％の市町村が取り組ん

でいると回答。小さな拠点は、ほとんどが過疎関係市町村での取り組みだが、地域

運営組織は過疎と非過疎が半々の状況。小さな拠点で８割に、地域運営組織が存在。 
②内閣府が進める「小さな拠点」の福祉での活用が十分ではない。 
③内閣府の施策方策にとどまらずに、中央官庁による支援方策の一覧表を提供する

必要がある。 
 
Ｗ-４）県の⽀援における可能性と課題 

①福祉分野では、県のイニシアチブがとれる部分があるかもしれないが、地域づく

りでは、あまり存在感はない。 
②課題先進県として地域課題の解決を正面に位置付けている高知県での集落活動セ

ンター事業が普及している点、新潟県のモデル事業では、地域振興局単位。横展

開がうまくいっているなど、市町村の意識には確実に影響を与えている点を事例

として提供する必要がある。 
 

 

テーマ：ガイドブックに盛り込むべき内容の検討 

 

３-１）目的・意義・メリット等 

①目的や意義のなかで、「住民自治」という用語を入れられないか。 
②地域生活課題にみんなで取り組むから、地域力が向上する。そんな書きぶりが欲しい。 
③福祉（見守りとか）や防災は、地域力向上の取り組みに向いている。 
④地域づくりサイドにも、福祉サイドにもメリットがあるという形が必要、なかな

か市町村は動けないと思われるので、福祉は地域力の向上に役立つ、というメッ

セージの出し方が必要。 
 
 

第３回委員会・論点 
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３-２）阻害要因・課題関連 

①阻害要因として組織要因を強調し過ぎない方がよい。組織機構が変わらないと、

取り組みが変われないでは困る。 
②阻害要因としての「情報共有の場の不足」の指摘において、庁内だけの問題では

なく、地域での情報共有の場の不足を指摘しておくこと。住民の協議の場への「行

政参加」を強調する。 
③阻害要因以前の問題がある。福祉の担当者が、自分の地域に詳しくない場合、地

域でやれる能力のある存在があることを知らない。担当者が自分で抱え込んで失

敗している。地域とつながっていくための情報収集の取り組みが不足している。 
 

３-３）連携の⽅法、ポイント関連 

①地域づくりのサイドには、既にある程度の方法体系ができている。地域づくりサ

イドの構築した福祉についても、見守り等それほど専門的ではないかもしれない

が、それなりの経験的な体系が既にあるものとして、その掘り起こしのガイドブ

ックとしての性格が重要となる。 
②地域づくりサイドは、とにかく人件費に悩んでいるところが多いので、福祉行政

から、その部分の支援になるお金が入ってくることに対する期待は大きい。 
③地域への補助や助成の渡し方に注意が必要。地域が育っていないときに、大きな

補助を渡してしまうのは危険である。 
④中間支援組織のような第三者が入ってくれることで、行政にも余裕がでる。進行

において、中間支援組織が実施することで空気が変わる。中間支援組織を潤滑油

として使うことを示す。 
⑤住民との対話の場をきちんと持っていくということが大切。住民との対話の場が、

住民からの要求型にならない手法として、ワールドカフェが有用。 
⑥検証は、あくまでも自己評価を重視する。活動を来年はより良くしようというこ

とで、振り返りと見直しに使われるのであればいいが、検証・評価が来年の予算

査定の根拠のようなものに使われるとすれば、地域づくりにはなじまない。 
⑦地域運営組織において、課題解決を自ら行うまで達していない住民組織が多いの

で、地域力の向上も行政のひとつの役割。組織が形成されれば、地域が向上して

いくわけではない。 
 

３-４）その他 

①地域づくりと福祉の「地域づくり」関連の歴史的な整理において、「協働のまちづ

くり」を位置づけておく必要がある。 
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第２節 ガイドブック作成にむけた７つの論点における検討内容 
 

 第２節では、第１節で整理した委員会の論点のなかから、ガイドブックに取り入れる必

要のあるものを、７つの論点に分類して引出し、議論の経過や他の文献・資料を参照する

ことを通して補強し整理している。第１節において列記した論点を、各委員会の回を反映

した番号を付けて整理し、その番号をもとに、以下の７つの論点に分類して記述を行う。

研究委員会での議論の風景が感じられるような記録として編集を行っている。研究会に提

供された資料や内容をガイドブックへの活用も視野に入れて、提供しておきたい。 
 

 
     
 

１）各省庁における国の「地域づくり関連施策⼀覧」の紹介  

内閣府をはじめ、地域づくり分野における国の⽀援施策の紹介等 【W-3）】論点１

事業名 担当課 事業内容等

地方創生推進交付金 内閣府

地方創生推進事務局

内閣府

地方創生推進事務局

地域活性化伝道師 内閣府

地域おこし協力隊 総務省

集落支援員 総務省

外部専門家招聘事業 総務省

全国地域づくり人財塾 総務省

官民協働・地域間連携の観点から先駆的な取組、既存事
業の隘路を発見し、打開する取組（政策間連携）、先駆
的、優良事例の横展開を支援

地方創生拠点整備交付金
未来への投資に向けて、地方公共団体の地方版総合戦
略に基ずく自主的・主体的な地域拠点づくりなどの事業に
ついて、地方の事情を尊重しながら施設整備等の取組を
推進するための交付金

地域活性化に向け意欲的な取組を行おうとする地域に対
して、地域興しのスペシャリスト（地域活性化伝道師）を紹
介し指導・助言などを行う。

都市部の若者等が過疎地域等に移住して、一定期間（概
ね1年以上３年以下）、地場産品の開発や農林水産業へ
の従事等の地域協力活動を行い、その地域への定住・定
着を図る取組に対して、特別交付税措置を講じる。

集落の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・
知見を有した人材が、市町村職員と連携し、集落の巡回、
状況把握等に従事する取組に対して特別交付税措置を講
じる。

地域独自の魅力や価値の向上に取り組むことで、地域力
を高めようとする市町村が、地域活性化の取組に関する
知見やノウハウを有する外部専門家を招へいし、指導・助
言を受けながら取組を行う場合の外部専門家に関する情
報提供及び招聘に必要な経費について特別交付税措置
を講じる。

地域活性化においては、様々な知識・経験を持った人が
それぞれの知識・経験とアイデアを活かしながら活動に取
り組み、地域で様々な活動が展開されることが求められて
いるため、そのような状況を生み出すために必要となる、
地域づくり活動を自らの手で企画し実践できる人材＝「地
域づくり人」を育成するための講座や塾を開催。

表１　地域づくり関連支援施策
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事業名 担当課 事業内容等

総務省

地方財政措置 総務省

過疎対策事業債 総務省

農山漁村振興交付金 農林水産省

整備部地域整備課

国土交通省

国土政策局地方振興課

国土交通省

総合政策局物流政策課

国土交通省

厚生労働省

老健局振興課

厚生労働省 （１）多機関の協働による包括的支援体制構築事業

（２）住民による地域福祉活動体制強化事業

小中学校区等の住民の身近な圏域で、コミュニティソー
シャルワーカー（CSW）等の専門職のバックアップのもと、
地域課題の把握、住民団体等によるインフォーマル活動
への支援、公的な相談支援機関等との課題の共有を行
い、住民が主体的に地域課題を把握し、解決を試みること
ができる体制を構築する。

地域福祉活動体制強化事
業

社会・援護局地域福祉課 相談者本人のみならず、育児、介護、障害、貧困、さらに
は育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯全体の複
合化、複雑化した課題を的確に捉え、分野別の相談支援
体制と連動して対応することができる総合的な相談支援
体制を構築する。具体的には、複合的な課題を抱える相
談者を支援するために、各制度ごとの相談支援機関を総
合的にコーディネートするため、市町村において専門職を
配置し、包括的な相談体制を構築する事業を実施する。

過疎地域自立促進特別措置法による過疎地域の市町村
が、過疎地域自立促進市町村計画に基づいて行う事業の
財源として特別に発行が認められた地方債であり、地域
医療の確保、住民に身近な生活交通の確保、集落の維持
及び活性化などの住民の安全・安心な暮らしの確保を図
るためのソフト事業にも活用可能。

農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村
との共生・対流等を促進する取組、農福連携を推進する取
組、地域資源を活用した所得の向上や雇用の増大に向け
た取組、「農泊」を推進する取組、農山漁村における定住
等を図るための取組等を総合的に支援

農村振興局農村政策部農
村計画課、地域振興課、
都市農村交流課

「小さな拠点」を核とした
「ふるさと集落生活圏」形
成推進事業

基幹集落に複数の生活サービスや地域活動を集め、周辺
集落とネットワークで結ぶモデル的な「小さな拠点」の形成
を推進するため、既存施設の再編・集約に関する支援に
ついて、NPO等による事業も補助対象に追加する拡充を
行う

改正物流総合効率化法を
活用した共同輸配送等へ
の支援事業

物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業
務の省力化を図るため、総合効率化計画の策定のための
調査事業及び認定を受けた総合効率化計画に基づく共同
輸配送等を支援

地域公共交通確保維持改
善事業

過疎地域等におけるデマンドタクシー、コミュニティバス等
の運行費、車両の更新費等を支援総合政策局公共交通政策

部交通支援課

生活支援体制整備事業
生活支援サービスを担う地域の多様な事業主体と連携し
ながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び
高齢者の社会参加の推進を一体的に図って行う。

高齢者の生活支援等の地域のくらしを支える仕組みづくり
として、地域運営組織の持続的な運営に必要な費用を地
方財政計画に計上

過疎地域等集落ネット
ワーク圏形成支援事業

基幹集落を中心として複数の集落で構成される集落ネット
ワーク圏における以下の取組を支援
・市町村が行う集落ネットワーク圏計画の作成
・地域運営組織の組織体制の確立、活性化プランの作成
・活性化プランに基づく事業（生活の安全・安心確保対策、
都市と地域の交流・移住促進対策、産業振興、地域文化
の保存・伝承対策等）

地域力創造グループ過疎
対策室
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事業名 担当課 事業内容等

文部科学省

経済産業省

経済産業省

（旧石油製品流通網維持強化事業）

経済産業省

環境省

環境省

環境省防災・減災、国土強靭化及
び地域の低炭素化に資す
る自立・分散型エネルギー
設備等導入推進事業

地域防災計画に位置付けられた防災拠点、避難施設及び
災害時に機能を保持すべき公共施設等に対して、防災・
減災に資する再生可能エネルギー設備、コジェネレーショ
ンシステム、未利用エネルギー活用設備、省エネルギー
設備、蓄電池等を導入する事業を支援

総合環境政策局環境計画
課

地域再生マネージャー事
業

（一財）地域総合整備財団 市区町村が地域再生に取り組もうとする際の課題への対
応について、その課題解決に必要な知識、ノウハウ等を有
する地域再生マネージャー等の外部の専門的人材を活用
できるよう必要な経費の一部を支援する。

地方公共団体カーボン・マ
ネジメント強化事業

地球温暖化対策推進法に基づき、全ての都道府県及び市
町村に策定が義務付けられている「地方公共団体実行計
画事務事業編」について、その大胆な強化・拡充や取組体
制の整備に向けた調査・検討に係る費用を補助。加えて、
先進的な取組を行うことを条件に、同計画に基づく庁舎等
への省エネ設備導入も補助

総合環境政策局環境計画
課

再生可能エネルギー電
気・熱自立的普及促進事
業

再生可能エネルギー導入事業のうち、地方公共団体等の
積極的な参画・関与を通じて各種の課題に適切に対応す
るものについて、事業化に向けた検討や設備の導入に係
る費用の一部を補助

総合環境政策局環境計画
課

過疎地域等における石油
製品の流通体制整備事業
費

石油製品需要の減少（年率2.5％）を上回るガソリンスタン
ド（SS）の廃業・撤退に歯止めをかけ消費者にとってのSS
へのアクセスの利便性を維持するため、①SS過疎地等に
おけるSSの生産性向上、②SS過疎地等における地域の
総合生活サービス拠点への転換、③環境・安全対策を行
う中小SS等への支援を実施。

資源エネルギー庁資源・
燃料部石油流通課

石油製品安定供給確保支
援事業

災害時における燃料の安定供給に貢献する中小ガソリン
スタンド（SS）による燃料供給体制を確保するため、①自
家発電を備えた「住民拠点SS」の整備、②中小SSの生産
性向上による経営安定化への支援を実施。

資源エネルギー庁資源・
燃料部石油流通課

学びによる地域力活性化
プログラム普及・啓発事業

学びを通じた地域課題解決やまちづくりの取組を促進する
ため、関係者の学びと対話、ネットワークづくりの場とし
て、全国７箇所程度において、「学びを通じた地方創生コ
ンファレンス」を開催する。

生涯学習政策局社会教育
課

災害時に備えた地域にお
けるエネルギー供給拠点
の整備事業費

災害時の石油製品の安定供給体制を構築するため、①自
家発電機を備えた「住民拠点SS」の整備、②「住民拠点
SS」及び緊急車両用「中核SS」の供給力強化に係る設備
導入支援、③緊急時の石油製本供給に係る研修・訓練事
業への支援を実施。

資源エネルギー庁資源・
燃料部石油流通課

（旧地域エネルギー供給拠点整備事業）
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２）地域運営組織の分類の考え⽅ 

 総務省地域力創造グループ地域振興室（2015）『暮らしを支える地域運営組織に関する

調査研究事業報告書』によれば、以下のような地域運営組織の分類を行っている。 

 

（３）地域運営組織の分類 

 地域運営組織は、組織形態も活動も地域ごとに多様なものとなっているが、機能面

からみると、地域の将来ビジョンや課題の解決方法を検討する「協議機能」と地域課

題解決に向けた取組を実践する「実行機能」の両面を有している。 

 地域運営組織には、協議機能と実行機能を同一の組織が合わせ持つもの(一体型）と、

協議機能と実行機能を切り離し、いずれかの機能を有する組織となっているもの(分離

型)がある。一体型の場合には、地域住民の意思を事業に反映しやすいが、事業のリ

スクを地域全体に及ぼすおそれがあるのに対し、分離型の場合には、事業に適した組

織形態をとりうる一方、地域全体の最適性より事業を優先させるおそれがあるなど、

それぞれメリットとデメリットがある。協議機能と実行機能、一体型と分離型の軸によ

り、地域運営組織を整理した場合、図１のように分類できる。 

 地域運営組織は自治会や町内会を母体とすることが多く、設立当初には協議機能を

主とした一体型が多いと考えられるが、事業が進展した場合は機動的な意思決定や事

業リスクを切り離す等の観点から分離型を選ぶことも多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１　地域運営組織の組織形態の分類
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３）「小さな拠点・地域運営組織」の先駆的な取り組みの紹介 －主な取り組みテーマの実
施状況 

 介護・福祉での取り組みは、19 事例のなかの６事例となっている。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
すでに、内閣官房まち・ひとしごと創生本部事務局・内閣府地方創生推進事務局（2017）

『住み慣れた地域で暮らし続けるために～地域生活を支える「小さな拠点」づくりの手引

き』（一部改訂）などによって、地域づくりにおける手引書が発行されている。 
 

 
 
 
福祉サイドと地域づくりサイドとの連携の前に、福祉サイド内における地域づくりの連

携を検討しておくことが課題となる。介護保険行政による生活支援体制整備における「地

域づくり」の方法と生活困窮者自立支援行政における「地域づくり」の方法との連携は、

どこまで実現できるのか、自治体の福祉行政における課題といってよい。 
 
○ 同じ厚生労働省といっても、介護保険を扱う老健局と生活困窮者自立支援を扱う社

厚⽣労働省における「地域づくり」を求める政策部門間での連携の課題【１-3）】論点２

表２　小さな拠点・地域運営組織の先駆的な取組　分類表
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会・援護局との連携は、「新福祉の提供ビジョン」の枠組み、包括的な相談支援や高齢、

障害、児童等への総合的な支援からすると、必要な推進課題ということになる。さらに、

「我が事・丸ごと」の地域共生社会の実現を推進する政策課題からしても、不可欠な連

携といえる。地域共生社会の実現を担う地域福祉の推進が強化されるなかでは、その連

携の推進の位置に地域福祉があるということもできる。 
 
○ 介護保険行政による生活支援体制整備における「地域づくり」と生活困窮者自立支援

行政における「地域づくり」との連携を図式化すると、図２のようになる。 
生活支援体制整備事業における地域づくりは A 領域、生活困窮者自立支援における地

域づくりは B 領域（厳密には B1）とすると、A 領域と B 領域が交差する部分が、連携し

た地域づくりということになる。A⇒B、B⇒A のいずれの場合をも可能とする条件の１

つが、地域福祉行政の形成にあると考えられる。１つのタイプは、両方の担当が地域福

祉課のなかで統合されている場合である。具体的には、兵庫県芦屋市においてみられる

ものである。もう１つの連携のタイプは、両者の「地域づくり」の内容が、地域福祉計

画のなかで関連づけて扱われている場合である。厚生労働省の指針において、その点が

促進されるように示されている。実際には、三重県名張市の取り組みがこれに該当する。 
 ３つ目のタイプは、全市レベル（場合によって第 2 層レベル）において、協議体の守

備範囲として、例えば地域ケア会議が用いられているのではなく、「地域福祉セーフティ

ネット会議」などの名称によって、２つの事業を関連づけて協議が実施される場合に相

当する。４つ目のタイプは、生活圏域において配置される地域福祉の拠点が、多機能性

をもつなかで、生活支援サービス・活動の提供機能と子どもの学習支援や子ども食堂、

中間的就労の場などを提供している場合である。東京都江戸川区の「なごみの家」とい

う取り組みはそれを目指したものである。 
 

厚生労働省の事業間での地域づくりにおける連携 

 
 
               連携できる 

 地域づくり 
 
 
     A：生活支援体制整備事業  B：厚生労働省の他事業 
     （介護保険地域支援事業） （生活困窮者自立支援事業＝B1） 
                 「生活困窮者自立支援を通じた地域づくり」              

 
 

図２　厚生労働省の事業間での地域づくりにおける連携
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○ 2016年度における「多機関の協働による包括的支援体制構築事業」における３つのタ

イプ（ABC）に分類したモデル事業の整理を活用した下図では、Bという地域福祉による

融合の取り組みが連携の条件という有効に思われる。先に紹介した江戸川区のモデル事

業は、このタイプに相当するものである。 
 

 

 

 

 （資料）日本総合研究所（2017）『全世代・全対象者型地域包括支援体制の構築に向けた評価指標に関

する調査研究』 

 
 
 

 

○地域包括ケア研究会では、「地域マネジメント」の概念およびその方法論が議論になっ

ている。介護保険の世界でいうと、俗に業界でいう三大業務と呼ばれている、介護認定

をやって、介護保険料を徴収して、介護給付をするという大事な３つの業務がある。一

部の自治体では残念ながらそういう三大業務さえやっていればそれでいいという判断が

ある。それだと地域はよくなっていかない。そこで、「地域包括ケア推進マネージャー」

（仮称）を自治体の中に置いて、それを法定業務としてやっていくことはできないか、

という判断を示した。その目的は、「行政の役割は、介護保険の法定業務だけではない。

地域づくりのために地域包括ケア推進マネージャーを置く必要がある」という議論であ

る。 

 

○地域包括推進マネージャーは、名張市では「エリアディレクター」と呼んでいる。その

エリアディレクターがつながった組織からの情報を元に必要な機関を集め、地域の代表

者にも入ってもらい、もちろん当事者も含めて、介護保険でいう地域ケア会議を運営す

る。地域づくりにも、こうした「地域ケア会議」が有効に作用する。当事者をいかにエ

ンパワーメントしていくか、エンパワーメントするためには誰がどのように支えていく

のか、という観点からマネジメントしている。名張市の地域包括ライフサポートシステ

ムという形の運営方法である。 
 

○地域づくりの領域で、マネジメントはどのような形で求められているのか。概念として

は、これまでのタウンマネジメントに加えて、エリアマネジメント、地域マネジメント、

コミュニティマネジメントなどによるマネジメントを意識したアプローチへの関心が高

まっている。その背景には、成長都市の時代では「開発」が中心をなすのに対して、成

地域づくりに求められる「地域マネジメント」の考え⽅の整理 【１-４）】 論点３

図３　地域福祉による融合
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熟都市の時代では、「管理運営」のマネジメントがその中心をなすという変化である。 
 では、それらの新たな関心のマネジメントにおける３つのワードが、それぞれエリア、

地域、コミュ二ティと近似する内容と見受けられるが、比較してみると何が異なるかが

見えてくる。エリアマネジメントでは、文字通りの空間的なエリアを単位としたマネジ

メントに力点があり、それに対して、地域マネジメントにおける「地域」は、一定の単

位を表しているが、力点の置き方としては主体を強調する傾向にあり、主体間の連携や

ネットワークの形成に係るマネジメントを扱っている。さらに、コミュニティマネジメ

ントでは、コミュニティという主体による問題解決を目指す傾向を強くもち、類似概念

としての「コミュニティ・ソリューション」や「コミュニティビジネス」によるアプロ

ーチの形成が期待されている。 
 
○実際、福祉領域で強調される「地域づくり」には、コミュニティマネジメントにおいて

期待されている問題解決への取り組みが求められている。その意味で、問題解決に直結

する活動主体への関心が高くなる傾向にあるが、その取り組みにおける「実行機能」に

のみ視点が向けられるのではなく、課題を共有し解決方法を検討するための「協議機能」

の形成に注目する必要である。 
 この視点は、すでに改正介護保険制度における生活支援の体制整備において、地域づ

くりの一環として「協議体」づくりが選択されている点に表れている。地域での組織が

持続的な活動を展開することで介護予防の効果は高まり、多くの波及的な活動も生まれ

ている。こうした持続的な取り組みが成立するためには、「協議機能」を有した地域組織

として形成されることが必要であり、地域の自治に結びつくことが期待される。これま

での福祉領域で活動の「実行機能」にのみ注目される視点の転換を、地域づくりは求め

ているといえる。 
 
○地域力強化の最終報告では、「地域づくりを推進するための財源については、地域づくり

に資する事業を一体的に実施するなど各分野の補助金等を柔軟に活用していくことに加

え、共同募金によるテーマ型募金や市町村共同募金委員会を活用・推進したり、クラウ

ドファンディングや SIB、ふるさと納税、社会福祉法人による地域における公益的な取

り組み等を取り入れていくことも有効である。企業の社会貢献活動等と協働していく観

点も必要であり、財源等を必要としている主体と資源を保有する企業等とのマッチング

が必要である」（15 頁）としている。 
 こうした財源の確保の動向を受けて、「市町村における体制整備を進めるに当たって

は、分野を超えた課題に対応するため、地域づくりに資する事業を一体的に実施するな

ど各分野の財源を柔軟に活用していく必要がある。その際、厚生労働省通知（平成29年３

月31日付け厚生労働省関係５課長通知『地域づくりに資する事業の一体的な実施につい

て』）を活用していくべきである」（以下、通知文掲載）として、横断的な活用方法に途
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を開いている。 

 

  

健 健 発 0 3 3 1 第 １ 号

雇児総発 0331 第４号

社援地発 0331 第１号

障 企 発 0 3 3 1 第 １ 号

老 振 発 0 3 3 1 第 １ 号

平 成 29 年 ３ 月 31 日

都道府県

各 指定都市

中 核 市

厚 生 労 働 省 健 康 局 健 康 課 長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長

厚生労働省社会・援護局地域福祉課長

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長

厚 生 労 働 省 老 健 局 振 興 課 長

（ 公 印 省 略 ）

地域づくりに資する事業の一体的な実施について

昨今、疾病や障害・介護、出産・子育てなど、様々な分野の課題が絡み合って複雑化し

たり、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱え複合的な支援を必要としたりする状況がみ

られます。また、人々の暮らしにおいては、「社会的孤立」の問題や、制度が対象としない

ような身近な生活課題への支援の必要性の高まりといった課題が顕在化しており、さらに、

様々な問題を抱えているが、公的支援制度の受給要件を満たさない「制度の狭間」の問題

も指摘されています。

このような課題に対応するため、厚生労働省においては、「地域共生社会」の実現を掲げ、

公的支援のあり方を「縦割り」から「丸ごと」へと転換していくこと、「我が事」「丸ごと」

の地域づくりを育む仕組みへと転換していくことを目指し、改革を進めることとしていま

す。これについて、本年２月７日には、「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工

程）」（厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定）を公表しました。

従来から、地域の集いの場の整備、相談支援、地域資源の掘り起こしや開発のためのコ

ーディネート、ボランティア養成、権利擁護・虐待防止など、地域づくりに資する事業と

して、介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支援事業、子ども・

子育て支援新制度の地域子育て支援拠点事業、健康増進法に基づく健康増進事業などの

様々な事業が行われています。その際、地域の支援ニーズや資源の状況によっては、これ

らの事業を連携して一体的に実施することにより、それぞれの事業の効果、効率性や対象

者の生活の質を一層高めることができる場合も多いと考えられます。

地方公共団体によっては、相談支援体制の整備などにおいて、既に、分野を横断して事

業の一体的実施に取り組んでいるところもあると承知していますが、厚生労働省としても、

「地域共生社会」の実現に向けて、このような創意工夫のある取組を後押ししていきたい

衛生主管部（局）長

民生主管部（局）長
殿

と考えております。

この点、「当面の改革工程」において、「今年度中に、介護保険制度の地域支援事業、障

害者総合支援制度の地域生活支援事業、健康増進事業など、既存の地域づくりに資する事

業について、権利擁護や虐待関係業務を含め、連携して一体的に事業を実施することが可

能である旨を周知する。」と明記しており、これを踏まえ、地域づくりに資する事業を行う

に当たっての留意事項を下記のとおりお示ししますので、本通知の趣旨・内容等を御了知

いただくとともに、都道府県におかれましては、貴管内の市町村（指定都市及び中核市を

除き、特別区を含む。）に対して周知いただきますようお願いします。

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言として発出するものであることを申し添えます。

記

１ 地域づくりに資する事業の一体的実施について

介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支援事業、子ども・子

育て支援制度の地域子育て支援拠点事業、健康増進法に基づく健康増進事業などの地域

づくりに資する事業（予算による国庫補助事業や市区町村が単独事業として行うものを

含む。以下同じ。）について、市区町村は、事業の効果、効率性や対象者の生活の質を

高めるために、複数の事業を連携して一体的に実施することができる。

この場合において、一の事業を担当する職員が、他方の事業の対象者に対し支援を提

供することを妨げない。

２ 費用の計上について

市区町村が地域づくりに資する事業のうち、複数のものを連携して一体的に実施する

場合は、その実施に要する総費用を事業間で合理的な方法により按分することができる。

なお、合理的な方法の例としては、以下の①や②が挙げられるが、これ以外の方法でも

市区町村の実情に応じて設定することができる。ただし、同一の費用を複数の事業で重

複して計上することがないようにする必要がある。

①地域づくりに資する事業の一体的実施に要する総費用を、市区町村内の高齢者数、

障害者数、子どもの数などの割合に応じて按分して算出された費用を、各制度に基

づく事業にそれぞれ計上する方法

（具体的な例）

・ボランティア養成のための研修を、高齢者・障害者・子どもなどの研修分野ごと

に対象者を区分せず、一体的に実施し、それぞれの対象者数の割合に応じて按分

し計上する場合

・高齢者と障害者の権利擁護・虐待防止に関する研修を一体的に実施し、市区町村

内の高齢者数と障害者数の割合に応じて費用を按分し計上する場合

②地域づくりに資する事業に従事する職員について、それぞれの主たる業務に着目し

て按分する方法

（具体的な例）

・地域包括支援センターが障害者や子どもまでを対象とした総合相談業務を担う場
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と考えております。

この点、「当面の改革工程」において、「今年度中に、介護保険制度の地域支援事業、障

害者総合支援制度の地域生活支援事業、健康増進事業など、既存の地域づくりに資する事

業について、権利擁護や虐待関係業務を含め、連携して一体的に事業を実施することが可

能である旨を周知する。」と明記しており、これを踏まえ、地域づくりに資する事業を行う

に当たっての留意事項を下記のとおりお示ししますので、本通知の趣旨・内容等を御了知

いただくとともに、都道府県におかれましては、貴管内の市町村（指定都市及び中核市を

除き、特別区を含む。）に対して周知いただきますようお願いします。

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言として発出するものであることを申し添えます。

記

１ 地域づくりに資する事業の一体的実施について

介護保険制度の地域支援事業、障害者総合支援制度の地域生活支援事業、子ども・子

育て支援制度の地域子育て支援拠点事業、健康増進法に基づく健康増進事業などの地域

づくりに資する事業（予算による国庫補助事業や市区町村が単独事業として行うものを

含む。以下同じ。）について、市区町村は、事業の効果、効率性や対象者の生活の質を

高めるために、複数の事業を連携して一体的に実施することができる。

この場合において、一の事業を担当する職員が、他方の事業の対象者に対し支援を提

供することを妨げない。

２ 費用の計上について

市区町村が地域づくりに資する事業のうち、複数のものを連携して一体的に実施する

場合は、その実施に要する総費用を事業間で合理的な方法により按分することができる。

なお、合理的な方法の例としては、以下の①や②が挙げられるが、これ以外の方法でも

市区町村の実情に応じて設定することができる。ただし、同一の費用を複数の事業で重

複して計上することがないようにする必要がある。

①地域づくりに資する事業の一体的実施に要する総費用を、市区町村内の高齢者数、

障害者数、子どもの数などの割合に応じて按分して算出された費用を、各制度に基

づく事業にそれぞれ計上する方法

（具体的な例）

・ボランティア養成のための研修を、高齢者・障害者・子どもなどの研修分野ごと

に対象者を区分せず、一体的に実施し、それぞれの対象者数の割合に応じて按分

し計上する場合

・高齢者と障害者の権利擁護・虐待防止に関する研修を一体的に実施し、市区町村

内の高齢者数と障害者数の割合に応じて費用を按分し計上する場合

②地域づくりに資する事業に従事する職員について、それぞれの主たる業務に着目し

て按分する方法

（具体的な例）

・地域包括支援センターが障害者や子どもまでを対象とした総合相談業務を担う場

合に、主に高齢者からの相談に応じる職員と、主に高齢者以外からの相談に応じ

る職員に区分し、それぞれの費用を、地域支援事業とその他の事業（地方単独事

業を含む）に計上する場合（間接経費については、地域支援事業として計上する。）

ただし、例えば、通いの場としての性質から、主に高齢者が利用する場を、一部、子

どもやその保護者、障害者などの利用に供する場合や、高齢者への相談支援を行う一環

として世帯全体の課題を把握するため、高齢者以外の者への支援を行う場合など、支援

全体が主たる目的の事業の一環として提供される場合には、按分の必要はなく、主たる

目的の事業に要する費用として、総費用を計上する。この場合、補助金等の目的外利用

とはならない。
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地域づくりから見た場合、福祉はさまざまな分野のなかの一分野であり、「地域課題」

という大きな枠組みで整理されている。福祉サイドでは、地域課題一般ではなく、厳密に

は「地域生活課題」という用語が、法的にも整備されてきている（改正社会福祉法第４条）。 

 

○改正社会福祉法第４条の地域福祉の推進の条文は、以下の通りである。 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び 社会福祉に関する

活動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを

必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、

文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推

進に努めなければならない。 

 

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域住

民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態と

なることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止を

いう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要と

する地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民

が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の

課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支

援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を

図るよう特に留意するものとする。 

 

○『地域力強化検討委員会最終報告』では、「地域力強化を考えるにあたっては、福祉の領

域を超えた地域全体が直面する課題を、私たちは改めて直視する必要がある」として基

本認識として、福祉サイドが地域づくりサイドと連携する方向性を打ち出している。そ

の認識としては、「基盤となる地域社会そのものは、少子高齢・人口減少社会が進展する

なかで、自治会・町内会の加入率は減少し続け、地域で課題を解決していくという地域

力、あるいはお互いに支え合い共生していけるような地域の福祉力が脆弱になりつつあ

る」ということである。他方、地域づくりサイドでの成果として、「一方、地方創生の取

り組みの中で、地域には今まで存在しながら光が当たらなかった宝（「知恵」「人材」「資

源」）があることに気づき、それを最大限引き出し、自分たちが住みたい地域を自分たち

でつくる、地域でできることを探し、活かし、発展させていく地域づくりの取り組みが

各地で進められている」と評価を加えている。 
 

地域づくりサイドと福祉サイドにおける課題の位置づけ⽅について 【２-２）】論点４
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○総括的には、様々な課題に直面している地域そのものを元気にしていこうという地域創

生の取り組みと、誰もが安心して共生できる地域福祉を推進しようという取り組みは、

決して別々のものではない。生活の基盤としての地域社会が持続可能であることが、地

域福祉の基盤として不可欠であるし、地域福祉によって地域生活の質が向上することで、

そのことが地域の活性化に「還元」されていく。この両者を結びつけて考えることが、

本研究作業でいう連携ということになる。その意味では、地域力強化を目指す地域共生

社会の推進は、本研究と同じ方向性をもっている。 
 ただし、最初の文章に示したように、地域福祉の課題としては、「地域課題」ではなく、

「地域生活課題」ということになり、その間の距離をどう埋めるのかが、連携の大きな

課題となる。 
 

○地域力強化検討委員会における「３つの地域づくり」についての整理を参照する。同報

告によれば、３つの地域づくりの取り組みの方向性は、①「自分や家族が暮らしたい地

域を考える」という主体的、積極的な姿勢と福祉以外の分野との連携・協働によるまち

づくりに広がる地域づくり、②「地域で困っている課題を解決したい」という気持ちで、

様々な取り組みを行う地域住民や福祉関係者によるネットワークにより共生の文化が広

がる地域づくり、③「一人の課題から」、地域住民と関係機関が一緒になって解決するプ

ロセスを繰り返して気づきと学びが促されることで、一人ひとりを支えることができる

地域づくり、に分類されている。 
 ②の「地域で困っている課題」は、いわゆる「地域生活課題」を意味しており、①「自

分や家族が暮らしたい地域を考える」という意味での「地域課題」とは異なっており、

その間の距離をどう埋めるのかが、連携の大きな課題となる。 
 

○生活支援体制整備が登場するなかでの連携を考えることは、本研究委員会の重要なテー

マといえる。生活支援体制整備において求められている「協議体」の取り組みの成果を

みるなかで、地域づくりサイドと福祉サイドの連携のヒントや契機を見出すことができ

る。その一つが、「課題探し」をしない地域づくりという取り組みである。できていない

ことを探すのではなくて、どうしてこのように暮らせているのか、と聞くと、その理由

がどんどん出てきて、そのうちその自慢話が出てくる。「よく暮らせていますね」と聞く

と、プラスの話がたくさん出てくる。こういう話を聞いていると、福祉サイドがこれま

で、ないものをカバーする仕事をしている集団であることの問題が見えてくる。この取

り組みを進めることで、福祉サイドの人達が変わって地域づくりサイドと連携ができる

可能性がみえてくる。 

 

○本研究に期待されている政策的な枠組みは、市町村における部署等を横断した連携推進

の方法を明らかにするというプロジェクトである。国レベルにおいても厚生労働省の老
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健局と社会・援護局の連携にとどまらず、総務省や内閣府との連携も目指されている。

こうした省庁を越えたレベルの取り組みを、市町村も活用し、部署間あるいは分野を超

えての連携強化が望まれる。 
 

 

 

 

１）地域づくりサイドからみた福祉との連携における阻害要因の仮説 

○地域づくりサイドからみた福祉との連携における阻害要因についての整理を行うと以下

の４点が挙げられる。 
①福祉部門のみで抱え込む組織風土が見られる。その背景としては、法令遵守にみら

れるように、国の法令に基づいてこれをせざるを得ないという体質がある。これに

よって主体的に考えていく部分が欠如してしまう。 
②情報共有に関する要因。共に考える場が不足していること。これは庁内の連携体制

の欠如しているという背景にある。 
③柔軟性が低く、連携しにくい制度にしがちな部分があるかも知れない。これはより

専門が多岐にわたるので細かな制度がある。つまり制度そのものが連携の阻害要因

となっている。 
④住民サイドにおける傾向として、どちらかというと、基礎自治体の担当者の攻め方

によって地域内の連携は左右されがちである。基礎自治体の中における連携が非常

に重要なポイントといえる。この点に関連しては、それぞれの分野別に地域へアプ

ローチをすると、地域の中の総力を阻害してしまう要因になってくる。プラットホ

ームのような形態での連携があれば（複数あっても可）、そこで共有した方針等を形

成したうえで、いろいろな分野からの支援体制がなければうまくいかない。住民主

体の福祉を進めるうえで、基礎自治体がそれぞれバラバラに進めていくことで、地

域の中を分断してしまうことは問題である。 
 
２）裁量業務の展開の難しさ 

○自治体の介護行政からすると、裁量権がほとんどない認定審査や給付業務等と、裁量権

が多い「生活支援体制整備事業」のような取り組みの２つがある。裁量権がある業務は

苦手とし、裁量権があることを喜ぶ自治体は少ないので、裁量権がある仕事に対してど

のように取り組んでいくかが、生活支援体制整備事業で問われている。つまり、地域づ

くりを目指す介護行政を展開することが苦手であるといえる。地域づくりを先行する福

祉以外の成果を踏まえ、その部署と連携することで、生活支援体制整備事業を進めるこ

とができるという点も、自治体の関心を呼び起こすうえで重要となる。自治体として取

り組むポイントを、地域づくりにおける共通事項のポイントとして挙げていくことで、

連携の阻害要因とは 【２-３）】論点５
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自治体としては取り組みやすくなる。 
 

 

 

 

地域づくりを進めるためには、これまでの地域組織における仕組みを見直す必要が生じ

てくる。その意味では、地域づくりサイドでの再編や福祉サイドにおける大幅な影響を生

じることになる。後者の点については、福祉サイドの抵抗もあり、大きな阻害要因となる

こともある。検討事例としては、「雲南市：福祉推進員の指示系統の見直し」「名張市：

区長制度の廃止」をもとに検討している。 

 
○「地域福祉の見直し」の取り組みとして、雲南市の場合では、すでに取り組まれていた

社会福祉協議会の小地域福祉推進のための「福祉委員会」という地域組織を再編するこ

とになった。この地域組織をもって地元の福祉部とみなす形で当時はスタートしたが、

平成 24 年度に検証した結果、福祉の課題はどこも共通して非常に高く、地域づくりにお

ける「福祉」は社協から指示で取り組むものではなく、必要だからこそ自分たちがやる

ものとの認識が高まったことから「この命令系統を変えてほしい」という要請があり、

委嘱方式を変更した。これまでの社会福祉協議会会長からの指名による方式から、地域

で一体となって福祉ができる体制に変えたのが特徴といえる。 
 別の視点から整理すると、地域の主体性を確保するために、地域に責任を持ってもら

うことで、地域づくりが進むという判断があったといえる。 
 

○名張市の場合では、平成 22 年度に区長制度を廃止したことが、大きな従来組織の見直しに

当たる。市の行政委託機関であった区長制度を廃止して、その代わりに届け出制を採用し

た。174 地域において、行政の末端機関として機能していた組織を廃止したことになる。 
 小さいまとまりを「基礎的コミュニティ」と呼び、この基礎的コミュニティがいくつ

か集まったものが「地域づくり組織」になっている。この「地域づくり組織」そのもの

の名称は、地域によって様々に名前がついている。これらの方法については、地域づく

り条例の中で定めているので、行政的には混乱はないといえる。 
 
○「地域福祉を新しいステージに」というためには、地域福祉が地域づくりの動きを理解

し、自らを位置づけなおすことが必要と判断できる。「小規模多機能自治」という用語は、

新たな機能を加えるという単純なものではなく、従来組織の見直しの調整や決断を含む

用語として理解すべきである。 
 

 

従来組織の⾒直し 【１-１）③】論点６
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地域づくりのステップ（図４）で注目しておきたいのは、地域づくりに求められる⑥拠

点施設の確保・整備と、⑦事務局体制（人的配置）の段階である。組織と活動を結びつけ

る重要な段階とみることができる。 

図４一般的な進化の過程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般的な進化の過程として、図４を提示した。これは全国的な状況を踏まえて、総務省

の委員会で板持氏が提案したものである。「協働」をしっかりと打ち出すというのが基礎

的に大切であるとともに、その後、組織化を徐々に進めていって、拠点施設の確保が必

須ということである。拠点施設があるだけでなくて、事務局体制をいかに作るが非常に

重要といえる。この事務局体制は別に福祉に限った話ではなくて、地域をトータルに動

かしていくための人材によって担われる。この２つが、いわゆる基礎的な環境という部

分になる。行政側の支援は、この基礎的な条件を整備することになるのではないか。 
 事務局機能という用語は、福祉の世界ではあまり使わない。地域福祉分野ではそれな

りに使用されているが、制度福祉の分野ではあまり使われていない。 
 
○名張市での活動拠点（公民館）の運営については、指定管理者制度を平成 16～18 年度ぐ

らいから始め、公民館という立場上、どうしても生涯学習の部分に利用が制約されてい

ることから、地域づくりとしては「活動しにくい」という意見もあり、平成 28 年から公

民館条例をやめ、市民センター条例として広く市民の活動拠点として使えるように変更

した。指定管理は地域づくり組織に受託してもらい、地域事務員というかたちで、地域

の住民を職員として雇用している。「人・モノ・お金」という活動するための３つの要素

は、市が提供するなかで、パートナーとしてやっていくという条件を整えている。 

拠点や事務局の役割 【１-１）③】論点７

図４　一般的な進化の過程
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○地域住民の組織化を通しながら拠点施設を整備することは、必要だが、今度は拠点整備

が目的化することをさけなければならない。拠点の確保と同時に、「事務局体制」を整え、

拠点での地域運営を総合的に実施することが求められる。これまで福祉サイドでは、課

題解決型になり、一気に支援の活動へと動きがちになるので、持続するための仕組みづ

くりが弱い。そのための事務局の体制整備という点に支援者側も気づいていない。 
 事務局機能を整えることは、「行政最後の仕事だ」（板持）という指摘は重要である。

どこで行政が手を引くのかということを市町村行政は悩むところである。どこまで住民

の活動を支援して、どこで手を引くのかというのが行政にとっては悩むところである。

それは、一種の事務局機能の支援をめぐる論点ともいえる。 
 
○事務局体制の確保においては、活動が進化すればするほど機能別の体制に分けざるをえ

ない。介護保険における地域づくりとして導入された生活支援コーディネーターとほぼ

同じ役割と捉えることもできる。事務局メンバーの一員という位置づけでなければ、分

野横断・連携は進みにくい。財源上は、生活支援コーディネーターを全ての地域に配置

できない場合は、特定の地域だけではなくて複数の地域でかけもちということもあり得

る。地域の主体性という観点からすると、住民組織のメンバーがそのような身分として、

生活支援コーディネーターを担うことも選択として重要となる。 
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○問１・附問１【結果：30 頁】 

問１は、都道府県における地域づくりを目的とした福祉との連携の場・会議等の有

無を問う質問だが、「そのような場・会議はない」が、54.1％と半数を超えた。他方、

共有の場・会議を定期的に持つ都道府県は、２割弱（18.9％）となっているが、その

ようなところでも、開催頻度としては「半年～1 年に 1 回程度」が、７割（71.4％）

を占め、「半年に 1回程度」が 14.3％であることから、定期的に実施している都道府

県でも、実際には、1年に 1回程度の会議であることが読み取れる。これらを見る限

り、地域づくりサイドと福祉サイドの連携に関しては、活発に行われているとは言い

難く、まだまだこれからの取り組みと言えるだろう。 

 

○附問２【結果：32 頁】 

附問２は、定期・不定期に関わらず、共有の場・会議を持っている都道府県に、そ

の会議の目的を尋ねたものであるが、「地域づくり・コミュニティ施策」目的が多く

（７県）、次いで、「小規模集落対策」、「健康・福祉」などが続いている。そのほかに

は、「高齢化社会対応」や「農福連携」などが挙がっている。目的は様々であるが、

共有の場・会議を持っているのは、東北、中四国、九州に多く、高齢化、人口減を背

景とした地域について、危機意識を持っていることが感じられる。 

 

○附問３・附問４【結果：33 頁】 

附問３、附問４は、そのような会議等の参加部署及び主催部署を記入いただいたが、

特徴的なのは、目的が具体的であるほど（例えば、農福連携）、県庁の部署だけでは

なく、外部団体を含めた場となっている傾向がある。情報共有にとどまらない、より

実務的な場になっているものと考えられる。 

 

○附問５【結果：35 頁】 

附問５は、連携・共有の場がない都道府県に、その理由を尋ねたものである。「福

祉に（生活支援体制整備のような）地域づくりに活用できる制度があることを知らな

かった」との回答が 30.0％、「そのような場・会議を持つ余裕がない」が 25.0％とな

っている。最も多い「その他」の内容としては、「検討したことがない」、「今後、検

討していきたい」、「個別に（必要に応じ）連携を扱っている」の大きく３つに大別さ

れる。 

ここから、現状の取り組みの少なさに、福祉側からの地域づくりサイドへのアピール（周

知）が不足していることも一因として挙げられるだろうが、地域づくりと福祉との連携に

否定的な意見は存在せず、今後の連携の展望に期待を抱かせるものとなっている。 
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（主催）

北海道
総合政策部　地域
創生局　地域政策
課

山形県 市町村課

長野県
地域振興局
企画振興課

徳島県
政策創造部　地
方創生局　地域
振興課

岩手県 復興局

静岡県 地域振興課

山口県
中山間地域づ
くり推進課

宮崎県
中山間・地域
政策課

島根県
しまね暮らし推
進課

大分県
地域活力応援
室

長崎県
福祉保健部長
寿社会課

青森県 企画政策部

滋賀県
健康医療福祉
部

奈良県
健康福祉部　地
域包括ケア推進
室

鹿児島県
保健福祉部
介護福祉課

三重県
農林水産部
担い手支援課

岐阜県
健康福祉部
障害福祉課

　※　＜　　＞内は、回答を基にした事務局による分類。主催部署を参考に附している。

・農業、水産業、林業と福祉の連携(農福連携、水福連携、林福連携)の推進に向け
た情報共有および意見交換。

・中山間地域の各種課題を所管する担当課が集まり、情報共有するため。

・小規模集落対策・地域活力づくり(会議)。

・農山漁村における所得安定・向上モデル事業(見守り・生活支援)についての情報
共有と協議のため。

・農業と連携した障がい者の就労支援。

・地域づくりによる介護予防推進モデル事業研修会。地域づくりによる介護予防に
取り組む市町村を支援。

・地域包括ケアシステム構築推進に向けた、生活支援コーディネーターの育成(生活支
援コーディネーター養成研修会における、地域コミュニティとNPO等の連携事例の情報
提供)。

＜農福連携＞

＜地域づくり・コミュニティ＞

・庁内各部・関係機関の連携のもとに、地域政策の着実な推進を図るため。

・地域づくりの関係各課による情報共有と今後の連携の可能性について検討する
ため「地域づくり推進施策に関する情報交換会」を開催している。

・「健康寿命」の定義を共有化するとともに、「健康」をテーマに庁内で連携しながら
事業を展開するため。

・高齢化が急速に進行する中で、関係部局相互の密接な連携のもとに総合的かつ
効果的な高齢者の施策を積極的に推進するため。

・2025年以降の超高齢化社会に向けた情報共有。

・地域振興局長の総括または調整のもと、管内現地機関等が相互の連絡を図り、一体と
なって地域振興に資する取り組みを行うもの(コミュニティ支援を主目的に開催するわけ
ではないが、地域づくりに関する連絡調整を実施)。

・関係部局間で情報・課題の共有を図り、課題解決に向けた市町村への支援策を
検討する。

・市町のコミュニティ施策の充実及び課題解決に向けた議論の場の提供。

【資料からの抜粋】
・「やまぐち元気生活圏」づくりの推進
①地域コミュニティ組織の育成、②日常生活支援機能・サービスの拠点化、③集落間のネットワーク
の強化、④新たなビジネスづくりの推進

・生活環境の整備、高齢者の福祉、その他の福祉の増進、医療の確保並びに教育、及
び、文化の振興を図ることにより、住民の生活の安定と福祉を向上させること。

＜健康・福祉＞

＜高齢化社会対応＞

＜小規模集落対策＞

＜問１で「定期的に開催している」または「不定期に開催している」場合＞ 

●附問２．開催目的 
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県 主催部署

北海道

総合政策部
地域創生局
地域政策課
(２２）

徳島県

政策創造部
地方創生局
地域振興課
（４３）

長崎県
福祉保健部
長寿社会課
（３３）

青森県
企画政策部
（１２）

滋賀県
健康医療福
祉部（１０）

岩手県 復興局

山形県 市町村課

長野県
地域振興局
企画振興課

島根県
しまね暮らし
推進課

静岡県 地域振興課

山口県
中山間地域
づくり推進課

大分県
地域活力応
援室

鹿児島県
保健福祉部
介護福祉課

参加部署

(総務部)危機対策課(総合政策部)政策局,地域政策課,市町村課,交通企画課(環境生
活部)道民生活課(保健福祉部)地域医療課,高齢者保健福祉課,子ども子育て支援課
(経済部)経済企画課,中小企業課(農政部)農業経営課,農村設計課,農村計画課(水産
林務部)水産経営課,林業木材課(建設部)建設政策課,都市計画課,建築指導課,住宅
課(教育庁)教育政策課,生涯学習課(事務局)地域政策課

総務部、企画政策部、環境生活部、健康福祉部、商工労働部、農林水産部、県土整
備部、危機管理局、観光国際戦力局、エネルギー総合対策局、教育庁、警察本部

復興局、政策地域部、環境生活部、保健福祉部、商工労働観光部　ほか

子育て支援課、健康長寿推進課、農政企画課、農村計画課、教育庁文化財・生涯学
習課、総合支庁連携支援室、市町村課

＜オール県庁型＞

総合政策部、総務部、県民生活部、琵琶湖環境部、健康医療福祉部、商工観光労
働部、農政水産部、土木交通部、教育委員会事務局、病院事業庁

＜関係部署連携型＞

危機管理政策課,とくしまゼロ作戦課,消防保安課,安全衛生課,総合政策課,市町村課,
地方創生推進課,地域振興課,財政課,税務課,県民環境政策課,次世代育成・青少年
課,とくしま文化振興課,環境首都課,環境指導課,保健福祉政策課,医療政策課,健康
増進課,長寿いきがい課,商工政策課,企業支援課,新未来産業課,労働雇用戦略課,観
光政策課,農林水産政策課,もうかるブランド推進課,畜産振興課,林業戦略課,水産振
興課,農山漁村振興課,生産基盤課,森林整備課,県土整備政策課,建設管理課,道路
整備課,高規格道路課,住宅課,水・環境課,運輸政策課,次世代交通課,南部総合県民
局経営企画部,西部総合県民局企画振興部,教育委員会教育政策課

危機管理課、消防保安室、総務文書課、情報政策課、政策企画課、地域づくり推進
課、スポーツ振興課、文化振興課、県民協働課、交通・地域安全課、食品安全・消費
生活課、環境政策課、福祉保健課、医療政策課、国保・健康増進課、長寿社会課、
原爆被爆者援護課、こども未来課、産業政策課、商務金融課、雇用労働政策課、漁
政課、農政課、監理課、建設企画課、道路維持課、建築課、住宅課、総務課、生涯
学習課、警務課、生活安全企画課、交通企画課

地域振興局、保健福祉事務所、建設事務所等の現地機関

交通対策課,高齢者福祉課,農業経営課,中小企業課,社会教育課　等

市町村介護福祉関係課、社会福祉協議会、地域包括支援センター等

＜市町村連絡会議型＞

県内市町コミュニティ担当課を構成員として開催し、テーマによって福祉部門も参加
(参加する福祉部門：長寿政策課)

中山間地域づくり推進課、厚政課、交通政策課、ぶちうまやまぐち推進課、各地域県
民局次長（7地域）、市町村中山間地域振興担当課
（以下関係団体）山口県立大学地域共生センター、山口県社会福祉協議会地域福
祉部、特定非営利活動法人やまぐち県民ネット２１、公益財団法人やまぐち産業振
興財団総合経営支援部、日本政策金融公庫山口支店、中国運輸局山口運輸支局

高齢者福祉課、市町村の地域づくり担当と応援室。
情報提供で高齢者福祉課が参加。

●附問３．参加部署 / 附問４．主催部署 
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岐阜県
健康福祉部
障害福祉課

三重県
農林水産部
担い手支援
課

奈良県
健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室

宮崎県
中山間・地
域政策課

　　※　＜　　＞内は、回答を基にした事務局による分類　　　※表中、下線部も事務局

＜２部署打合せ型＞

農林水産部(担い手支援課、農産園芸課、フードイノベーション課)、健康福祉部(障が
い福祉課)、雇用経済部(雇用対策課)、教育委員会事務局(特別支援教育課)
三重県労働局等

県：(健康福祉部)保険指導課、健康づくり推進課　(医療政策部)保健予防課
各保健所
県社会福祉協議会　等

中山間・地域政策課、福祉保健課

＜外部団体参加型→特定目的＞

健康福祉部障害福祉課,農政部農業経営課,林政部県産材流通課,商工労働部労働
雇用課,教育委員会学校支援課,教育委員会特別支援教育課,岐阜県障がい者農業
参入チャレンジセンター、（ぎふアグリチャレンジ支援センター）
岐阜大学,障害者社会参加推進センター,岐阜県知的障害者支援協会,精神障害者
作業所交流会,社会就労センター協議会,農業会議事務局,木材協同組合連合会,岐
阜労働局職業対策課,東海農政局農村振興部農村計画課
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他
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署と連携し対応す

内訳

とがない。
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制度がある

県
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おり、今後の連携

するため。

について検討して

際に行動する段階

はない」場合

ない理由 

0 0.0%

0 0.0%

0 0.0%

5 25.0%

6 30.0%

10 50.0%

20 105.0%
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防・福祉行政を所

安心して暮らせる
くりを目的とした介

ているものの、地

事業)について、

携について検討中

いないため。

階に至っていない

＞ 

（複数回答）

所管する担当部署

る地域社会の実
介護予防・福祉と

地域づくりを主たる

連携し、情報共有

中。

い。

 

署が中心となり、そ

実現」や「認知症対
との連携」という形

る目的としたもの

有や意見交換の
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対策の推進」とし
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のが実
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19 51.4%
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1 2.7%

0 0.0%
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○問２【結果：36 頁】 

問２は、地域づくりに関して、介護予防・福祉系の部署と連携していく場合の課

題を問う質問である。最も多いのは、「協働の話を持ち込まれたことがないので具体

化しない（機会がない）」で、51.4％と半数を超えている。それに次いで、「具体的に

どのような協働がありえるのか、わからない（イメージがわかない）」が４割強（43.2％）

で続いており、これに少ないながら「福祉との接点がわからない」（5.4％）があるこ

とを併せて考えると、回答した地域づくり系の担当者に、地域づくりと福祉との協働

に関して、具体性・現実性が感じられていないということができるだろう。 

これは、本事業の研究委員会の中で、地域づくり系の委員から「福祉は、地域に

数多くある課題の中のひとつにすぎない」と言われたように、地域づくり担当者から

すると、あえて（多くの分野の中から）福祉にフォーカスを当てて考えたことはなか

ったものと推測できる。この点については、福祉側の方から、積極的に具体的な連携

の可能性を提示していく必要性があるものと思われる。 

 
○問３【結果：38 頁】 

問３では、都道府県の該当部署から市町村に対し、地域づくりと福祉との連携推

進に関して、どのような支援を行っているかを尋ねたものであるが、「特に何も行っ

ていない」都道府県が、43.2％と４割を超える結果となった。これも問２と同様、福

祉との連携という視点を、あまり意識をしていなかった結果と捉えることができる。 

実際に行っている支援方策としては、「アドバイザー派遣・紹介や県担当職員の訪

問」（27.0％）や「国の施策等の紹介」（27.0％）が比較的多いが、「要望に応じて、

庁内関係部署や関係他市町村の調整」（21.6％）、「全国の先駆的な事例や参考になる

事例の紹介」（18.9％）、「市町村担当者に対する研修会・勉強会の開催」（16.2％）、

「情報交換会・意見交換会の紹介」（16.2％）と続いており、あまり大きな差異はない。 

また、「その他」では、数は多くないものの、県独自の補助金や事例集の作成など、

積極的な施策が見受けられる。 

 

○問４【結果：39 頁】 

問４は、都道府県の地域活性化担当部署に、市町村から複数分野にまたがる取り

組みに関する相談内容を伺ったものである。特に福祉関連に限定していない。 

回答としては、地方創生に関する補助金、移動手段・買い物弱者対策や、移住対

策が複数見られたが、そのほかは、さまざまな分野に分散した結果となった。 
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・地域包括ケアシステムの推進に向けて、地域とのかかわり方への課題意識があり、地域振興担当
課との具体的な連携手法について相談があった。

・県内各市町から県への要望の中で、1市から、市内自治振興組織が実施する介護予防・日常生活
支援総合事業などに対する県の支援制度の創設について要望があった。

・高齢者を地域(コミュニティ)全体で見守り、支え合うための取り組み方法・内容に関してアドバイスを
いただける専門家の派遣・紹介について相談があった。
・都市公園のリニューアルオープンに向けて、魅力のある公園づくりに何が必要か、県の公園担当課
に加えて、幅広い分野の担当等の視点からもアドバイスをもらいたいと相談があった。

内容

・国の地方創生関連の交付金を活用する際は政策間の連携も条件になることから、市町村から相談
があった際は、常に他分野との連携について心掛けるようアドバイスしている。
(例)サイクリングロード整備にあたっての観光関連や健康増進関連との連携

・地方創生に関する相談が多い。具体的には地方創生推進交付金等の各種補助金及び交付金に関
連した相談。当該調査で想定している介護や福祉に関連した取り組みの相談は受けていない。

・旧庁舎跡地を活用し、高齢者から若者までの交流の場として、多世代交流施設の建設を検討してお
り、その際に活用可能な補助金等の支援はどのようなものがあるのかという相談があった。

・「小さな拠点」づくりを行うのは地域住民であるが、たくさんの事例があっても取り組みのきっかけや
進め方が分からなければ波及していかない。
・持続可能な取り組みにしていくためには収益事業を行う必要があるが、地域に経営ノウハウを持っ
た人がおらず、安定した収益確保に結びついていかない。
・集落の維持策や活性化策などの取り組みを複合的に行うため、核となる人材の確保・育成はもちろ
ん、多くの住民が参画しなければ継続していかないため、住民をいかに巻き込むかが課題である。

・特にない。市町村介護部門(高齢者部門）からの個別の事案(例：介護保険サービスを提供する際の
考え方など)についての相談はあるが、一義的に地域づくりを目的としたものではなく、また、複数の
政策部門にまたがるようなものではない。

・移動手段支援。
・買い物弱者対策。

・地域公共交通機関や商店街の衰退により、高齢者等を中心として日々の買い物や病院への通院な
どに支障がある住民が増加している。

・生涯活躍のまちに関する相談対応。

・「ウォーキング推進による健康づくり」と「まちづくり協議会等の地域団体を活用した地域コミュニティ
の形成」について相談があったため、２つを組み合わせた事業を構築し、地域活性化に係る県独自
施策を活用して取り組んでいる。

・空き家対策について。
・移住・交流施策について。

・移住定住推進におけるお試し住宅と旅館業法の関係(環境生活部)。
・耕作放棄地の有効な活用方法(農林水産部)。
・鳥獣害対策(農林水産部)。
・農産物加工所の設備要件と営業許可(環境生活部)。

【問４】 市町村からの複数の政策分野にまたがる取り組みの相談内容 
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第５章 ガイドブック作成のポイント 
 
 
 

１章・事業概要で記したように、本研究事業においては、市町村向けのガイドブッ

ク作成が主な事業目的のひとつとなっている。以下に、ガイドブック作成の際のポイン

トについて述べる。 
 

１．ガイドブックの目次 

ガイドブック構成の理解の参考に供するため、本事業で作成したガイドブックの目次を

簡潔に示す。 
 

０１ はじめに 
０２ ①急速にすすむ人口減と高齢化 
   ②なぜ今、地域づくりが必要か【福祉部署向け】 
   ③地域とは（地域コミュニティの階層性） 
   ④地域づくりに関連した動き 
０３ 連携の目的・意義 
０４ 事例から連携を考える 
０５ 連携推進にあたっての課題 
０６ 連携をすすめる７つのポイント 
０７ 連携のための仕掛け 
０８ 都道府県による市町村⽀援 
   連携の参考事例 

 
全体として、大きく分けて８章で構成しており、０１（1 章目）では、「はじめに」とし

て、本研究事業の背景と「地域づくりサイド」、「福祉サイド」という表記についての注釈

をつけている。 
０２は４部に分かれているが、連携について考えるに先立ち、現状の地域づくりに関す

る背景等の簡単な解説という位置づけになっている。①では、少子高齢化（人口減）のす

すむ社会における地域づくりの重要性を、②は、福祉系の部署向けに、地域づくりの必要

性をあらあらためて確認している。これは、2015 年の介護保険改正や、生活困窮者自立支

援法などで、地域づくりへの取組みが強調されているが、現場の福祉担当者には、地域づ

くりの必要性が浸透していないのでは、という意見が委員会の中で出ていたことによる。

③は、地域コミュニティの階層性の確認とともに、地域づくりサイド、福祉サイド各々で
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「地域」と聞いたときに、考える範域（エリア）の違いについて触れている。④は、地域

づくりサイドと福祉サイドそれぞれにおける近年の「地域づくり」に関する動きを概括的

に記しており、それぞれの地域づくりが、向かう方向は同じであることを示している。 
０３では、連携の目的・意義として、地域づくりサイド、福祉サイドそれぞれにおける

連携のメリットと、目的として共通する部分の確認を行っている。 
０４では、ある事例をもとにしての、地域づくりサイド、福祉サイドの視点の違い、そ

れを超えてうまくコラボレーションできた別の２事例（新潟県村上市、岐阜県高山市）を

紹介している。 
０５は、事業推進にあたっての課題として、地域づくりサイド、福祉サイド、それぞれ

について、連携に対する現状の認識や課題について挙げるとともに、庁内の情報共有の不

足が、連携の可能性を狭めることについて触れている。 
０６では、連携をすすめるポイントとして以下の７つを示し、簡単な解説を加えている。

①全庁的な体制づくり、②地域のもつ横断性を損なわない、③福祉部局内での連携強化、

④制度は細かく規定しすぎない、⑤地域に出る、住民の声を聞く、⑥関係主体間における

目的、方針、成果の共有、⑦検証と改善を繰り返し、共有していくこと 
０７では、連携の仕掛けとして、取り組み時に参考になるような、以下の７つの方法を

示した。①分野横断的に学びあえる機会を設けること、②地域におけるさまざまな協議の

場、③地域のなかにある相談支援機関、④周辺地域との連携、⑤先行地域への視察、⑥書

籍やリーフレット、研修資料などの活用、⑦中間支援組織の活用 
０８では、都道府県による市町村支援として、静岡県が実施した市町村の地域づくり担

当課と地域包括ケア担当課両方を対象とした勉強会の事例と、高知県が構築している地域

づくりの体制、そして市町村での連携の実例（高知県越知町、三重県名張市）などを紹介

している。 
 
 

２．ガイドブック作成の５つのポイント 

上記のような目次で構成される『地域づくり(部署)と福祉(部署)連携のためのガイドブッ

ク』は、次のような作成上の特徴あるいは要点がある。 
 第１の特徴は、地域づくりサイドと福祉サイドにおける共通理解を進めようとするため

のガイドブックである。連携のための前提として、それぞれの部署における「地域づくり」

のこれまでの経験や実績、困難さを相互に理解することが重要である。その認識に立ち、

両部署が有する行政文化的な背景や取り組みの課題などを整理した。連携のための阻害要

因として明確に克服する課題を整理し、特に、福祉サイドにおける地域づくりサイドとの

連携を阻害している要因に着目している。「０４事例から連携を考える」では、連携がうま

くいかない象徴的な事例を取り上げ、それを克服するためのアプローチについて解説して
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いる。 
共通した目標に向かって連携するための共通理解に関する項目としては、「０３連携の目

的・意義」のなかで、連携のメリットを強調しており、地域づくりに係わる地域住民にと

ってのメリットについても触れている。 
 第２の要点は、連携が求められている背景を「地域づくりサイド」と「福祉サイド」に

分類しながら解説するとともに、同時に共通した目標を「誰もが安心して暮らし続られる

地域づくり」を設定している点である。背景として、急速に進む人口減少と高齢化（０１
①）にふれつつ、「地域づくり」への両サイドの政策的な取り組み背景について触れている。

先行してきた「地域づくりサイド」での成果を踏まえた政策的な展開に触れつつ、特に介

護保険制度の改正における「生活支援体制整備」の動向について、政策的な転換を強調し

ている。 
第３は、連携のための要点・ポイントの整理を具体的に７点について（０６連携を進め

る７つのポイント）、行政担当者として理解が進むように、簡潔に整理している。その内容

は、①全庁的な体制づくり、②地域のもつ横断性を損なわない、③福祉部局内での連携強

化、④制度は細かく規定しすぎない、⑤地域に出る、住民の声を聞く、⑥関係主体間にお

ける目的、方針、成果の共有、⑦検証と改善を繰り返し、共有していく、の７点である。

それぞれ要点については、具体的な取り組みの手順が解説されている。ここでは、「住民自

治のプラットフォーム形成」を目指すことが、連携を進める上で最も重要な基盤であるこ

とを強調している。 
第４の要点としては、中間支援組織や都道府県の役割にも言及している点である。市町

村における「地域づくりサイド」と「福祉サイド」との連携が、自動的にはなかなか進展

しない現状を踏まえて、第三者機関としての「中間支援組織」あるいは都道府県が、外部

から連携の支援に係る点を紹介している。 
中間支援組織の役割としては、研究委員会の中間支援組織の取り組み事例を用いて、そ

の実際を解説している。都道府県支援についても、静岡県や高知県の取り組み事例を紹介

している。地域づくりの原則としては、住民に身近な基礎自治体の役割が大きいが、先に

も触れた「住民自治のプラットフォームの形成」を重視しつつ、それを補完する基礎自治

体、都道府県、国といった小さな単位でできないことを、順次補完するという原則を強調

している。 
 第５には、連携のための仕掛け（０７）、参考事例（０８）や参照すべき考え方を示した

コラムなど、わかりやすさを重視し、連携のハードルを高くしない配慮をした。研究委員

会で提供された実践事例を用い、リアリティあるガイドブックとして編集することを目指

した。また、ガイドブックが複数の部署によって読まれ、その内容や方法が共有されるこ

とを目指して配布することにも努力している。 
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はじめに

　生活支援体制整備事業は、３年間の移行期間を経て、平成30年度内に
は全国のすべての市町村に、生活支援コーディネーター（地域支え合い推
進員）の配置と協議体の設置に向け、取り組みが進められています。
　この事業は、医療、介護のサービス提供のみならず、地域の住民や関係
者と連携しながら多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の
社会参加の推進を一体的に図ることを目的としており、「地域づくり」に
も資する取り組みです。しかし、これまで要介護の高齢者へのサービスの
提供が主な業務だった介護保険の関係者には、その一歩が踏み出せないで
いるという声も聞こえてきます。
　同じ市町村行政の中には、地域づくりの担当部署が、自治会や町内会、
行政区等他の地域運営組織等とともに長年、地域づくりに取り組んできた
経験があったり、社会教育（生涯学習）部署では、地域の公民館とともに
地域づくりの実践を積み重ねてきたところもあります。近年では、農政部
署が障害者や高齢者とともに、田畑を守り、地域産業の維持に取り組む農
福連携の実践も広がりを見せています。
　生活支援体制整備事業は、介護保険に関係する部署、さらには福祉全般
の部署との連携を目指すとともに、すでにある地域づくりの部署における
実践を知り、その輪に加えてもらって一緒に取り組むことが求められてい
ます。
　本研究事業（「地域づくりにおける生活支援体制整備事業と地域づくり
に関する各種事業との連携に関する調査研究事業」）では、全国で地域づ
くりに取り組む官民の関係者と、生活支援体制整備事業推進の関係者によ
る研究委員会を組織し、議論を重ねました。まずは、行政が庁内外の関係
者・団体との連携や協働を進めるための前段（基盤）としての、行政内部で
の関係部署との庁内調整・連携に向けた第一歩のためのポイントを整理し
ました。また、福祉部署の担当者だけではなく、地域づくり部署の担当者
にも読んでもらえることを考慮して制作しました。本書が、地域づくりに
関わる関連部署の連携に少しでも参考となれば幸いです。

　2018年３月

特定非営利活動法人
全国コミュニティライフサポートセンター

池田　昌弘

＊本書では、「地域づくりサイド（地域づくり部署）」と「福祉サイド（福祉部署）」という
表現を多く使っています。「地域づくりサイド（地域づくり部署）」は、自治体の地域
コミュニティ担当部署や地域活性化担当部署等を指しています。「福祉サイド（福祉
部署）」は、高齢福祉（介護保険含む）、障がい者福祉、児童福祉、生活困窮者・生活保
護担当などを含めた広義の福祉担当部署を指します。地域福祉（社会福祉協議会等担
当）は、福祉系として捉えています。

101　はじめに
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40年後は65歳以上が人口の４割

　現在、日本の人口は１億2,709万人（2015年国
勢調査）です。
　図１を見ていただくとわかるように、2008年の
ピーク時には１億2,808万人だった人口が、少し
減り始めています。50年後の2060年には、8,674
万人にまで減少すると推計されており、これは、第
2次大戦後まもない1950年（8,411万人）と同じ
水準に戻るということです。
　この100年の間に、50年強かけて増えた人口が
50年かけて減っていく、とも言えます。

　15～64歳の「生産年齢人口」を見てみると、
2010年の約8,173万人から4,418万人にまで減
少します。赤で示された折れ線を見ると、高齢化率
の上昇が見てとれます。

発見

12,000

人口（万人）
14,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060（年）

50年 50年

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

15歳～64歳人口

1億2,808万人
（2008年）

11,662万人

8,674

65歳以上人口

14歳以下人口

63.8%

3,685万人

23.0%

6,773万人

3,464万人

高齢化率
39.9%

生産年齢
人口割合
50.9%

8,173万人

8,411万人
8,411万人

図１＝人口等の推移

出典：総務省「国勢調査」および「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）「出生中
位・死亡中位推計」（各年10月1日現在）、厚生労働省「人口動態統計」より改変

2 02　　急速にすすむ人口減と高齢化

02 1＝急速にすすむ人口減と高齢化
まず、今後日本がどのような社会になっていくのかを人口動態から見ていきましょう。
それによって地域社会にどのような課題が生まれるのでしょうか。地域づくりが求め
られる背景を見ていきましょう。
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働き手世代は３割減って、支援の必要な 
世代は５割増える

　70歳を過ぎても元気に社会で働いている人も多
くいますが、現在は65歳以上を「高齢者」と呼んで
います。高齢者が必ずしも「支援の必要な人」では
ありませんが、１人の高齢者を何人の生産年齢人口
で支えているかを示したのが、図２です。
　７年後の2025年には、１人の高齢者を1.8人で
支える社会になるのです。

　次に図３を見てください。15～64歳の働き手
と言われる生産年齢人口は、2010年と比較して減
少を続け、2045年には７割を切っています。75
歳以上の人口は1.5倍くらい増えて2030年ごろに
ピークを迎え、その後も横ばいで推移します。支え
手となる年代の人口は減り、支援の必要な人たちが
増えるという状況が続きます。
　介護人材の不足は現在も課題となっていますが、
担い手世代の介護職は、生産年齢人口とともに減
ることが予想されます。担い手世代の専門職は3割
減って、支援が必要とされる層が5割増える。介護
人材の不足にどう対応していくべきか。少子高齢化
による担い手世代の減少は、生活の様々な局面で私
たちに課題を突きつけてきます。
　さらに、今年に入って公表された「日本の世帯数
の将来推計」では、2040年には全世帯に占める一
人暮らしの割合が約40％になると見られています。
このうち高齢者の一人暮らしを男女別にみると、男
性は20.8％（356万人）、女性は21.8％（540万人）
になると推計されています。
　今、支え合いの地域づくりが求められる背景には、
以上のような社会の到来があるのです。

200
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40

20
0
2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045（年）

15歳～64歳 75歳以上

100

116.0
132.4

153.5 160.5 158.2 156.6

70.8

159.0

94.0 89.8 86.7 82.9 77.6
65.5

出典：国立社会保障人口問題研究所のデータをもとに三菱UFJリサーチ＆コンサルティングが作成。 
※2010年を100とした場合の2045年までの推計値
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支援の必要な人

支え手

1990年 2010年 2025年 2060年

5.1人で
１人を支える

2.6人で
１人を支える

1.8人で
１人を支える

1.2人で
１人を支える

1

図２＝支え手の数の変化

図３＝生産年齢人口の減少と後期高齢者

支援の必要な人

担い手

2010年 2045年
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制度の導入前と導入後の変化

　介護保険導入前（2000年以前）は、介護サービ
スが少なくても、まだそれなりに家族員数も地域に
支え合いもありました（図４－①）。
　それが、介護保険が普及し、サービスが増えるに
従い、地域から支え合いやつながりが見えなくなっ
ていきました。これは、高齢者がサービスにつなが
るとともに、「専門家が見ているから、もう私たち
が手を出さなくても安心ね」という地域の人たちの
意識の変化があったのではないでしょうか。一人暮
らしや共働き世帯の増加などの社会的な状況も加わ
り、ご近所の支え合いは希薄化していったといえま
す（図４－②）。
　そのつながりを再発見し、必要に応じて新たな
つながり（互助）づくりをしながら、介護・生活支援
サービスとご近所とのつながりの両方を組み合わせ
ていくことによって、地域で暮らし続けられる環境

の構築を目指しているのが、2015年の改正介護保
険で提示された地域づくりと言えます（図４－③）。
生活支援コーディネーターや協議体の配置・設置も
このためのしくみです。

縦糸と横糸を紡ぐのがこれからの
地域づくり

　ご近所や友人などとのつながりでは、介護の必
要な高齢者宅に「お宅は介護でお困りのようなの
で、煮物をお持ちしました」などとは言いません。
「ちょっとつくり過ぎちゃったので、食べるの助け
て！」などと相手を気にかけ、慮

おもんぱか
り、見守ります。

ところが制度に結びつくと、市町村の介護保険担当
課から認定調査員あるいは地域包括支援センターや
居宅支援事業所からケアマネジャーなどが、直接の
問題の解決のために訪ねてきます。
　この個別の課題を支援することを「縦糸」とすれ
ば、地域のつながりで支え合っていくことは「横糸」

図４＝高齢者の暮らしの場の変化

① ②

4 02　　なぜ今、地域づくりが必要か

02 2＝ 福祉部署向け なぜ今、地域づくりが必要か
ここでは、主に福祉担当者向けに、制度・サービスの充実と家族・地域との関連を見て
いきます。図は、暮らしの場の変化を、介護保険の導入前と導入後で比べたものです。
自宅が右端、施設・サービスを左端、真ん中が地域を示しています。
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です。縦糸と横糸を紡いで、できるだけ隙間をつく
らないで、地域の中で豊かに生活していくことを目
指すのが、これからの地域づくりの考え方です。
　図１で示したような急速な人口減と人口構成が激

変しつつあるなかにあっても、誰もが心身ともに豊
かに暮らし続けられること。そのためには、様々な
主体が社会の当事者として相互に補完し、支え合う
地域共生社会を構築していく必要があるのです。

③

502　　なぜ今、地域づくりが必要か

高齢者の社会参加が大事な時代へ

　2017年1月には、日本老年学会と日本老年医学

会が「高齢者」を75歳以上とすべきという提言を行

いました。健康に関するデータの分析から、医療の

進歩や生活環境、栄養状態の改善などで、65歳以

上の身体の状態や知的機能は10～20年前と比べ5

～10歳ほど若返っていると考えられています。

　現に65歳を超えても、社会でバリバリ働いてい

る人や、地域で活躍している人はたくさんいます。

もちろん、みんながみんな元気というわけではあり

ませんが、それぞれのライフスタイルや状態に合わ

せた、働き方や暮らし方の多様性を認めることが重

要です。

　若い世代と同じように週40時間を働くのは難し

くとも、週2～3日とか午前中の2時間だけ働いたり、

地域活動に参加したり、そうした「社会参加」が「介

護予防」にもなり、そうして出会った仲間とちょっ

と困った際に助け合うことが「生活支援」にも結び

つくのです。

₂

c o l u m n
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福祉サイドでいうエリア

　福祉サイドの場合、地域とは日常生活圏域≒中学
校区域と捉えることが多いと思います。これは平成
の市町村合併の旧町村域であり、多くの自治体が地
域包括支援センターを設置しているのも、このエリ
アです。また、介護保険の生活支援体制整備事業で
の生活支援コーディネーターや協議体を設置する
第２層も、このエリアで想定されています（ただし、
市町村の実状に応じて中学校区よりも小さな圏域設
定も可能です。第１層は市町村域）。

地域づくりサイドでいうエリア

　住民にとって最も身近な圏域は「自治会域」（町
内会域）です。この圏域では、日常的なご近所づき
合いのなかで交流や見守り、助け合いが行われます。
また、少し広がると小学校区や連合自治会・まちづ
くり協議会という圏域になります。このエリアでは、
子どもを中心とした集まりや連合自治会・まちづく
り協議会などの地域団体間の活動や連携が見られま
す。住民にとっての日常生活圏域は、この自治会域
～小学校区域であり、地域づくりの部署が「地域」
と聞いて想定するのもこのエリアになります。
　もちろん地域差はありますが、実際に福祉の部署
で中学校区単位で住民説明会や協議体の勉強会を
行ったところ、「生活上の問題を話し合うには、中

 

市町村域
概ね50,000人～中学校（昭和市町村）域

8,000～50,000人程度

小学校・連合自治会・
まちづくり協議会域
3,000～8,000人程度

町内・自治会域
～3,000人程度

地域包括支援センター

6 02　　地域とは（地域コミュニティの階層性）

02 3＝地域とは（地域コミュニティの階層性）
ここでは、地域コミュニティの階層について見ていきます。福祉部署と地域づくり部
署では、想定するエリアに違いがあります。また住民が拠りどころとするエリアにつ
いても考えてみましょう。

図５＝地域コミュニティの階層性
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学校区では同じ地区内でも違いがあり過ぎる」と、
住民から指摘される市町村もあります。
　総務省の調査で、「地域運営組織」※が小学校区を
ベースにする場合が多いという結果が出ているのも、
住民がつながる基盤であるからだと考えられます。
福祉サイドの担当者は、地域づくりに取り組むとき
に、住民が拠りどころとするエリアに留意すること
が重要です。

702　　地域とは（地域コミュニティの階層性）

※地域運営組織　地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中
心となって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組
織が、定めた地域経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた
取組を持続的に実践する組織。（「地域運営組織の形成及び持続的
な運営に関する調査研究事業報告書」（H29.3総務省）より）。特
に法的に定義されたものではなく、自治体等により様々な呼び名
があり、旧来の自治会やまちづくり協議会等でも該当する場合は
ある。

官民協働で重層的な協議の場づくり

　兵庫県宝塚市（人口225,000人　2018.3現在）で

は、コミュニティ政策として市内に７つのブロック

と20のまちづくり協議会（概ね小学校区）を設置し、

従来からの自治会を含めた３層で住民自治の基盤整

備を行ってきました。このエリア規模別に４つの協

議の場を求めたのが、以下の図です。より身近な自

治会エリアで住民同士が地域の暮らしについて話し

合う「地域ささえあい会議」、20のまちづくり協議

会エリア（小学校区）で住民と福祉専門職が協働・協

議する「校区ネットワーク会議」、７ブロック（地域

包括支援センターエリア）ごとに各団体が連携する

「セーフティネット連絡会」があります。

　そして、公的制度だけでは解決できない暮らしの

課題を議論し解決方策を示す「セーフティネット会

議」があります。これは、宝塚市と市社協が共同で

運営しています。地域住民団体と行政、関係機関か

らなる重層的なネットワークのしくみが築かれてい

ます。

c o l u m n
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 事業 

・福祉コミュニティ 
 支援事業 
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・事務局支援 
・参画 

各種専門機関 
●障害者自立生活支援センター 
●権利擁護センター 

（あんしんサポートセンター） 
●医療・保健・福祉機関・施設 
●老人福祉センター 
●大型児童センター 
●ボランティア活動センター 
●こども家庭支援センター 

―――――――――――― 

各種協議の場 
●介護保険事業者協会 
●地域包括支援センター連絡会 等 
 
 

  

■重点プロジェクト図  
（宝塚市社会福祉協議会   第５次   地域福祉推進計画）  

  

見守りと災害等 

緊急時支援のエリア 

地域の協働による 

支援のエリア 

情報連携・情報

受発信のエリア 

セーフティネットの 

エリア 自治会連合会 

₃

出典：「市民がつくる地域福祉のすすめ方」（CLC　2015年）
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地域づくりサイドの動向

　地域づくりに関する基本的な考え方として、「協
働のまちづくり」が挙げられます。これは急激な社
会環境の変化や多様化する住民ニーズにより、行政
中心の課題解決だけでは対応できない部分がでてき
ていることから、住民（市民）と行政とが協力し合い、
各々の長所を活かしながらまちづくりに取り組んで
いこうという考え方です。この考え方は以前からあ
りましたが、阪神・淡路大震災以降広く波及しまし
た。
　2014年には、“地方創生”の名のもとに、「まち・
ひと・しごと創生総合戦略」が策定されました。幾
度かの改訂を経て、基本目標のひとつとして『時代
にあった地域をつくり、安心なくらしを守るとと
もに、地域と地域を連携する』が掲げられ、“小さ
な拠点・地域運営組織”の設置・形成の方策も含まれ、
具体的なＫＰＩ※も定められて推進されています。
　また、地域運営組織を支援し、住民自治を推進し
ていこうという自治体が中心となり、2015年に“小
規模多機能自治推進ネットワーク会議”（https://
ja-jp.facebook.com/ShoukiboJichi/）が設立さ
れ、現在280の自治体や団体等が加わっています
（2018.3.1現在）。

福祉サイドの動向

　福祉と他分野の連携として、代表的なものに “農
福連携” が挙げられます。これは、障害者や生活困

窮者、引きこもりの人たちの就労の場としての農業
と、障害者や高齢者のケアの場としての農業の活用
（ケアファーム）の両方がありますが、障害者の経
済的自立と生きがい創出、不足する農業の担い手を
目的とした障害者の農業就労支援の取り組みが多い
ようです。
　2015年には、地域への支援を制度の形で、厚生
労働省が明確に打ち出しました。ひとつが、2015
年改正介護保険法における地域支援事業です。この
中には、生活支援体制整備事業も含まれています。
同時に、地域で（高齢者を含む）生活支援を実施す
るときに、市町村の判断で介護保険の財源を活用で
きるような総合事業の仕組みも整備されました。
　もうひとつが、同年施行された生活困窮者自立支
援法です。この制度は、生活困窮者を社会的に孤立
した人と捉え、支援するネットワークや社会参加の
場、つながりの再構築などの困窮者支援を通じた地
域づくりを制度の理念として掲げています。

地域共生社会の実現に向けて

　翌年の2016年には、『ニッポン一億総活躍プラ
ン』において、“地域共生社会の実現”が示されました。
これは、「制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受
け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様
な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を
超えつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生
きがい、地域をともに創っていく社会」としており、
今後、この実現に向けて、各種福祉制度の見直しを
図っていくことがうたわれています。

8 02　　地域づくりに関連した動き

02 4＝地域づくりに関連した動き
近年の地域づくりに関連する動きを、「地域づくりサイド」と「福祉サイド」の両面から、
見てみましょう。

※ＫＰＩ　Key Performance Indicators　の略。重要業績評価指標と訳され、目標達成プロセスの実行の度合い（パフォーマンス）を定
量的に示すもの。中間目標。「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、小さな拠点1,000か所、地域運営組織5,000団体の形成を
目指すとされている。
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　この一環として、2017年に厚生労働省から “地
域づくりに資する事業の一体的な実施について” と
いう通知が発出されました。これは、上記の介護保
険事業等を含む地域づくりに資する厚生労働省事業
や、市区町村が単独で行う事業を含む複数の事業を
一体的に実施することができるというものです（つ
まり、各事業予算を合算できる。ただし、総費用を
適当な方法で按分する必要はある）。他省庁の事業

は含まれていませんが、縦割りの問題を実質的に解
消していく動きのひとつと捉えることができます。
　一連の「地域づくりサイド」「福祉サイド」の潮流
はいずれもその目標が、“誰もが安心して暮らし続
けられる「地域づくり」” で共通しており、両者の連
携は大きな意義があります。

902　　地域づくりに関連した動き
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図６＝地域づくりサイドと福祉サイドの潮流
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部署間の連携の意義

　地域づくりサイド、福祉サイドそれぞれにとって
の地域づくりを目的とした連携のメリットを表１に
まとめてみました。
　基本的に地域づくりという目的が合致する事業で
あれば、他分野の支援施策であろうが、それを活用
することによって、財源も施策の幅も広がるのは異
論のないところでしょう。もちろん、そのためには
普段から、地域づくりという目的をもつ関連部署が、
情報共有や意見交換を通じて、隣接分野にアンテナ
を張り、地域との協働に対する意識を統一しておく
必要があります。
　また、連携して事業を実施することにより、事業
規模の拡大が可能になったり、お互いの部署のノウ
ハウやネットワークが活用できるようになり、事業
効果の増大が見込めます。ひとつの部署よりも、３
つの部署で関係するネットワークそれぞれに広報す
るほうが、重複する部分はあるにせよ周知効果が大
きくなるでしょう。
　このような地域づくりサイドと福祉サイドの連携
のみならず、福祉部署間の連携も大事なことです。
高齢部署や障害部署、生活困窮（生活保護）部署な
どが、日頃から意思疎通を深めておくことにより、
いわゆる「制度の狭間」や複合的な課題を抱える要
支援者・世帯への対応の幅が拡がります。

結果としての福祉

　次に地域づくりサイドの視点から見てみましょう。
　図７で示すように、地域には様々な課題がありま
す。地域と密接に結び付いた農業などの産業、環境、

医療、子育て等々。「福祉」はこのなかの一分野で
しかありませんが、しかし、他と比べても大きな分
野であると言えます。なぜなら、近年、都市部、農
村部にかかわらず、どこでも話題にのぼる高齢者の
見守りの話や、交通弱者による買い物難民の問題
は、大きな地域課題であるのと同時に、福祉的課題
でもあるからです。また、過疎地域においては農業
の6次産業化や地域おこしの担い手が高齢者だった
り、伝統工芸の担い手が障害者だったりします。当
初の目的は地域づくり・地域おこしであったけれど、
「結果として福祉の分野にオーバーラップしている」
という事例は枚挙にいとまがありません。このよう
に、実際には、地域づくりと福祉は不可分な関係に
あるのです。
　地域づくりの部署の役割として、市町村内の地域
の課題解決力＝地域力の向上が挙げられます。これ
は言うのは簡単ですが、達成するのは難しい目標の
ひとつでしょう。この地域力の向上にとって、「福

地域課題解決

地域

冠婚
葬祭

医療 保健

福祉

環境

情報

買い物
交通

農業

商工業
教育

スポーツ

防犯 地域

図７＝地域の抱える様々な課題

03

10 03　連携の目的・意義

連携の目的・意義
地方創生などの影響もあり、地域づくりサイドでも福祉サイドでも、“誰もが安心し
て暮らし続けられる地域づくり” が共通する目標です。目標が共通しているのであれ
ば、連携に取り組む理由は十分あると思われますが、その意義・メリットについて考
えてみます。
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祉」や「防災」といったテーマは格好の素材となりま
す。誰もが関係していて、誰もが参加できるもので、
実際の取り組みを通じて地域力の向上を図るために
も、こうした連携はまたとない機会です。

　福祉分野では近年、地域包括ケアシステムや地域
共生社会の実現に向けて、「地域づくり」が強調さ
れています。しかし、これまで要支援者という個
を対象として支援する「個別支援」を中心としてき
た福祉部署にとっては、「いったい地域づくりって、
何をすればいいの？」と途方にくれている方も少な
くないでしょう。地域づくり系部署との連携は、そ
のような地域づくりの先達のネットワークとノウハ
ウを学べる機会にもなります。福祉専門職や福祉事
業所だけに頼るのではなく、「地域」にかかわる視
点をもつことが求められています。

住民主体・住民本位の目線とは

　また、地域住民から見た場合、大事なのは地域で
の生活の維持・向上＝生活課題の解決なのであって、
どこの部署が対応しようと関係ありません。だから
こそ、同じ役所の別々の部署から、似たような話や
お願いなどがバラバラに持ち込まれたのではたまり
ません。「また、役所が地域に何か新しい事業を持
ち込んできてやらされる」と言われてしまうことで
しょう。
　本来、地域づくりの主体は住民です。住民本位の
目線で考えれば、役所の縦割の都合でバラバラに話
を持ち込むのではなく、地域との接点がある行政の
部署間で情報を共有・整理してから、地域住民との
話し合いにのぞむのがあるべき姿でしょう。そのよ
うな観点からも、関係部署間の連携を促進していく
ことが求められています。

1103　連携の目的・意義

担 当 課
、名称もさまざま）

働きかける対象
（協働相手）

連携のメリット

目 的

実 現 す る 目 標

地域づくりサイド

まちづくり課、町民課、
地域振興課、市民協働課　等

地域住民
（団体、企業含む）

使える財源、施策の幅が拡がる
組み合わせることにより、一層の効果が期待できる

協働のまちづくり、地方創生

福 祉 サ イ ド

高齢福祉課、介護保険課、
障害福祉課、児童福祉課、

生活保護課　等

地域住民

・福祉関係者以外への取組みの
広がり

　→地域との接点の拡大

・住民との協働がよりスムーズ
になる

地域共生社会（全世代対象の
地域包括ケアシステム）

誰もが安心して暮らし続けられる「地域づくり」

・もともと、地域の課題は、福祉分野
に重なるものが多い

　（結果としての福祉）

・福祉分野の課題の対応に専門性が
　もたせられる

・「福祉」・「防災」は、地域力向上の素材
に良い

　→取組みを通じて地域を育てる視点

住民のメリット 行政から似たような話を、バラバラに持ち込まれずに済む

（市町村により

（団体、事業所、専門職含む）

表１＝地域づくりにおける部署間連携のメリット
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協議体を設置することになったが……
　ある市で実際に起きた話です。
　2015年の介護保険の改正を受けて、「協議体」※を設置することになった自治体の高齢福祉の担当者が、
ある地域のまちづくり協議会に、「今回、介護保険の改正で、地域ごとに協議体というものをつくらなけれ
ばならなくなったので、新たにお願いしたい」と話したところ、「また新しいものを地域に押し付けるのか！」
と大紛糾しました。すでに、まちづくり協議会という組織体があったところに、新たなものをつくってほ
しいという依頼がきたため、住民側から強い抵抗にあったという事例です。

　両サイドの視点を見てみましょう。

【福祉（介護保険）サイド】
　2018年度末までに1層（市町村域）および
2層（日常生活圏域：主に中学校区相当）の全
圏域に、協議体を設置しなければならないた
め、まちづくり協議会に話をもっていくのが
早いと思った。

➡
（原因）

▶「協議体」は、新規に設置しなければならな
いものと思い込んでいた。

▶まちづくり協議会のことを、よく理解でき
ていなかった。

【地域づくりサイド】
　まちづくり協議会は、地域の課題解決に向
けた検討・取り組みは、日常的に行っており、
そこには福祉的なものも含まれている。

➡
（協働の可能性）

▶すでに、まちづくり協議会に、協議体と同
様の機能があるので、日常行っている検討・
協議の中に、「一緒にやらせてください」と
話しをもっていけば、よかった。

地域（まちづくり協議会）に話をもっていく前に、地域づくり部署に相談していれば、住民からの反発を招く
ような状況は、避けられた可能性が高い。

12 04　事例から連携を考える

04 事例から連携を考える
ここでは、市町村でどのような動きが生まれているのか、具体的な事例を地域づくり・
福祉の双方の視点から見ていきます。何よりも住民からどのように受け止められるの
かを考えてみましょう。

※協議体　生活支援コーディネーターとともに、支え合いの地域づくりを行っていくことを目的に、当該地域の住民や団体、支援機関等で
構成される。関係者のネットワーク化、情報共有、生活支援の充実などに向けた取り組みなどが期待されている。なお、既存の組織で同
様の機能をもつ場合（例えば、地域運営組織など）、一体的な運用は可となっている。
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　新潟県村上市では、合併前の旧市町村単位で、地
域包括ケアに関する様々な取り組みが進められてい
ます。そのなかで、認知症・閉じこもり予防を目的
に脳活性化レクリエーションを行う「元気応援教室」
という事業があります。これは介護予防・日常生活
支援事業の一環で実施されているもので、各地区
にあるスポーツ系のNPO（総合型地域スポーツクラ
ブ）に委託されています。
　こうした事業で福祉とスポーツ系のNPOの連携
が行われている例はよそでも見受けられますが、村
上市神林地区では、さらに踏み込んで、生活支援コー
ディネーターを総合型地域スポーツクラブ（NPO法
人希楽々）のゼネラルマネージャーに委託していま
す。これにより、今までなかった「地域への広がり」
が生み出されています。

　2017年度、村上市神林地区では、地域包括ケア
システムの啓発活動を実施しました。こうした事業
は、参加者集め、特に若者・中堅世代の参加が得ら
れにくい傾向にあります。しかし、同地区での参加
者の顔ぶれをみると、本当に幅広い年代層（中学生
も参加！）が参加しています。

参加者の意見集約

ワークショップの様子

　また、その活動内容もユニークです。年代別にグ
ループに分かれ、「暮らしの中の困りごと」や「自分
が手伝えること」を話し合い、それを世代ごとに比
較して意見交換を行うというもの。幅広い世代の参
加があるからこそ、可能なワークショップです。
　スポーツを通じて、日頃から幅広い年代層とつな
がりのある総合型地域スポーツクラブは、体を動か
す健康という分野だけでなく、多世代とのつながり
を日常的に有している団体でもあります。あえて福
祉とは異分野の団体と連携することで、地域に広が
りが生まれた典型パターンのひとつだと言えます。

1304　事例から連携を考える

事例

1 幅広い年齢層とつながりのあるスポーツクラブの 
マネージャーを生活支援コーディネーターに

●福祉系部署は、どうしても委
託先として、社協や地域包括支援セ

ンター、福祉事業所くらいしか思い浮
かばないことが多いもの。ここを「地域づ

くり」をキーとして、他の分野の団体も視野
に入れ委託した点が注目すべきところです。

●また、スポーツ系NPO側も若いスタッフへ
の人件費などで苦労しているところに、安定
した財源ができた点がWIN‐WINの事例と言
えるでしょう。

com
ment
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　岐阜県高山市は、2005年に周辺９町村と編入合
併し、全国一面積の大きい市町村となりました（香
川県と大阪府よりも大きく、東京都とほぼ同じ）。

　人口89,065人、世帯数35,420（以上2018.3.1現在）、
高齢化率31.5％（2017.4.1現在）。

　旧高山市は、1950年代から地区社会教育運営委
員会（地域住民組織）を設置し、地区社会教育主事
（高山市独自制度）を派遣して、小学校を拠点とし
た社会教育活動を実施してきました。2008年度には、
町内会や地区社会教育などの市民活動を所管する部
署を一元化して、市民活動部を設置しています。
　2005年の合併を経て、広大になった高山市の現
状を踏まえ、市と地域が協働のまちづくり進める
ため今後の方向を検討するなかで（「協働のまちづ
くりに向けて～「地域」という視点から～報告書」
2014.2高山市社会教育委員会議）、まちづくり協議
会の体制を整えていきました。まちづくり協議会は、
前身の地区社会教育運営委員会の活動を引き継ぎ、
それぞれの地区（市内全20地区、おおむね小学校区）
に適した活動が展開されています。
　まちづくり協議会の設置の目的である「市民が主
役」「市民も含めた多様な主体が尊重し合い、お互
いの能力を発揮し、共に活動」「地域の現状や課題
があればその解決に向け、互いに共有して、みんな
で取り組む」を進めるべく、市の協働推進課は、ま
ちづくり協議会の代表者と市の関係者も参加して開
かれる「円卓会議」や、まちづくり協議会の事務局

長が参加する「連絡会」、担当部門の代表が集まる「分
野別会議」などを通じて話し合いを重ねています。

〈2015～2016年度〉
　協働のまちづくりの全市的な重点取り組みとして
「防災」と「福祉」とすることが「円卓会議」において
確認され、まず、「防災」関連の事業や活動を展開。
地域の現状や課題を地域で把握できるように、防災
を通じて住民参加を促しました。

〈2017年度〉
　もうひとつの重点取り組みである「福祉」につい
て、まず最初に、まちづくり協議会において福祉研
修会を開催し、活動の方向性を話し合いました。
　官民協働の地域福祉を推進する高山市社会福祉協
議会は、これまでも各地区のまちづくり協議会と各
事業・活動で協働を重ねてきましたが、福祉研修会
を機に、より協働の重要性・有効性を再確認し、市
と市社協が密接に連携し、まちづくり協議会ととも
に地域福祉活動を推進していくことを確認しました。

　高山市社会福祉協議会では、地域福祉の推進を市

●合併前

人 口 約66,000人

面 積 139.57Ｋ㎡

森 林 率 70.6％

高齢化率 21.6％

●合併後

人 口 96,231人（H17国調）

面 積 2177.61Ｋ㎡

森 林 率 92.3％

高齢化率 23.9％

※東京都2187Ｋ㎡

●現 在

人 口 89,182人（H27国調）

面 積 同 左

森 林 率 92.1％

高齢化率 30.9％（H27国調）

市町村合併：平成17年2月1日（1市2町7村）※高山市への編入

高山市の概要
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面 積 2177.61Ｋ㎡
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高山市の概要
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市町村合併：2015年2月1日（1市2町7村）※高山市への編入

14 04　事例から連携を考える

事例

2 まちづくり協議会・まちづくり部署と 
「生活支援体制整備事業」との連携・協働
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の福祉課と連携し展開する一方で、住民とともにい
きいきサロンや見守りの活動などを通じて、地域住
民の支え合いを推進してきました。また高年介護課
とは、各公民館などの拠点を中心とした介護予防教
室の受託事業を通して住民の社会参加を促してきた
ほか、2015年度からは地域包括支援センター、2017
年度からは「生活支援体制整備事業」を受託。生活
支援コーディネーターや地域担当職員が地域の支え
合い活動について協議を重ねるなど、まちづくり協

議会とのさらなる連携が始まっています。
　こうして高山市では、市民活動部が中心となって
進められてきた「まちづくり協議会」との協働に加
え、福祉部の福祉課や高年介護課、高山市社会福祉
協議会のほか、福祉関係事業所や団体等の多様な主
体が、互いの役割を尊重しつつ協働し、地域住民を
主体とした地域福祉・地域づくりに向かっていると
ころです。

協働のまちづくり　市の関わり（イメージ）

「市民が主役」の理念に基づき、市内全域で新たなまちづくりの組織体制を整え、
市との緊密な連携のもと、各種事業の実施や地域課題の解決を推進
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まちづくり協議会高山市

人的支援

財政支援

要望対応

場所づくり

まちづくり担当職員の任命、参画
市関係部局との連絡調整
人材育成、情報提供

まちづくり支援金の交付
既存補助金との整理統合
均等割、人口・面積割により配分
事務局人件費の助成

事務所、活動場所の提供
議論の場（円卓会議、フォーラム
等）の創出

地域が決定した優先順位に基づ
き、市道や水路の修繕を実施

小学校区(高山)、各地域(支所)に設置（20団体）

組織イメージ

予算・事業の執行管理

地域要望のとりまとめ、調整

地域活性化、安全・安心、福祉、環境保
全、文化、教育、産業などの活動実施

地域で優先順位付けをしたうえで、情報
提供書により、市に提出

企画調整
地域課題等のとりまとめ
まちづくり方針の策定、評価

総会

監事

事務局
理事会

役員会

関係団体 地域住民 事業所
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部

環
境
部
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…

協働のまちづくり 市の関わり【イメージ】

2

1504　事例から連携を考える

●連携自体は始まって間もない
事例ですが、まちづくり協議会を軸

としながら、地域と長い期間協働して
きた市民活動部、それに福祉系部署や市

社協、関係団体など、多様な主体が手をとっ
て、地域づくり・地域福祉の連携を図ってい
る点が参考になります。

●「防災」と「福祉」を重点取組み事項とし
て、実際の地域の活動を実施していこうと
している点。このような活動の積み重ねが、
地域力の向上に役立っていくでしょう。

com
ment
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地域づくりサイドの連携の認識

　図８は、本研究事業で行った全国の都道府県の地
域活性化担当部署へのアンケート調査の結果です。
地域づくりを目的として福祉との連携を推進するた
めの情報共有の場や会議の有無に対する回答ですが、
半数以上（54.1％）は「ない」と回答し、「定期的な
開催」は２割に満たない（18.9％）状況です。ここ
では数字は示していませんが、定期的に開催してい
る都道府県でも、ほとんどが1年に1回程度となっ
ています。
　図９は、地域づくりに関して、福祉の部署と連携
していく際の課題を尋ねたものです。最も多いの
は、「協働の話を持ち込まれたことがないので具体
化しない」が半数強（51.4％）、次いで「具体的にど
のような協働があり得るのかわからない（具体的イ
メージがわかない）」が43.2％となっています。ま
た、数は少ないながらも、「福祉との接点がわから
ない」（5.4％）という意見もあることから、連携の
意義・必要性は理解できるが、実際にイメージが掴

めない担当者が多いことが推測されます。
　高齢者や障害者の社会参加や移動・買い物支援、
見守りなどは、福祉的課題ですが、何よりも地域そ
のものの課題でもあります。ただ、地域活性化や地
域づくりの担当者は、これらの課題を“福祉的”な課
題だと捉えていない場合も多いようです。どうして
も、これまでの福祉が、要支援者の個別支援＝介護
度の重い高齢者や障害者の施設入所やヘルパー派遣
などでイメージされるため、「福祉は、介護や医療
の専門職がみるべき分野」という感覚から抜けられ
ないのかもしれません。
　他部署のことは、なかなかわからないものですし、
福祉側の発信が不足している点もあると思われます。
ただ、自治体内部における（福祉と地域づくり関連
部署との）情報共有の場、ともに考える場が不足し
ており、そのような体制の不備・欠如が、連携の課
題として挙げられるでしょう。

そのような場・
会議はない
54.1％

不定期に
開催している
27.0％

定期的に
開催している

18.9％

図８＝地域づくりを目的とした
福祉との連携を推進するための、
情報共有の場・会議の有無

出典：「地域づくりを目的とした連携事業に関する調査」（2017）
全国都道府県の地域活性化等を担当している部署へ、地域づくりと福祉との連携についてアンケートを
実施した。回答37都道府県、回収率78.7％。

16 05　連携推進にあたっての課題

05 連携推進にあたっての課題
全国の市町村での地域活性化やまちづくりの担当者に、福祉部署との連携について聞
くと、意外なことを聞かれたかのような反応に出会います。地域づくりと福祉との連
携は、あまり取り組まれていないのが現状のようです。なぜ地域づくりと福祉との連
携は、進まないのでしょうか。
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福祉部署の組織文化

　本研究会においても連携にあたっての大きな課題
に、福祉部署の組織文化が挙げられました。
　福祉部署の特徴として指摘されたのは、以下のよ
うなことです（19頁コラム参照）。

①国の法令に基づく義務的な業務執行に慣れている
分、庁内他部署や他団体との連携により、新たな仕
組みを創っていく、裁量性のある業務は苦手として
いる。
②かつては地域担当保健師がいたが、今は地域に出
ている担当者はほとんどおらず、地域がよくわか
らない。
③自由裁量の高い地域福祉については、当該市町村
社協への委託（丸投げ）により、協働の可能性を
失っている。

　生活支援体制整備事業（介護保険の地域支援事業）
での地域づくりに難航している自治体が多いのも、
同じ理由による部分が大きいのかもしれません。一
方、地域づくりの部署の場合、国の法令によるので
はなく、自ら主体的に取り組み、その状況はそれぞ

れ異なるという特性があります。もちろん、市町村
により状況は異なるものと思われますが、うなずけ
る福祉担当者も多いのではないでしょうか。

図10＝連携阻害要因

■ 基礎自治体における傾向

◦福祉部門のみで考えがちな組織風土

　…国の法令等に基づく “事務” という

受動的体質の傾向

　　　⇨ 基礎自治体の主体性の欠如

◦情報共有、ともに考える場の不足

　　　⇨ 庁内連携体制の欠如

◦柔軟性が低く、連携しにくい制度に

しがち

　…制度そのものが、逆に連携の阻害

要因となっていないか

■ 住民活動における傾向

◦基礎自治体の進め方により、地域内

連携が左右されがち

0 10 20 30 40 50 60

51.4％

0.0％

協働の話を持ち込まれたことがないので、具体化しない（機会がない）

具体的にどのような協働があり得るのかわからない（イメージがわかない）

市町村の担当者が、介護予防・福祉との協働の必要性を感じていない

福祉との接点がわからない

福祉系部署が、地域づくりとの協働の必要性を感じていない

福祉との協働の必要性を感じていない

その他

43.2％

16.2％

5.4％

2.7％

32.4％

図９＝地域づくりに関して、福祉系部署と連携していく場合の課題（複数回答）

出典：「地域づくりを目的とした連携事業に関する調査」（2017）

1705　連携推進にあたっての課題
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窓口対応と連携の可能性

　また、地域の窓口たる基礎自治体の住民への対応
により、連携の芽を摘んでしまうことも少なくあり
ません。たとえば、このような事例を考えてみます。

　ある中規模自治体の過疎地区で、休業してい
たスーパーが正式に撤退を決定しました。
　ある農政担当者が、その地区のJA生活班の
女性から、自家用の野菜の販売ができないかと
相談を受けていたことを思い出し、撤退する
スーパーと交渉を仲立ちして、店舗部分の建物
は取り壊したものの倉庫部分を借りて、産直市
を開催できることになりました。このことは、
担当者の機転の利いた判断で良い結果がもたら
されたといえます。

　しかし、福祉担当者の元には、その地区の民
生委員から、高齢者のサロンを開ける駐車可能
な場所がないか、という相談が入っていました。
撤退スーパーの跡地の活用を考えたとき、農政
と福祉の双方で情報共有の機会があれば、店舗
を取り壊さず活用して、サロンと産直のスペー
スを設けるなどの展開があったかもしれません。

　こんな場合もあるかもしれません。住民から、持
ち込まれた案件の対応の場合です。

　公共交通機関の担当部署へ、移動困難者が増
えているため、廃止されたバス路線を復活でき
ないかという陳情がある地区からきていました
が、財政事情から公共交通空白地有償運送も含
め、復活は無理と棚上げされていました。しか
し、住民から詳しく話を聞ければ、この移動困
難での最大の問題は、主に買物についてでした。
そうだとすると、同市町村内のスーパーから、
送迎用のマイクロバスを出してもらえる可能性
があるかもしれませんし、移動販売のできる商
店を見つければ、ある程度の解決になるのかも
しれません。また、地域の社会福祉法人が、地
域貢献の方法を探しているところかもしれませ
ん。

　すべては可能性の話ですが、窓口の部署内だけで
対応すると、解決の可能性が狭まってしまいます。
これは、最初に挙げた他部署との情報共有の課題と
重なりますが、基礎自治体の対応で、連携の可能性
は広がりも狭まりもするということは、おわかりい
ただけるのではないでしょうか。

18 05　連携推進にあたっての課題
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福祉行政の現状と連携の課題

　地域包括ケアシステム構築のためには、様々な地

域組織と連携していくことが大切だと言われていま

すが、ここでは基礎自治体における連携推進の課題

について説明します。

（１）地方自治体の規模、社会資源が様々であること

　現在、基礎自治体は、平成の市町村大合併を経て

1,700超ですが、住民の意識、人口、面積、社会資

源の量など多種多様であるなか、「地域包括ケアの

実現」という政策に取り組んでいます。小規模自治

体は比較的連携しやすいものの、社会資源が足りな

いという課題があり、大規模自治体では社会資源の

量は比較的多いものの、連携について課題があると

言われています。

（２）基礎自治体の行政職員について

①業務量の増大

　少子高齢社会の進行、基礎自治体の職員定数

の減少等に伴い、基礎自治体の福祉関係部等の

職員１人当たりの業務量は近年、大幅に増大し

ています。

②仕事についての意識

　本来、基礎自治体の職員にとって、業務遂行

には老人福祉法や介護保険法など根拠法律があ

るのが通常です。例えば介護保険制度における

「介護認定制度」は介護保険法に基づく厚生労

働省令で内容が決まっており、北海道から沖縄

まで事務執行は全国統一されています。

　このように、基礎自治体では決められた事務を執

行すると考えている職員が多く、組織内連携を図っ

たり、地域に出かけていき関係機関、団体と連携を

図りながら新たなシステムを創生していくという仕

事を苦手にしている、あるいはその経験がない職員

が少なくないのが現状です。

（３）１丁目１番地は「現場（地域）」

　持続可能な社会保障の確立を図るための改革の推

進に関する法律では、「地域包括ケアシステムの構

築」については、市町村が「地域の実情に応じて」取

り組むことを規定しています。

　この「地域の実情に応じて」という文言は、それ

ぞれの自治体が自分で考えてオリジナルで取り組む

ことを意味しています。このプロジェクトは、おも

しろい仕事と考える市町村職員がいるかもしれませ

んが、それはおそらく少数で多くの職員は経験のな

い難易度が高い仕事がきたと感じているのが現状だ

と思います。

　この「地域包括ケアシステムの構築」のためには、

まず現場（地域）に出かけていき、①地域住民のニー

ズを理解し、②地域の課題を整理し、③地域住民、

団体と連携しながら課題を解決することが必要です。

そのためにも現場と対話して組織内、地域内連携し

ていくことが必要不可欠です。

c o l u m n

1905　連携推進にあたっての課題
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住民自治のプラットフォーム形成のために

　地域づくりを軸とした連携の全体図を、地域と市
町村を中心に描いたものが図11です。地域づくり
は住民が主体であることからも、最も重要であるの
は、一番左にある住民自治のプラットフォームを形
成するという点です。この基盤を形成するのに大事
なこととして、組織の形成と活動拠点の確保が挙げ
られます。
　地域に関わる組織には、地縁型組織も志縁型組

織※もありますが、その相互が補完できるような関
係、地縁組織の面的な広がりや志縁組織の機動性な
ど、それぞれのもつ特徴を活かした取り組みが理想
と言えます。このような住民の自治組織・プラット
フォームを支援する立場として、基礎自治体の役割
は極めて大きいものとなります。この市町村から地
域への支援を考える際に大切な、①全庁的体制の確
保、②行政の専門性を活かした専門集団のプラット
フォームとしての立場、③住民組織との連携、これ
らをいかに構築していくかという点で部署間の連携
は非常に重要な意味をもちます。

①地域の主体性が基本
②地域のアイデンティティの確立
③地域マネジメント力の確保

民間事業者

→現場実態に応じた柔軟な制度に
→できない部分を担い、支える
←専門性を活かす

　

（連携による相乗効果）

横断的 専門的
・分野横断的に考えることが必要
・分野横断性は住民に近いほど高い

住民自治の
プラットホーム
を形成

地域 市町村
組織形成と拠点確保

地縁型 志縁型
相互
補完

基本理念
誰もが安心して暮らせる
「地域づくり」

国都道府県

基礎自治体の
役割が重要

①全庁的体制の確保
②専門集団のプラット
　ホーム
③住民組織との連携

図11＝全体スキーム

※志縁型組織　特定のテーマ（目的）に関心をもって、志の縁で集まった組織。NPOやボランティア団体、スポーツクラブなど。

20 06　連携をすすめる７つのポイント


06 連携をすすめる７つのポイント
ここまで、連携が進まない要因について考察しましたが、それをふまえ、連携をすす
めるために必要なしくみはどのようなものかを見ていきます。
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　それでは次から、基礎自治体の取り組みとして、
連携のためのポイントを考えていきます。

連携をすすめる７つのポイント

基礎自治体としての主体的な取り組み

１ 全庁的な体制づくり
２ 地域のもつ横断性を損なわない
３ 福祉部局内での連携強化
４ 制度は細かく規定しすぎない
５ 地域に出る　住民の声を聞く
６ 関係主体間における目的、方針、成果の共
有

７ 検証と改善を繰り返し、共有していくこと

１．全庁的な体制づくり

　これまでも触れてきましたが、地域づくり＝地域
の課題解決力の向上は、一義的には基礎自治体の役
割です。コミュニティは、ほとんどの場合、自然に
できあがったりするものではありません。今、存在
している地域は、先人たちの努力や仕掛けにより形

成されたものです。地域づくりは「住民主体」です
が、それを阻害しないようにしながら、環境を整え
たり、仕掛けをしていく姿勢が行政には必要です。
行政側から見ると、「協働のまちづくり」のパート
ナーづくり、という言い方もできるでしょう。この
ような地域づくりをすすめるために、各市町村は全
庁的な体制を確保する必要があります。
　望ましい形のひとつとしては、図12にあるよう
な、各部署から担当者を出したプロジェクトチーム
をつくり、特定地域の対応を行っていくものが考え
られます。現在、各地で地域担当職員が配置される
事例が増えていますが、それをチーム制で行うイ
メージです。このような地域支援チームが、地域の
出先としての地域包括支援センターのような専門機
関と連携をとりながら、地域との協働・支援を行っ
ていくのが理想です。

２．地域のもつ横断性を損なわない

　このような支援体制を構築する大きな理由は、行
政の専門性を活かしながらも、行政の分野別組織・
縦割りにより、地域を分断しないためです。地域は、
生活の問題を考えるとき、分野ごとに考えたりしま

2106　連携をすすめる７つのポイント


●あらゆる分野に関連するため、全庁的体制が必須
●施策ごとに、専門的かつ横断的に協議する場を設け、検討・推進していく

●個人支援（点）と地域支援（面）が連携
●地域支援では、地域に関係する各部署で情報共有、協議できる場が必要
●関係部署は、適宜変動する場合もあるため、柔軟に参加可能にした方がよい

地域づくり
担当部署

教育支援
担当部署

地域福祉
担当部署

地域支援チーム

地域包括
支援センター

地域
住民

地域
住民

地域
住民

〈地域支援体制（例）〉

個別支援

図12＝行政内部での連携モデル
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せん。なぜなら、課題は複合的だったり、分野的に
は定義づけしにくい、要するに行政のどの部署が担
当なのかよくわからないことが数多くあります。そ
のような地域の自治力における横断性を損なわない
ような仕組みづくりに留意する必要があります。
　もちろん、一朝一夕にできるものではないかもし
れませんが、地域力の向上＝地域の課題解決力の強
化は、地域での豊かな生活づくりとともに、市町村
行政の負荷軽減にもつながります。地域としての市
町村と行政としての市町村、両方の未来のためにも、
今「地域づくり」への取り組みは、喫緊の課題なの
です。

３．福祉部局内での連携強化

　行政は、所管する法律と予算により規定されるた
め、どうしても縦割りにならざるを得ないところが
ありますが、特に福祉サイドは、部署ごとに完結し
がちです。高齢担当、障害担当、児童担当、生活困
窮担当など、さらには、高齢分野でも介護保険とそ
れ以外で分かれていたり、生活困窮系では、生活保
護と生活困窮者自立支援法担当とに分かれていたり
して、同じ福祉部署といっても隣の課のことはよく
わからないという状況も珍しくありません。地域包
括ケアの充実や地域共生社会の実現を考えれば、福
祉部署内では地域支援事業の財源等も活用して体制
の強化を図るとともに、部署内での連携強化は必須
のものとなってきます。
　ある程度の規模をもつ自治体では、福祉部局を俯
瞰的に統括してマネジメントできる部署があったほ
うが、地域との連携、福祉以外の他部署との連携は
とりやすいと思われます。部局の改編は簡単ではあ
りませんが、その役割を担う部署として、地域福祉
担当部署が強化されることが求められています。

４．制度は、細かく規定しすぎない

　行政では、適正手続を重視するため、どうしても

規定が細かくなりがちです。しかし、地域活動を対
象とする場合、それが活動支援のためであっても、
規定はできるだけ最低限にとどめ、地域の裁量の幅
を広くもたせるよう留意する必要があります。もと
もと、地域課題を解決するために行われる活動は、
トライアル＆エラーが基本なのです。例えば、事業
内容を定めた要綱等の規定が細かいと、それに沿わ
なければならなくなり、逆に課題解決を阻害するこ
とになりかねません。
　地域コミュニティを支援するのは、基礎自治体の
役割ですが、制度化するときには十分な注意が必要
です。

５．地域に出る。住民の声を聴く

　地域との協働を進めるには、地域のことを知る必
要があります。市町村によっては、地域の代表を集
めて、定期的に会議などで意見を聞いているところ
もあるかもしれません。しかし、通常、地域住民は、
会議の席などで自分の意見を表明できないものです。
　本当の声、意見を聞くためには、役所から住民の
暮らす地域に出ていくことです。受け入れてもらい
やすいのは、地域の自治会・まちづくり協議会等の
会合への参加でしょう。住民の場への行政参加の第
一歩です。
　そのほか、できれば、地域のイベントや、寄りあい、
サロンなどに参加してみることです。地域の商店の
主人と話をしたり、役員の家に挨拶によって、お茶
飲み話をするのもいいでしょう。お茶を飲むのも、
地域づくりの仕事のうちです。地域の役員も、会議
の場とは違った話をしてくれるかもしれません。そ
のような雑談の中から、生活の困りごとや、どんな
地域になるといいと思っているのかが出てきたりし
ます。そうやって、協働の相手方である「地域」を
知るための時間をつくっていくこと。これが、最も
重要な仕事かもしれません。
　地域住民との話し合いの場は、どうも陳情のよう
な形になりがちで、本音ベースの会話になりにくい
……という話を聞くこともあります。そのような場

22 06　連携をすすめる７つのポイント


※ワールドカフェ　カフェのようなリラックスできる雰囲気の中で、メンバーの組み合せを変えながら、テーマ（問い）について 4～6 人の
小人数で話し合いを続けることにより、相互理解や新しい知識を生み出す手法。
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合、住民から話を引き出すような場をセッティング
する工夫が必要です。ひとつは、ワールドカフェ※の
ような、テーマをもった話を気軽にしやすくする方
法の工夫です。もうひとつは、中間支援組織に協力
をしてもらう方法です。26頁に詳しく触れていま
すので、そちらもご参照ください。

６．関係主体間における目的、方針、成果の共有

　地域づくりに取り組む際には、庁内に限らず関
係している主体すべてで、活動・事業の目的や方針、
そして成果を共有していくことが大切です。これは、
該当事業・地域に関わる庁内の各部署のほか、主体
である地域の団体（地域運営組織、まちづくり協議
会等）はもちろんのこと、協力・協働している企業、
NPO、中間支援組織、ボランティア、民生委員・児
童委員、地域の商店主、団体に属さない住民等々、
組織・個人にかかわらず、すべての関係者を含みま
す。
　特に、活動・事業の成果については、該当地域に
とどまらず、周辺の地域も含めて周知することは、
活動主体のモチベーションの維持・向上、周辺地域
への波及を期待する意味も含めて、大切なことです。
　共有にあたっては、地域づくり系、福祉系部署で
開催される様々な既存の会議や協議体、地域の会合
で他部署や関連団体から広く参加者を募るなど、柔
軟に取り組んでいくことが必要です。

７．検証と改善を繰り返し、共有していくこと

　行政の本来的な事業であれば、計画や予算があっ
て、決算と報告があることは当然で、報告の中には
何らかの振り返り（検証）があるものです。しかし、
住民が主体となっている事業や活動では、必ずしも、
そうとは限りません。それでも、生活環境の維持・
向上を図る活動であればこそ、トライアル＆エラー
を重ねながら、事業・活動自体もよりよい方向を目
指す必要があります。分野を横断した連携のように、
あまりこれまでに実績のない事業であればなおさら、
活動の検証と改善は大切な手順となります。可能で
あれば、PDCAサイクル※のような形をとっていく
べきでしょう。そのプロセスを含めて関係者で共
有していくことは、該当する事業・活動のみならず、
周囲の地域づくりにとって重要なポイントです。
　この際に、気をつけるべき点は、評価や検証が画
一的な足きり基準に対する到達・未達の判定や、予
算査定的なものになってはいけないということです。
そのようなものは地域づくりに馴染みません。目的
は、地域を育てることにあるので、その地域の現在
の力に合わせた振り返り、次の段階を目指すための
指針となるべきものだからです。基礎自治体の担当
者は、地域と連携していくとき、この点を決して忘
れてはいけません。

図13＝これからの行政と地域の関係
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※PDCAサイクル　Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）の４段階のサイクルを繰り返すことによって、業務を継続的に
改善していく手法。
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分野横断的に学び合える機会を設けること

　連携相手を知ることは大切です。地域と協働・連
携していく際に、地域を知るために地域に出て行っ
て、その声を聴くのも、同じ理由です。庁内の他部
署と連携する際にも、お互いの業務や考え方を学ぶ
ための機会を設けることは大きな意味をもちます。
ひとつには、連携の具体的なイメージを描けるよう
になること。分野・部局を横断し、可能性の幅が拡
がる、と言ってもいいかもしれません。もうひとつ
は、連携相手の部署・担当者を知ることにより、実
際の可能性が出てきたときに、声をかけやすくなる
という点です。
　どのような連携事業も、その芽に気づいて相手に
声をかけることから始まります。可能性だけで日の
目を見ずに消えてゆく場合が多いことを考えると、
これは大きな違いです。連携が進んでいない現状で
は、横断的な学び合いの機会は、連携の芽・きっか
けづくりという部分が強調されるものと思われます
が、連携が軌道にのってきた地域においては、先行
事例の振り返りや、より広い分野・より深い意味で
の地域づくりに関する学習になっていくでしょう。

地域における様々な協議の場

　地域には、様々な協議の場が存在します。もとも
との地域での自治組織としては、自治会やまちづく
り協議会、地域振興協議会などが挙げられますが、
地域運営組織などもここに含まれるでしょう。ま
た、協議体や地域ケア推進会議、地域公共交通会議
など、制度によって設置された場もあります（協議
体など他の場と一体的に運営されている場合もあり

ます）。このような場に参加をして、情報を提供し
たり、一緒に課題を考えることが、連携の第一歩で
す。もちろん、「０６連携をすすめるためのポイン
ト」で述べたように、地域の情報や意見を収集する
という意味もあります。また、自分の部署が所管す
る場に、地域づくりに関連する他部署や団体に声を
かけ参加してもらうよう図かることも大事なことで
す。
　ほかにも、以下の囲みで示したような地域に関連
する団体・協議の場が存在します。直接なじみがな
いと参加しずらいかもしれませんが、イベント等の
機会に顔を出して関係をつくり、情報提供などを契
機として、協働の機会を待つのも一つの方法です。
このような地域の中に多層的に存在する場・団体と
ネットワークをもつことが、地域の中での連携を実
現しやすくする鍵になります。

地域にある様々な団体の例
ボランティア団体／ PTA ／地区社協／老人会
／民生委員児童委員協議会／ JA（農協）／生
活困窮者自立支援制度におけるネットワーク
構築の場／障害福祉制度による場 ／子ども・子
育て支援制度における協議の場 ／各種計画の
策定委員会 ／納税組合／商店会／次世代ヘル
スケア産業との連携の場　等

地域にある相談支援機関

　地域包括支援センターは、高齢者に関する相談窓
口として全国に設置されていますが、要支援者等の
情報のみならず、地域の情報も豊富に集まってきま
す。これは、市町村の役所に比べて、中学校区程度
の範域（エリア）を対象としていること、多くのセ
ンターが、センターの職員が積極的に地域に出てい

24 07　連携のための仕掛け

07 連携のための仕掛け
前項で、連携のしくみづくりのポイントを見てきましたが、ここではそのためにどの
ような仕掛けが必要かを見ていきます。部署間や住民と連携する際に、ぜひ活用して
ください。
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ることなどが理由として挙げられます。21頁では
地域包括支援センターを地域を支援するメンバーの
一員として描いていますが、地域に関する豊富な情
報量をもつ地域包括支援センターと積極的に情報の
共有を図ることは、福祉系部署にも地域づくり系部
署にも有益です。地域包括支援センターにとっても、
地域共生社会の実現や地域包括ケア推進のための取
り組みもあり、また、日頃から地縁組織等との関係
もあるため、地域づくり系部署からの情報提供は意
味あるものとなるでしょう。
　また、社会福祉法の改正により、今後は包括的相
談支援体制（福祉の総合相談窓口機能）が徐々に整
備されていきます。福祉系部署から見ると、このよ
うな機関の存在は、関連福祉部署間の接点として、
様々な施策の方向性の共有の場になりえます。ま
た、地域づくり系部署も、このような相談機関と常
日頃からつながりを持っておくことは有用なことで
す。地域には、高齢者や障害者をはじめ、様々な課
題をもつ人がいます。地域づくりの活動をしていれ
ば、そのような人たちとの関わりが必ず出てきます。
そうしたときに、課題をもつ人たちとどのように協
働できるのかなども、日頃から相談機関とも交流し
ていれば気軽に話をもちかけることができるでしょ
う。

周辺地域との連携

　ここまで、庁内他部署との連携や地域住民との協
働を中心に述べてきましたが、他地域と情報共有や
意見交換の場を設けることは、同様に意味のあるこ
とです。似たような課題や風習、産品などをもつ周
辺地域や自治体の話を聞いたり、意見交換を行うこ
とは、直接参考になることが多いでしょう。また、
このような市町村交流の場を、都道府県やその出先
の地方振興事務所などがセッティングすることは非
常によい取り組みです。

先行地域への視察

　先行して取り組んでいる自治体・地域のノウハウ、
苦労などを知ることは、連携を図るうえでも有効で
す。しかし、その視察の職員報告などの際に、とき
おり目にするのは、「（視察してきた地域・自治体は）
私たちの市町村と違いすぎていて、同じような取り
組みを導入するのは難しい」という言葉です。
　視察に行くような自治体・地域には、成功するま
での様々な積み重ねがあります。簡単に真似できる
ようであれば、先進的な事例とは言われません。一
人のリーダーが牽引しているように見えても、「私
たちのところには、そのようなリーダーがいません」
で終わってしまうのは、とても残念なことです。
　そのようなときに、見てくる・聞いてくるべきな
のは、どのような大きな成果が挙がったという結果
ではなく、そのリーダーがどのように周囲の人を動
かしたのか、どこの誰に協力をお願いしたのか、活
動の際に一番苦労したところ、一番重視したところ
は何か、というプロセスの部分です。そのような事
柄のすべてではなく、一部分でも参考になるものが
あれば、その視察は意味のあるものとなるでしょう。
　地域づくりは、当然千差万別で、同じことを真似
できることはほとんどありません。トライアル＆エ
ラーを重ねるときに、少しでも参考になるところを
部分的に活用していく、というのがあるべき姿です。
　29頁に、都道府県の例ではありますが、地域づ
くり部署と福祉部署の地域づくりに関する合同の勉
強会（名称は会議）の事例を掲載しています。

書籍やリーフレット、研修資料などの活用

　私たちが自身が通常業務（地域活性化でも福祉で
も）に携わっているときに、「これは他分野の人に
私たちの業務を知ってもらうのに、いい資料だな」
とか、研修の講師の話に「他分野とのこんな連携が
あり得るのか」とか、感じることがあるでしょう。
このようなものを積極的に活用しましょう。地域づ
くりで関係する部署や地域組織・団体と共有を図っ
ていきましょう。ただし、漫然と手に入る資料をす

2507　連携のための仕掛け
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べて流されては、受け取るほうも読む気が失せてし
まいます。情報自体は取捨選択する必要があります。
お互いのことをよく知るため、視野を拡げるために
も、このような媒体を有効に活用していくのは大事
なことです。

中間支援組織の活用

　中間支援組織とは、住民・NPO・行政・企業など
の異なる主体の「中間」に立ち、それぞれへの支援
と相互の連携・協働を促す民間非営利組織のことで
す。全国各地に「市民活動（もしくはNPO）支援セ
ンター」などの名称で、市民活動やNPO支援を行う
機関・拠点が設置されていますが、この運営を担っ
ている団体も中間支援組織です。こうした支援セン
ターは、市民活動やNPOの支援が中心となってい
ますが、そもそも市民活動は幅広い分野・領域に渡
るものですし、行政とのつながりもそれなりに築い
てる場合が多いでしょう。
　中間支援組織は、その立ち位置や特性から、多様
な主体・分野とのネットワークをもっています。特
定の分野に特化したスペシャリストというよりは、
多様な分野を広範囲でカバーするゼネラリストとい
うイメージです。この特性を上手に活用すれば、多
様な主体・分野との連携・協働において、中間支援
組織が潤滑油（コーディネーター）となり、円滑か

つ効果的な事業の実施が可能になります。第三者の
立場から、行政と住民（地域）など多様な主体・分
野の間を取りもち、相互の橋渡しをするという役割
です。
　こうした役割への期待は年々高まっています。実
際に、この役割を担っている中間支援組織もあり、
その地域では様々な事業・取り組みが動いています。
また副産物として、行政の負担軽減にもつながって
います。
　ただ、この役割を担うには、高度なコーディネー
ト力が必要です。残念ながら、それほどの力量を有
している組織は多くはありませんがこのような中間
支援組織を増やしていくためにも、行政が中間支援
組織を「育てる」という視点が必要です。

高齢者の知恵と技術を活かしたコミュニティビジネ
スの現場訪問

活動発表を通じてお互いに磨き合う「地域づくり自
慢大会」

写真提供：特定非営利活動法人 都岐沙羅パートナーズセンター

26 08　都道府県による市町村支援
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補完性の原則

　地域づくりに関して、主体となるのは地域で実際
に活動する住民組織ですが、それを支え、伴走する
基礎自治体の役割は重要で、一般的に進度に応じて
その役割は変化していきます。
　図14は、自治の考え方としてよく引用される補
完性の原則を表したものです。この考え方は小さな
単位を優先して考えるもので、より広域の単位が補
完し、支え合うというものです。集落を支える自治
会・町内会、それを支える広域の地域づくり組織…
といった優先度で考えるもので、小さな単位ではで
きないこと、できにくいことを広域の単位で担い、
補完し合うというもので、市町村や都道府県の役割

もこうした関係性で捉えようとする考え方です。

都道府県の支援方策

　図15は、都道府県の市町村に対する福祉部署と
の連携に関する支援方策を尋ねたものです。回答し
た４割強（43.2％）の都道府県が、現状、「特に何
も行っていない」と回答しており、連携支援はこれ
からの分野であることがわかります。支援メニュー
としては、まさにアンケートの回答項目に並んでい
るようなものが考えられますが、特に、分野を超え
た取り組み・連携が進んでいない、何から始めたら
よいのかわからないという市町村が多いところでは、
市町村担当者に対する勉強会や情報交換会的な取り

2708　都道府県による市町村支援

都道府県による市町村支援
地域コミュニティを一義的に支援していくのは市町村の役割ですが、市町村の手が届
かないところを、都道府県が積極的に支援していく必要があります。ここでは、静岡
県と高知県の取り組みを紹介します

補完性による優先度
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（連携による相乗効果）

●情報伝達
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　機会提供

●連携しやすい
　制度づくり
●全国レベルでの
　情報発信

図14＝補完性の原則
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組みが有効でしょう。
　このような場合、26頁でふれたように地域支援
を行っている中間支援組織などに協力を仰ぐのもよ
い方法です。といっても、分野を超えた勉強会とい

うものもあまり想像がつかないかもしれませんが、
次頁で紹介している静岡県が行った庁内連携のため
の研修会を、ぜひ参考にしてください。
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43.2％

アドバイザー派遣・紹介や県担当職員の訪問
国の施策等の紹介

要望に応じて、庁内関係部署や関係他市町村の調整
全国の先駆的な事例や参考になる事例の紹介
市町村担当者に対する研修会・勉強会の開催

情報交換会・意見交換会の開催

特に何も行っていない

16.2％

その他

保険者機能強化推進交付金の創設による取り組みの推進

　地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律（平成29年法律第52号）

による改正介護保険法において、市町村及び都道府

県の自立支援・重度化防止等に関する取り組みを支

援するため、国は予算の範囲内において交付金を公

付する仕組みを新しく設けました。

　こうした取組により、各市町村において地域課題

への問題意識が高まり、地域の特性に応じた様々な

取組が進められていくとともに、こうした取り組み

が市町村の間で共有され、都道府県と協働しながら、

より効果的な取組に発展していくことを目指してい

ます。

c o l u m n

○ 各保険者において、高齢化の進展状況や介護サービスの状況等は様々であり、保険者機能を強化し、地域の課題を的確に把握した上で、
実情に応じた地域包括ケアシステムを構築していくことが重要

○ また、保険者の人員やノウハウにも課題や地域差があることや、保険者の枠を超えた調整が必要である場合もあること等から、都道府県による
保険者支援が重要

○ このため、平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組や都道府県による保険者支
援の取組が全国で実施されるよう、取組を制度化したところであり、この一環として、市町村や都道府県の様々な取組の達成状況を評
価できるよう、客観的な指標を設定した上で、市町村や都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための新たな
交付金（市町村分、都道府県分）を創設

趣 旨

＜市町村分＞
１ 交付対象 市町村（広域連合、一部事務組合）
２ 交付内容 自立支援・重度化防止等に向けた保険者の取組を支援

概 要

＜都道府県分＞
１ 交付対象 都道府県
２ 交付内容 自立支援・重度化防止等に向けた都道府県による市町村

支援の取組を支援

高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための新たな交付金

＜参考１＞平成２９年介護保険法改正による保険者機能の強化

データに
基づく

地域課題の
分析 取組内容・

目標の計画へ
の記載

保険者機能の発揮・向上（取組内容）

・ リハビリ職等と連携して効果的な介護予防を実施
・ 保険者が、多職種が参加する地域ケア会議を活用
しケアマネジメントを支援

等

適切な指標による
実績評価

・ 要介護状態の維
持・改善度合い

・ 地域ケア会議の
開催状況

等

インセンティブ

・ 結果の公表
・ 財政的インセ

ンティブ付与

都道府県が研修等を通じて市町村を支援都道府県が研修等を通じて市町村を支援

☑介護予防の場にリハビリ専門職が関与する仕組みを設けているか
☑介護予防に資する住民主体の通いの場への65歳以上の方の参加者数

はどの程度か 等

☑ケアプラン点検をどの程度実施しているか
☑福祉用具や住宅改修の利用に際してリハビリ専門職等が関与する仕組

みを設けているか 等

①ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化

③多職種連携による地域ケア会議の活性化

④介護予防の推進

⑤介護給付適正化事業の推進

⑥要介護状態の維持・改善の度合い
☑要介護認定者の要介護認定の変化率はどの程度か

＜参考２＞市町村 評価指標（案） ※主な評価指標

②ケアマネジメントの質の向上
☑保険者として、ケアマネジメントに関する保険者の基本方針を、ケアマネ

ジャーに対して伝えているか 等

☑地域包括ケア「見える化」システムを活用して他の保険者と比較する
等、地域の介護保険事業の特徴を把握しているか 等

☑地域ケア会議において多職種が連携し、自立支援・重度化防止等に資
する観点から個別事例の検討を行い、対応策を講じているか

☑地域ケア会議における個別事例の検討件数割合はどの程度か 等

国による
分析支援

図15＝都道府県の市町村に対する福祉との連携推進に関する支援方策

「地域づくりを目的とした連携事業に関する調査」より（37都道府県回答16頁参照）
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１ 静岡県のコミュニティ関連の取り組み

　静岡県では、2016年度に、防災、福祉等の地域
に密接に関わる庁内部局が横断的に地域課題の解決
に取り組むための「静岡県地域コミュニティ活性化
庁内連携推進会議」（以下、庁内連携会議）と、持
続可能な地域社会に向けた課題を、県・市町が連携
して解決するための「持続可能な地域コミュニティ
のための県・市町連携推進会議」（以下、県・市町連
携推進会議）を設置しました。
　県・市町連携推進会議の構成員は、市町の「地域
づくり担当課」と呼ばれる「自治会や地域組織と密
接に関わる課」です。市町ごとに地域の事情は異な
りますが、共通である課題も多いため、情報交換や
議論の場が不可欠です。

2 連携機会としての県・市町連携推進会議

　2017年度は、県内市町の「地域づくり担当課」と「地
域包括ケア担当課」の連携につながる機会をつくり
たいと考え、「地域包括ケアと地域コミュニティの
連携」をテーマに、県・市町連携推進会議を開催し
ました。
　プログラムは、以下のとおりです。
�����������������������
①概要説明（講師：県庁地域包括ケア担当課）
	「地域包括ケアシステムの構築に向けて」
②県内事例紹介（講師：里山くらしLABO）
	「静岡市清沢地区中学生以上全住民アンケートの
実施とその後の展開」
③グループワーク（運営：NPO法人静岡フュー
チャーセンターサポートネットESUNE）
「地域包括ケアシステムにおける地域コミュニ
ティ活動の重要性と市町の役割」
�����������������������

　①では、「地域づくり担当課」が関わる機会の少
ない地域包括ケアシステムについて知る時間とし、
②では、「地域づくり担当課」「地域包括ケア担当課」
に共通して役立つ事例として、地域住民のニーズの
見える化を実践した市民団体に、活動内容について
紹介していただきました。
　①、②を踏まえて、③では、グループごとに互い
の業務を共有したり、個人や組織がこれからやるべ
きことを議論する時間を設け、市町、部署を越えた
相互理解を促しました。

３ 参加者の声

　以下は、参加者のアンケートからの声です。

　他部署で業務が異なっても目標、やりたいこ

とは一緒。行政の中が横同士でつながることの

重要性を再認識しました。

　どの市も課同士の連携ができておらず、同じ

ような悩みをもっていることを知りました。

　部を越えての人のつながりをつくることがで

きた。ありがとうございました。

　行政庁内だけではなかなか他部署と連携できない
現状が明らかとなり、定期的な開催を望む声も多く
ありました。

4 会議後の新たな動き

　会議を終えて、静岡県裾野市において、「地域づ
くり担当課」と「地域包括ケア担当課」が核となり、
市庁内の他部署や地域住民も参画して、持続可能な
地域づくりを目指す「元気な地域づくり研究会」を
立ち上げることになりました。地縁組織との連携に
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より住民の暮らしを支えることや、日常生活圏域（第
２層）における生活支援体制整備事業のメニュー化
など、参画各課のねらいは様々ですが、部署を越え
て「元気な地域」を目指して協議する場となりそう
です。
　この研究会と連携し、静岡県では、国や県内外の
情報を研究会に提供するとともに、他市町への横展
開を図るため、県・市町連携推進会議等の場で取り
組みを共有していく予定です。

5 都道府県の役割

　市町村職員は、住民に最も近い行政として業務を
進めるので、分野をまたいだ地域課題に向き合うこ
とが多くあります。
　都道府県の役割としては、俯瞰的な視点で地域を
とらえ、横断的な発想をもちながら、市町村行政の
庁内連携の機会や学び合う機会を提供していくこと
が重要であると考えています。

情報共有から抽出された
プロジェクト案照会担当者会議

各市町の課題共有

新たなプロジェクト提案

成果フィードバック
構成員

市町コミュニティ担当課
担当者

県・市町連携推進
プロジェクト

静岡県地域コミュニティ活性化
庁内連携推進会議

課長会議
多文化共生、福祉、防災、
防犯、男女共同参画、協働

持
続
可
能
な

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
向
け
た

県
・
市
町
連
携
推
進
会
議

県・市町村連携会議の様子
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１ 「あったかふれあいセンター」と 
「集落活動センター」の合築

　高知県の取り組みで注目できるのは、地域福祉と
地域振興（中山間地域対策）のそれぞれで取り組む
地域づくりが、県下の市町村において融合がみられ
る点です。
　具体的に言いますと、地域福祉部地域福祉政策課
が推進する「あったかふれあいセンター」と中山間
振興・交通部中山間地域対策課が推進する「集落活
動センター」が、市町村においては、両センターが
合築されたり、連携した事業を展開したりといった
融合の成果がみられるということです。また、２つ

のセンターが小地域で確保できない場合には、他の
センターの機能を補完する形での実施が展望されて
います。「集落活動センター」の推進は地域振興の
事業に属していますが、福祉的な機能も期待されて
整備されています。
　「あったかふれあいセンター」は、相談をはじめ、
集いや訪問などの多機能型の地域福祉の拠点とし
て、県の単独補助事業として進めるもので、地域福
祉コーディネーター等のスタッフを配置し、中心的
な拠点以外にも出向いてサテライトを展開するなど
の事業を行うものです。県内34市町村中29市町村、
37事業所、43カ所（2017年12月現在）まで整備が進
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サテライト

行政
社協住民

サテライト

行政
社協住民

サテライト

行政
社協住民

サテライト

行政
社協住民

サテライト

行政
社協住民

サテライト

行政
社協住民

拠点

集落の支え合い活動の拠点集落の支え合い活動の拠点

運営協議会運営協議会
地域住民

老人クラブ
ボランティア
民生委員・児童委員

移動手段の確保･配食･泊り･
介護予防･認知症カフェ

小地域

地域のニーズに応じて機能を拡充

・住民参加による地域での見守り･
　早期発見　つなぎのネットワーク
・住民からの相談対応
・緊急時の対応の仕組みづくり　など

・生活支援サービスや支えあいの
　仕組みづくりとコーディネート
・地域活動（介護予防やサロン活動等）
　のサポート
・ボランティアの人財育成　など

日中の居場所・見守りの場

地域福祉ネットワーク

地域福祉ネットワークの構築 新たな支え合いの仕組みづくり

③生活支援
ニーズに合わせて適宜実施

②訪問・相談・つなぎ
概ね週２日実施

●高齢者
・元気な高齢者や介護認定者の居場所
・介護サービスの補完
・生活に不安のある方や、閉じこもりが
　ちな方の居場所
●障害者
・日中の居場所･社会参加や就労支援の場

●子ども
・学童保育を利用していない小学生
　の居場所
・放課後、長期休暇中の居場所
●その他
・引きこもりがちな若者の居場所
・乳幼児を連れた母親の居場所

◆基本機能

①集い＋α
（預かる・働く・送る・交わる・学ぶ等）

概ね週５日実施

あったかふれあいセンター
小規模多機能支援拠点（地域福祉の拠点）

◆拡充機能

保健機関

行政機関 医療機関
専門職種

介護
事業所

集落活動センター

集落支援

生活支援

安心・安全サポート

あったかふれあいセンター
の

サテライト機能

連携
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んでいます。
　「集落活動センター」は、地域住民が主体となって、
旧小学校や集会所等を拠点に、地域外の人材等を活
用しながら、近隣の集落との連携を図り、生活、福祉、
産業、防災などの活動について、それぞれの地域の
課題やニーズに応じて総合的に地域ぐるみで取り組
む集落維持の取り組みです。24市町村、41センター
拠点が整備されています（2017年８月現在）。

２ 連携のための工夫

　県による両センター事業の組み立てにおける工夫
としては、次の３点が注目されます。
　第１には、両センターの運営において地域住民に
よる主体的な参加を重視している点です。「集落活
動センター」はもともと運営主体として地域住民の
参加による組織づくりを前提にしており、「あった
かふれあいセンター」では、運営協議会の設置への
住民参加を求めています。
　第２に、行政計画を通して、センターの整備を推
進するとともに、そのなかで、両者の連携した取り
組みを盛り込むことを求めていることです。特に
「あっかかふれあいセンター」については、市町村
地域福祉計画における中心的な事業として位置づけ
ています。また、県としては、それぞれのセンター
の取り組みを資金面、研修事業、チームによる支援
など多面的な支援を実施しています。人材面では、
あったかふれあいセンターでは、地域福祉コーディ
ネーター等の配置を、人件費補助を通して実現する
とともに、集落活動センターでは、高知ふるさと応
援隊（地域おこし協力隊、その後の就職先としての
集落支援員を含め、地域活動の推進役となる人材の
総称）が同センターの開設に協力しています。なお、
高知ふるさと協力隊の定着率が高い点も評価できま
す。
　第３に、物理的な空間として旧小学校や集会所等
を拠点として使用する点では、両センターの合築が
効果的であり、そのバックアップを実施している点
です。

３ 出先を設け地域支援を強化

　地域福祉の推進に注目して県の役割を整理してお
くと、定期的に開催される「あったかふれあいセン
ター推進連絡会」において、同事業あるいは地域福
祉計画に関する進行管理に関連した実践報告を取り
入れ、その事業の評価に取り組んでいる点が注目さ
れます。特に「あったかふれあいセンター事業」の
補助の要件に、同センターの事業計画の作成を必須
とし、その作成を支援機会としても活用しているこ
とは、事業実施における市町村や受託機関にとって、
その充実を図るよい機会となっています。
　また、出先機関である福祉保健所の機能のなかに、
地域福祉の支援を強く位置づけ、それを担う地域支
援室を設け、同室の地域支援担当は、地域保健福祉
の広域的な企画・調整や地域福祉の推進などを行う
ことを業務として位置づけています。地域振興側に
おいても、地域支援企画員を市町村に駐在させ、地
域活動のサポートをしています。
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出典：「生活支援体制整備事業をすすめるために」（高知県　2018.3）
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出典：「生活支援体制整備事業をすすめるために」（高知県　2018.3）

34 連携の参考事例
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名張市の概要

　名張市は人口約８万人、三重県の西部、伊賀盆地
の南西部にあり、大阪へ60キロメートル、名古屋
へ100キロメートルの、ちょうど近畿・中部両圏の
接点に位置し、山地の多い地勢は新鮮な空気や清ら
かな水とともに風光明媚な自然に恵まれたまちです。
　昭和の後期より関西圏のベッドタウンとして人口
が急増した時期もありましたが、近年では人口は減
少傾向。当時の移住者は高齢者となり、高齢化は急
激に進行、また大規模なインフラ整備の借金や、市
町村合併をしなかった単独市としての財政問題が大
きな課題となっています。

名張市要援護者等日常生活支援事業 
補助金の創設

　名張市は、それらに対応するため様々な行財政改
革を行い、職員の大幅削減と並行し、地域住民には
自主自立した地域運営を求めていくことになりま
す。そこで誕生したのが、2003年より施行された「ゆ
めづくり交付金の交付に関する条例」です。区や自
治会、地域団体等へ交付されていた各種補助金を全
廃し、小学校圏域ごとに組織化したまちづくり協議
会へ使途自由の一括交付金を交付しました。交付金
の使途を住民自身で考える過程が、地域課題を把握
する力をもたらし、我が事の意識を醸成。その結果、
地域課題に応じた住民主体の様々な事業が展開され
るようになりました。
　そのようななか、とある地区より名張市へ提案が
ありました。それは「自分たちの地区は、山を切り
開いて宅地造成された大型の住宅地、当時の移住者
は年齢構成が似ているため、住宅地ごと一気に高齢
化する。坂も多く、車が乗れなくなったら移動も不
便である。自分たちが元気なうちに、日常生活支援
や外出支援を行い、お互いの生活を住民同士が支え

合う有償ボランティアのしくみをつくりたい」との
内容でした。
　全国平均の２倍の速度で進行すると推定されてい
る急激な高齢化に対応するためにも、名張市はこう
した提案の有用性を確信し、2008年４月「名張市要
援護者等日常生活支援事業補助金」を国や県の補助
がないなか、市の単独負担により創設しました。
　主な内容は以下のとおりです。
①事業目的：障害者、高齢者等が住み慣れた地域で
の継続した生活が可能となるよう、地域での日常
生活を支援する取り組みに対し補助金を交付し、
地域福祉の推進を図る。
②要件：市の条例に定める地域づくり組織（まちづ
くり協議会）が実施する障害者、高齢者等が抱え
る日常の困りごとに対する有償のボランティアに
よる支援であること。
③限度額
◦運営費支援として年に1回30万円（自動車にて
外出支援を行う場合は追加で70万円）
• 有償ボランティア組織立ち上げ支援として75
万円（1回のみ）

④実績：2008年４月すずらん台地区で第１号有償ボ
ランティア組織がスタート。現在15の地域づく
り組織のうち、８つの組織で当補助金が活用され、
活発な活動が行われている。

有償ボランティア組織「隠
なばり

おたがいさん」の活動

基　本　情　報

①目的

	 隣近所のつきあいが濃く人情が息づく旧市街地で

はその昔当たり前だった「おたがいさん」の心で、

高齢者が住み慣れた土地で安心して暮らせる魅力

あるまちづくりを目指す。

②2012年４月発足

35連携の参考事例


連携の 
参考事例 地域施策と福祉施策の連携 《三重県名張市》
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③庭木の手入れや、部屋の掃除・電球交換、買い物

支援や、外出支援などの生活支援

④利用料１回500円、年会費500円、賛助会費（年）1,000

円

⑤利用会員125名、協力会員71名（2018年２月現在）

「隠（なばり）おたがいさん」の利用方法は

　まずは会員登録を行います。その後、支援してほしい

ことがあったら事務所に連絡を入れます。そしてコー

ディネーターが電話か訪問で支援内容を聞き取り、支援

日と協力者を伝えます。利用料は協力会員１人、１時間

につき500円を支払うという流れになります。

　副代表で民生委員歴25年の福山悦子さんは、「名張地

区には昔から、向こう三軒両隣の付き合いがあり、ずっ

と今も続いている。新しいことをやろうというのではな

くて、ささいなこと、自分ができることだけをそれぞれ

がやっていただくことが大事」と話されます。

最後に

　高齢になっても、みんなが助け合って自立し、最
期まで一緒に暮らしていきたいと思えるまちをつく
るための工夫として、地域のコミュニティ施策も福
祉施策も、まちづくりという同じ目的のために連動
させて使うという考えもあってよいと思います。
名張市では行政と住民の協働のもと、今後もこれら
の住民主体の取組が市全域に展開することを目指し
ていきます。

◦ サービス開始から終了まで ◦

36

障子貼り

簡単な
大工仕

事
お墓参

り隠
なばり

おたがいさんの活動の様子
事務所

開所日／月曜日・水曜日・金曜日
時　間／午前9:00~12:00 スタッフは毎回2人づつの当番制
報　酬／1時間200円

ボランティア

民生委員
・

児童委員

事 務 所

コーディネーター

依 頼 者
活 動

民生委員
・

児童委員

400円

500円

500円

【利用料金】
１時間
 一人500円

本事例からは多くのことが学べ
ますが、特に注目すべき２点を挙げ

ておきたいと思います。

●名張市が、地域からの意見に真摯に耳を
傾け、行政本位ではなく、住民が発想した
生活支援活動に使いやすいように制度を構築
したこと。

●まちづくり部署が構築・協働してきた「地域
づくり組織」が、（福祉の）地域包括ケアシス
テムにおいて、極めて重要な位置をしめるよ
うになったこと。これを今後も施策的に拡げ
ていく予定であること。

com
ment
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01　はじめに

平成29年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）
『地域づくりにおける生活支援体制整備事業と地域づくりに関する各種事業との連携に関する調査研究事業』

研究委員会名簿

所 属 役 職 氏 名

委 員 長 日本福祉大学 社会福祉学部 教 授 平野　隆之

委 員 岩手大学 農学部 教 授 広田　純一

委 員 静岡県　経営管理部　地域振興局　地域振興課 主 査 石川　晴子

委 員 雲南市役所 政策企画部　地域振興課 企 画 官 板持　周治

委 員 名張市役所　地域環境部 部 長 田中　明子

委 員 大垣市役所　福祉部　高齢介護課 課 長 篠田　　浩

委 員 ＮＰＯ法人 都岐沙羅パートナーズセンター 事務局長・理事 斎藤　主税

委 員 全国コミュニティライフサポートセンター 理 事 長 池田　昌弘

オブザーバー

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局

事 務 局 全国コミュニティライフサポートセンター 調査研究担当 田所　英賢

※順不同

地域づくり（部署）と福祉（部署）連携のための 
ガイドブック

～いっしょにやればうまくいく！～

2018年３月20日
特定非営利活動法人全国コミュニティライフサポートセンター（CLC）
〒981-0932　宮城県仙台市青葉区木町16-30　シンエイ木町ビル１F

TEL 022-727-8730　FAX 022-727-8737
http://www.clc-japan.com/

制作　七七舎／デザイン　石原雅彦
印刷　㈱ファーストワン
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平
成

２
９
年

度
厚

生
労

働
省

老
人

保
健

健
康

増
進

等
事

業

回
答

票
は

、
３

枚
あ

り
ま

す
。

本
調

査
は

、
各

都
道

府
県

に
お
い
て
、
地

域
活

性
化

に
係

る
施

策
を
担

当
さ
れ

て
い
る
部

署
に

お
伺

い
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。

本
調

査
に
お
け
る
「
地

域
づ
く
り
を
目

的
と
し
た
、
介

護
予

防
・
福

祉
と
の

連
携

事
業

」
と
は

、

行
政

政
策

上
、
複

数
部

署
の

協
力

・
連

携
に
よ
り
実

施
さ
れ

て
い
る
地

域
づ
く
り
に
関

す
る
事

業
の

う
ち
、

「
介

護
予

防
（
高

齢
者

の
社

会
参

加
、
生

活
支

援
等

に
関

す
る
取

組
）
・
福

祉
（
子

育
て
支

援
や

障
害

者

支
援
、
生
活
困
窮
者
支
援
等
）
」
と
関
連
し
た
取
組
と
し
ま
す
。

一
例
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
事
業
な
ど
を
想
定
し
て
い
ま
す
。

　
　
（
例

）

○
　
農

業
と
連

携
し
た
障

害
者

の
就

労
支

援
の

場
づ
く
り

（
農

政
担

当
部

局
と
障

害
福

祉
担

当
部

局
の

連
携

）

○
　
高

齢
者

が
従

事
す
る
子

ど
も
食

堂
の

創
設

に
よ
る
、
高

齢
者

の
社

会
参

加
の

場
づ
く
り

（
児

童
福

祉
担

当
部

局
と
高

齢
者

福
祉

担
当

部
局

の
連

携
）

○
　
「
小

さ
な
拠

点
」
で
あ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
拠

点
に
お
い
て
、
介

護
予

防
の

体
操

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実

施

（
小

さ
な
拠

点
担

当
部

局
と
介

護
保

険
担

当
部

局
の

連
携

）

○
　
地

元
産

業
と
連

携
し
た
、
生

活
困

窮
者

の
中

間
的

就
労

支
援

（
産

業
商

工
系

と
福

祉
担

当
部

局
の

連
携

）

※
　
な
お
、
行

政
か

ら
の

予
算

補
助

の
有

無
は

問
い
ま
せ

ん
。

—
　

　
質

　
問

　
票

　
　

—

「
地

域
づ
く
り
に
お
け
る
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
と
地

域
づ
く
り
に
関

す
る
各

種
事

業
と
の

連
携

に
関

す
る
調

査
研

究
事

業
」

※
回

答
は

、
封

入
し

て
お

り
ま

す
『

回
答

票
』

に
ご

記
入

く
だ

さ
い

地
域
づ
く
り
を
目
的
と
し
た

連
携
事
業
に
関
す

る
調
査

問
１

．
貴

都
道

府
県

に
お

い
て

、
「
地

域
づ

く
り

を
目

的
と

し
た

、
介

護
予

防
・
福

祉
と

の
連

携
」
を

推
進

す
る

た
め

の
、

関
連

す
る

部
署

間
で

の
情

報
共

有
の

場
・
会

議
等

は
あ

り
ま

す
か

。

こ
の

よ
う

な
場

に
介

護
予

防
・
福

祉
系

部
署

が
参

加
し

て
い

れ
ば

、
「
開

催
し

て
い

る
」
と

回
答

し
て

く
だ

さ
い

。
　

　

（
例

：
地

域
活

性
化

部
署

、
福

祉
系

部
署

、
農

業
振

興
系

部
署

、
交

通
系

部
署

な
ど

が
、

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

　
　

　
支

援
等

を
目

的
と

し
て

情
報

交
換

を
す

る
会

議
な

ど
）

（
　

回
答

は
ひ

と
つ

　
）

１
．

そ
の

よ
う

な
場

・
会

議
は

な
い

２
．

不
定

期
に

開
催

し
て

い
る

３
．

定
期

的
に

開
催

し
て

い
る

「
３
．
定

期
的

に
開

催
」
と
お

答
え
の
方

に

附
問

1
.開

催
頻

度
は

、
ど

れ
く
ら

い
で

す
か

（
　

回
答

は
ひ

と
つ

　
）

１
．

　
1
ヶ

月
に

1
回

以
上

２
．

　
２

～
４

ヶ
月

に
１

回
程

度

３
．

　
半

年
に

１
回

程
度

４
．

　
半

年
～

１
年

に
１

回
程

度

問
１
で
、
「
２
．
不

定
期

に
開

催
」
、
「
３
．
定

期
的

に
開

催
」
と
お

答
え
の
方

に

附
問

２
　

情
報

共
有

の
場

や
会

議
の

開
催

目
的

を
教

え
て

下
さ

い
。

（
記

述
回

答
）

附
問

３
　

参
加

さ
れ

て
い

る
部

署
名

を
具

体
的

に
教

え
て

く
だ

さ
い

（
記

述
回

答
）

※
回

答
の

代
わ

り
に

、
会

議
の

開
催

要
項

や
名

簿
等

を
お

送
り

い
た

だ
い

て
も

構
い

ま
せ

ん
。

附
問

４
　

そ
の

よ
う

な
会

議
・
場

を
主

に
主

催
し

て
い

る
部

署
を

教
え

て
く
だ

さ
い

。
（
記

述
回

答
）

問
１
で
、
「
１
．
そ
の
よ
う
な
場

・
会

議
は

な
い
」
と
お

答
え
の
方

に

附
問

５
　

そ
の

よ
う

な
場

・
会

議
が

な
い

理
由

と
し

て
、

あ
て

は
ま

る
も

の
を

お
選

び
く
だ

さ
い

。

（
　

回
答

は
い

く
つ

で
も

　
）

１
．

介
護

予
防

・
福

祉
と

の
連

携
の

必
要

性
を

感
じ

て
い

な
い

２
．

（
介

護
予

防
・
福

祉
も

含
め

た
）
他

部
門

と
の

連
携

の
必

要
性

を
感

じ
て

い
な

い

３
．

連
携

は
必

要
と

感
じ

て
い

る
が

、
介

護
予

防
・
福

祉
を

含
め

た
他

部
門

に
、

連
携

の
必

要
性

を
理

解
し

て
も

ら
え

な
い

４
．

連
携

は
必

要
と

感
じ

て
い

る
が

、
部

署
間

の
調

整
の

手
間

を
考

え
る

と
、

そ
の

よ
う

な
会

議
・
場

を
持

つ
余

裕
が

な
い

５
．

福
祉

系
に

「
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
※

」
の

よ
う

な
、

地
域

づ
く
り

に
活

用

で
き

る
制

度
が

あ
る

こ
と

を
知

ら
な

か
っ

た

６
．

そ
の

他
　

（
 具

体
的

に
：
記

述
回

答
 ）

※
「
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
」
に

つ
い

て
は

、
添

付
別

紙
を

ご
参

照
下

さ
い

★
　

【
　

回
答

　
】

　
→

　
『

　
回

答
票

　
』

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
　

★
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問
２

．
（
地

域
活

性
化

担
当

部
署

か
ら

み
て

）
　

地
域

づ
く
り

に
関

し
て

、
介

護
予

防
・
福

祉
系

の
部

署
と

連
携

し
て

い
く
場

合
、

何
が

課
題

と
な

り
ま

す
か

。
（
回

答
は

い
く
つ

で
も

）

１
．

そ
も

そ
も

、
地

域
づ

く
り

と
介

護
予

防
・
福

祉
と

の
接

点
が

わ
か

ら
な

い

２
．

介
護

予
防

・
福

祉
と

の
協

働
の

必
要

性
を

感
じ

て
い

な
い

３
．

福
祉

系
部

署
が

、
地

域
づ

く
り

と
の

協
働

の
必

要
性

を
感

じ
て

い
な

い

４
．

協
働

の
必

要
性

は
理

解
で

き
る

が
、

具
体

的
に

、
ど

の
よ

う
な

協
働

が
あ

り
得

る
の

か

わ
か

ら
な

い
（
具

体
的

イ
メ

ー
ジ

が
わ

か
な

い
）

５
．

福
祉

系
部

署
・
市

町
村

か
ら

、
協

働
の

話
を

持
ち

込
ま

れ
た

こ
と

が
な

い
の

で
、

具
体

化
し

な
い

（
具

体
的

な
協

働
の

機
会

が
な

い
）

６
．

市
町

村
の

担
当

者
が

、
介

護
予

防
・
福

祉
と

の
協

働
の

必
要

性
を

感
じ

て
い

な
い

７
．

そ
の

他
　

（
 国

・
都

道
府

県
・
市

町
村

ど
の

レ
ベ

ル
の

話
で

も
結

構
で

す
：
記

述
回

答
 ）

問
３

．
貴

都
道

府
県

下
市

町
村

の
地

域
活

性
化

担
当

部
署

（
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
支

援
部

署
）
に

対
し

て
、

介
護

予
防

・
福

祉
と

の
連

携
を

推
進

す
る

た
め

に
、

ど
の

よ
う

な
支

援
を

行
っ

て
い

ま
す

か
。

（
回

答
は

い
く
つ

で
も

）

１
．

担
当

者
（
市

町
村

、
関

係
団

体
を

含
む

）
に

対
す

る
研

修
会

・
勉

強
会

の
開

催

２
．

情
報

交
換

会
・
意

見
交

換
会

の
開

催

３
．

必
要

に
応

じ
て

、
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
派

遣
・
紹

介
や

県
担

当
職

員
の

訪
問

４
．

全
国

の
先

駆
的

な
事

例
や

参
考

に
な

る
事

例
の

紹
介

５
．

利
用

可
能

な
国

の
施

策
等

の
紹

介

６
．

市
町

村
等

か
ら

要
望

に
応

じ
て

、
庁

内
関

係
部

署
や

関
係

他
市

町
村

の
調

整

７
．

そ
の

他
　

　
（
　

具
体

的
に

：
　

記
述

回
答

　
）

８
．

特
に

何
も

行
っ

て
い

な
い

問
４

．
貴

担
当

部
署

に
お

い
て

地
域

づ
く
り

に
関

す
る

取
組

を
進

め
る

中
で

、
市

町
村

等
か

ら
複

数
の

政
策

分
野

に

ま
た

が
る

取
組

の
相

談
を

受
け

た
こ

と
が

あ
り

ま
し

た
ら

、
そ

の
内

容
（
数

多
い

場
合

に
は

、
相

談
の

多
か

っ
た

内
容

）
を

簡
単

に
記

載
し

て
下

さ
い

。

介
護

予
防

・
福

祉
分

野
に
関

連
し
た
取

組
に
限

ら
ず

回
答

い
た
だ
い
て
構

い
ま
せ

ん
が
、

介
護

予
防

・
福

祉
分

野
に
関

連
し
た
内

容
が
あ
り
ま
し
た
ら
、
そ
ち
ら
を
優

先
し
て
ご
回

答
を
お

願
い
し
ま
す

。

（
記

述
回

答
）

裏
面

に
続

き
ま

す
　

　
☞

問
５

．
貴

都
道

府
県

内
で

、
次

の
（
１

）
～

（
３

）
の

全
て

に
該

当
す

る
事

業
を

行
っ

て
い

る
小

さ
な

拠
点

・
地

域

運
営

組
織

等
が

あ
り

ま
し

た
ら

、
ご

紹
介

く
だ

さ
い

。

（
１

）
　

地
域

づ
く

り
、

地
域

課
題

の
解

決
を

目
的

と
し

て
い

る

（
２

）
　

複
数

の
政

策
分

野
に

ま
た

が
っ

た
活

動
を

し
て

い
る

（
３

）
　

そ
れ

ら
活

動
分

野
の

中
に

、
「
介

護
予

防
・
福

祉
」
を

含
ん

で
い

る

（
特

に
、

高
齢

者
向

け
の

介
護

予
防

や
生

活
支

援
を

行
う

取
組

に
つ

い
て

ご
紹

介
く
だ

さ
い

）

【
　

ご
記

入
い

た
だ

き
た

い
事

項
　

】

・
活

動
団

体
名

・
代

表
者

・
団

体
所

在
地

　
（
わ

か
る

範
囲

で
結

構
で

す
。

市
町

村
名

は
ご

記
入

お
願

い
し

ま
す

）

・
連

絡
先

電
話

番
号

・
活

動
分

野
　

（
拠

点
整

備
、

生
活

支
援

、
産

業
振

興
、

教
育

・
人

材
育

成
、

介
護

・
福

祉
、

他
）

・
活

動
内

容
　

（
簡

単
に

ま
と

め
て

い
た

だ
い

て
結

構
で

す
）

・
行

政
が

関
係

し
て

い
る

部
署

○
該

当
す

る
団

体
が

多
い

場
合

、
代

表
的

（
ま

た
は

先
駆

的
）
と

思
わ

れ
る

団
体

を
最

大
６

団
体

、

ご
記

入
く
だ

さ
い

。
選

択
す

る
基

準
は

特
に

あ
り

ま
せ

ん
。

○
複

数
の

市
町

村
を

エ
リ

ア
と

し
て

い
る

な
ど

、
広

域
的

に
活

動
を

行
っ

て
い

る
団

体
等

や
取

組
を

記
載

し
て

い
た

だ
い

て
も

構
い

ま
せ

ん
。

○
そ

の
他

、
活

動
の

内
容

が
分

か
る

資
料

が
あ

り
ま

し
た

ら
、

回
答

票
と

一
緒

に
情

報
提

供
（
F
A

X
送

信
等

）

い
た

だ
け

れ
ば

幸
い

で
す

。

調
査

は
以

上
に

な
り

ま
す

。

ご
多

忙
の

と
こ

ろ
、

ご
協

力
、

誠
に

あ
り

が
と

う
ご

ざ
い

ま
し

た
。

回
答

を
ご

記
入

い
た

だ
き

ま
し

た
 『

回
答

票
』
 を

、
1
1
月

2
4
日

（
金

）
ま

で

Ｆ
Ａ

Ｘ
：

０
２

２
　

－
　

７
２

７
　

－
　

８
７

３
７

に
、

F
A

X
送

信
く
だ

さ
い

ま
す

よ
う

、
お

願
い

申
し

上
げ

ま
す

。

　
な

お
、

平
成

3
0
年

3
月

末
に

、
本

研
究

事
業

の
成

果
品

で
あ

る
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
を

全
国

自
治

体
さ

ま
宛

て
に

送
付

さ
せ

て
い

た
だ

き
ま

す
。

　
届

き
ま

し
た

折
に

は
、

ぜ
ひ

ご
覧

い
た

だ
き

、
活

用
く

だ
さ

い
。
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平
成
2
9
年
7
月
2
0
日

島
根
県

雲
南
市

（
政

策
企

画
部

地
域

振
興

課
）

小
規

模
多

機
能

自
治

に
よ
る

住
民

主
体

の
ま
ち
づ
く
り

～
雲

南
市

の
地

域
自

主
組

織
～

•
平

成
1
6
年

1
1
月

1
日

、
６

町
村

で
合

併
し

、
「

雲
南

市
」

誕
生

。

■
面

積
５
５
３
．
２
ｋ
㎡

（
東

京
２
３
区

の
約

９
割

）
■

人
口

３
９
，
０
３
２
人

（
平

成
２
７
年

国
勢

調
査

）

雲
南
市
の
概
要

1

出
雲

市
●

島
根
県

●
松

江
市

島
根
県

中
山

間
地

域
で
、

全
域

が
過

疎
指

定

地
域
自
主
組
織
の
事
例
紹
介

【
躍

動
と
安

ら
ぎ
の

里
づ
く
り
鍋

山
】

※
H2

4地
域

自
主

組
織

取
組

発
表

会
資

料
よ
り

安
心

生
活

見
守

り
事

業

3

「
ま
め
な
か
君
の
水
道
検
針
」

「
守
る
君
の
ま
か
せ
て
支
援
事
業
」

市
水
道
局
と
の
委
託
契
約
で

検
針
機
会
を
利
用
し
、

毎
月
、
全
世
帯
を
訪
問
、
声
か
け
。

２
４
時
間
体
制
で

要
援
護
者
の
見
守
り
と

Ｓ
Ｏ
Ｓ
を
受
信
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地
域
自
主
組
織
の
事
例
紹
介

【
中

野
の

里
づ
く
り
委

員
会

】

※
H2

4地
域

自
主

組
織

取
組

発
表

会
資

料
よ
り

笑
ん
が

わ
市

5

中
野
の
里
づ
く
り
委
員
会

産
直
コ
ー
ナ
ー

憩
い
の
コ
ー
ナ
ー

笑
ん
が

わ
市

6

中
野
の
里
づ
く
り
委
員
会

・
平

成
２
２
年

１
０
月

に
Ｊ
Ａ
が

閉
店

し
、
空

き
店

舗
の

活
用

を
地

域
で
検

討
。

・
平
成
２
３
年
６
月
、
産
直
市
＋
サ
ロ
ン
機
能
の
「
笑
ん
が
わ
市
」
を
オ
ー
プ
ン
。

・
毎
週
木
曜
日
、
午
前
１
０
時
～
午
後
２
時
ま
で
営
業
。

・
産

直
コ
ー
ナ
ー
：
地

元
の

野
菜

、
Ｊ
Ａ
果

樹
セ
ン
タ
ー
の

果
物

、
漁

港
か

ら
の

鮮
魚

販
売

、
パ

ン
の

移
動

販
売

、
生

協
、
包

丁
研

ぎ
等

、
売

り
手

が
集

ま
っ
て
い
る
。

・
憩
い
の
コ
ー
ナ
ー
は
、
２
０
０
円
を
支
払
え
ば
誰
で
も
手
作
り
の
お
茶
請
け
や
コ
ー

ヒ
ー
が
飲
食
可
能
で
、
地
域
内
外
の
人
た
ち
の
楽
し
い
交
流
の
場
と
な
っ
て
い
る
。

【
吉

田
地

区
振

興
協

議
会

】

地
域
自
主
組
織
の
事
例
紹
介

※
H2

7地
域

自
主

組
織

取
組

発
表

会
資

料
よ
り
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事
業

名
:（
「
に
こ
に
こ
通

信
」
事

業
）

①
事

業
内

容

・
吉

田
町

内
の

７
５
歳

以
上

の
ひ
と
り
暮

ら
し
高

齢
者

に
毎

月
１
回

配
布

を
す
る

・
吉

田
中

学
校

２
年

生
が

毎
月

２
名

ず
つ
手

紙
の

作
成

を
す
る

・
自

治
会

福
祉

委
員

が
配

布
し
声

か
け
に
よ
る

安
否

確
認

を
す
る

8

②
こ
こ
が

ポ
イ
ン
ト
！

（
工
夫
・
努
力
し
て
い
る
こ
と
）

・
「
に
こ
に
こ
通

信
」
を
実

施
し
た
き
っ
か

け

→
 自

治
会

福
祉

員
の

業
務

と
し
て
の

位
置

付
け

自
治

会
福

祉
委

員
へ

の
見

守
り
活

動
へ

の
意

識
づ
け

・
「
に
こ
に
こ
通

信
」
の

名
前

の
意

味

→
 高

齢
者

に
い
つ
も
笑

顔
で
「
に
こ
に
こ
」
し
て
も
ら

い
た
い

事
業

名
：
（
「
に
こ
に
こ
通

信
」
事

業
）

9

事
業

名
：
（
「
に
こ
に
こ
通

信
」
事

業
）

10

み
と
や
世
代
間
交
流
施
設
「
ほ
ほ
笑
み
」

11

地
域
自
主
組
織

三
刀

屋
地

区
ま
ち
づ
く
り
協

議
会

就
労
支
援

A
型
事
業
所

「
エ
コ
カ
レ
ッ
ジ
」

訪
問
看
護

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

「
コ
ミ
ケ
ア
」

空
き
店
舗
を
改
修
し
、
３
者
で
共
同
運
営
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12

サ
ロ
ン
×
健
康
体
操

高
齢
者
×
幼
稚
園
児

サ
ロ
ン
×
血
圧
測
定
等
（
コ
ミ
ケ
ア
）

高
齢
者
×
高
校
生

人 材 確 保

観 光 ・ 交 流

地 域 交 通

防 災 ・ 防 犯

介 護 予 防

健 康 づ く り

施 設 管 理

農 林 業

子 育 て

人 材 育 成

除 雪

買 い 物 支 援

各 種 サ ー ビ ス

地 域 課 題

13

安
心

安
全

組
織

＆
拠

点
施

設
＆

常
設

事
務

局

持
続

可
能

性
の
確

保

伝 統 文 化 継 承

歴
史

・
文

化

地 域 史 学 習

住
民

・
各

種
団

体

会
長

副
会

長

常
設

事
務

局
監
査

機
関

理
事

会
等

○ ○ 部 会

～
概

ね
小

学
校

区
～

○ ○ 部 会

○ ○ 部 会

○ ○ 部 会

地
域

自
主

組
織

市
内

全
域

に
３
０
組

織

１
地

域
あ
た
り

２
０
０
人

弱
～

６
０
０
０
人

程
度

（
平

均
約

１
３
５
０
人

）

地
域
課
題
を
、
住
民
自
ら
が
、
事
業
化
し
て
解
決
！

「
交

流
セ
ン
タ
ー
」
３
０
か

所

・
公

民
館

を
転

換
（
H2

2）
・
組

織
の

活
動

拠
点

14

地
域

自
主

組
織

（
一

覧
）

■
人

口
規

模
２
０
０
人
弱
～
６
０
０
０
人
程
度

（
平

均
約

１
３
５
０
人

）

■
世

帯
数

６
０
弱
～
１
９
０
０
世
帯
程
度

（
平

均
約

４
４
０
世

帯
）

■
面

積
規

模
０
.８
５
～
７
３
km

2程
度

（
平

均
約

１
８
.４
５
km

2）

■
人

口
密

度
１
０
～
９
２
５
人

/k
m
2程

度
（
平

均
１
９
３
人

/k
m
2）

加
茂

地
区

地
域

自
主

組
織

の
活

動
拠

点
施

設
（
小

さ
な
拠

点
）

幅
広

い
市

民
活

動
の

拠
点

地
域

自
主

組
織

の
活

動
拠

点

企
画

・
指

導
・

支
援

雲 南 市

（ 所 管 市 長 部 局 ）

・ 指 定 管 理 料

・ 地 域 づ く り

活 動 交 付 金

地 域 自 主 組 織

地
域

づ
く
り
担

当
職

員
に
よ
る
支

援

・ 常 勤 ２ 名 ＋ 非 常 勤 数 名 （ 標 準 ）

★ 全 て 地 域 自 主 組 織 で 雇 用

交 流 セ ン タ ー

H2
2年

度
～

↓
一 体 化

移 行
↓

15

H
25

年
度

～
●

地
域

福
祉

も
一

体
化

●
地

域
雇

用
へ

移
行

公 民 館

自 主 事 業 市 の 事 業

館 長 （ 市 が 任 命 ）

主 事
（ 協 議 会 が 任 命 ）

公
民

館

雲 南 市

（ 所 管 教 育 委 員 会 ）

活
動

補
助

金

利
用

参
加

参
加

地 域 住 民

企
画

・
指

導
・

支
援

生
涯

学
習
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従
来

（
Ｈ
２
４
年

度
ま
で
）

交
流

セ
ン
タ
ー
職

員
と
地

域
自

主
組

織
の

一
体

化

地
域
自
主
組
織

交
流

セ
ン
タ
ー

交
流
セ
ン
タ
ー

雇
用
協
議
会

職
員

配
置

直
接

雇
用

方
式

（
Ｈ
２
５
年

度
～

）

地
域
自
主
組
織

交
流

セ
ン
タ
ー

社
会

保
険

労
務

士

事
務
代
行

直
接
雇
用

手
数
料

※
１
件
か
ら
で
も
可
。

（
直
営
と
代
行
は
選
択
性
）

事
務
局
）
地
域
振
興
課

※
交
流
Ｃ
職
員
は
、
地
域
自

主
組
織
の
事
務
は
も
つ
も

の
の
、
指
示
命
令
系
統
と

雇
用
主
の
関
係
が
不
整
合
。

16

給
与
支
払

【
Ｈ
２
５
年

度
か

ら
の

制
度

改
善

策
】

※
市
か
ら
財
源
手
当
。

地
域
自
主
組
織
に
よ
る
直

接
雇
用
方
式
に
よ
り
、
交
流

セ
ン
タ
ー
職

員
と
地

域
自

主
組

織
間

の
乖

離
を
制

度
的

に
解

消
し
、
一

体
化

。

こ
れ
に
よ
り
、
交
流
セ
ン

タ
ー
を
名

実
と
も
に
地

域
自

主
組

織
の

活
動

拠
点

と
し
て

活
用
で
き
る
。

地
域

福
祉

の
見

直
し

17

【
Ｈ
２
５
年

度
か

ら
の

制
度

改
善

策
】

○ ○ ○ 部

福 祉 部 門

（ 福 祉 委 員 会 ）

執
行

機
関

副
会
長

会
長

○ ○ ○ 部

事
務

局
福

祉
推

進
員

市

社 協

一
括

交
付

金
人

件
費

地
域

自
主

組
織

委
嘱

見
直

し

×
推
進
員
の
役
割
や
社
協
の

関
り
方
等
を
明
示

指
導

・
支

援

○ ○ ○ 部

福 祉 部

執
行

機
関

副
会
長

会
長

○ ○ ○ 部

事
務

局

福 祉 委 員 会

福
祉

推
進

員

市

活
動

費

人
件

費

人
件

費

地
域

自
主

組
織

委
嘱

人
件

費

社 協
活

動
費

※
地
域
自
主
組
織
へ
交
付

～ H
2
4

～H
2
5

地
域

自
主

組
織

地
域

自
主

組
織

地
域

自
主

組
織

地
域

自
主

組
織

N
PO

法
人

ま
ち
づ
く
り
G

N
PO

法
人

ま
ち
づ
く
り
G

N
PO

法
人

ま
ち
づ
く
り
G

N
PO

法
人

ま
ち
づ
く
り
G

行
政

パ
ー
ト
ナ
ー

18

意
識
改
革

（
市

民
は

ま
ち
づ
く
り
の

パ
ー
ト
ナ
ー
）

○
住
民
自
治
の
中
核

＝
地
域
自
主
組
織

市
民

と
行

政
が

垂
直

的
関

係
か

ら
水

平
関

係
に

（
統

治
的

）
（
協

働
）

生
命

と
神

話
が

息
づ
く

新
し
い
日

本
の

ふ
る
さ
と
づ
く
り

ま
ち
づ
く
り
の

基
本

理
念

（
共

通
の

目
標

）

協
働

の
ま
ち
づ
く
り

○
N
PO

法
人
・
ま
ち
づ
く
り
G＝

自
治
を
補
完

新
し
い
公
共
の
創
出

小
規

模
多

機
能

自
治

の
進

展

と
変
化
し
た
地
域
が
増
加
。

「
…
や
っ
て
く
れ
な
い
」

「
…
や
ら
し
て
く
れ
な
い
」

か
ら

そ
の
結
果

19

住
民
票
の
発
行
な
ど
の
窓
口
サ
ー
ビ
ス
、
行
政
文
書
の
取
次
ぎ
、

市
民
バ
ス
回
数
券
の
販
売
が
で
き
な
い
か

な
ど

“
開
か
れ
た
公
共
“
へ
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全
国

の
自

治
体

等

課
題

へ
の

対
応

策

・
取

り
組

ん
で
い
る

・
こ
れ

か
ら
…

・
関

心
が

あ
る

小
規

模
多

機
能

自
治

推
進

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
会

議

様
々

な
推

進
上

の
課

題

・
税

制
面

・
財

政
面

・
規

制
面

・
法

人
制

度
等

・
組

織
づ
く
り
策

・
拠

点
づ
く
り
策

・
人

材
確

保
策

・
人

材
育

成
策

・
条

例
整

備
策

等

内 的 要 因 外 的 要 因

状
況

・
課

題
の

共
有

推
進

全
国

的
に
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

（
情

報
共

有
・
連

携
）

Ｍ
Ｌ
情

報
交

換
ブ
ロ
ッ
ク
会

議

４
６
都
道
府
県
内

の
２
６
０
会

員
（
H2

9.
7.
12

現
在
）

H
2
7
.2
.1
7

1
4
2
会

員
で
発

足

う
ち
自

治
体

会
員

２
２
４

（
１
県

１
８
０
市

４
３
町

村
）

※
参

考
・
政

令
指

定
都

市
５
市

・
中

核
市

１
６
市

・
県

庁
所

在
地

１
６
市

20

小
規
模
多
機
能
自
治
組
織
の
性
格

●
地
域
内
の
こ
と
を
「
自
ら
考
え
、
決
定
し
、
実
行
」
す
る
組
織
。

…
実
行
す
る
の
は
、
組
織
本
体
の
場
合
も
あ
れ
ば
、

組
織
内
の
構
成
団
体
の
場
合
も
あ
る
。

●
そ
の
結
果
、
地
域
主
体
で
公
共
の
福
祉
を
担
っ
て
お
り
、

行
政
と
も
協
働
し
、
住
み
よ
い
地
域
の
形
成
を
図
っ
て
い
る
。 2
1

地
域

の
自

治
地

域
の

運
営

＆
（
自
ら
考
え
、
決
定
）

（
実
践
・
実
行
）

＜
概
ね
小
学
校
区
の
範
域
＞

22

補
完
性
の
原
則
に
基
づ
く
優
先
度

自
助

公
助

重
層

的
重

層
的

23

一
般

的
な

進
化

の
過

程

①
「
協

働
」
姿

勢
を
打

出
す

②
計

画
・
要

綱
・
指

針
等

を
定

め
る

③
組

織
化

（
準

備
）

④
組

織
化

（
徐

々
に
結

成
）

時
期

進 度

⑤
組

織
化

（
全

域
化

）

⑥
拠

点
施

設
の

確
保

・
整

備

⑦
事

務
局

体
制

（
人

的
配

置
）

⑦
事

務
局

体
制

（
人

的
配

置
）

⑧
地

域
代

表
的

性
格

⑧
地

域
代

表
的

性
格

初
期

段
階

対
等

性

←
人

的
支

援
←
組

織
化

資
金

（
補

助
金

等
）

←
人

的
支

援
←
組

織
運

営
資

金
←
組

織
活

動
資

金
（
補

助
金

等
）

←
人

的
支

援
←
指

定
管

理
料

←
組

織
運

営
・
活

動
資

金
（
交

付
金

等
）

新
し
い
公

共

地
域

の
主

体
性

活
動

の
活

発
化

←
分

野
別

円
卓

会
議

←
取

組
発

表
会

←
研

修
・
情

報
提

供

中
期

段
階

巡
航

段
階

…
条

例
等

→
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先
行

他
自

治
体

で
の

停
滞

事
例

か
ら
言

え
る
こ
と

①
「
協
働
」
が
明
確
に
な
っ
て
お
ら
ず
、
浸
透
し
て
い
な
い
。

…
行
政
の
た
め
？
と
い
う
や
ら
さ
れ
感

②
地
域
と
行
政
が
、
対
等
で
は
な
く
上
意
下
達
的
。

…
“
小
さ
な
役
所
”
、
“
や
っ
て
も
ら
う
”
と
い
う
行
政
の
意
識

③
補
完
性
で
は
な
く
、
役
割
分
担
と
い
う
名
の
も
と
に
線
引
き
。

④
住
民
自
治
の
仕
組
み
に
な
っ
て
い
な
い
。

…
例
）
事
務
局
が
行
政
の
身
分
、

指
定
管
理
の
仕
様
書
に
ソ
フ
ト
活
動
を
規
定

な
ど

⑤
進
度
に
応
じ
た
対
応
が
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、
柔
軟
性
に
欠
け
る
。

…
例
）
い
き
な
り
交
付
金
化
し
、
単
に
イ
ベ
ン
ト
が
増
え
た
だ
け

⑥
制
度
の
み
で
、
適
切
な
仕
掛
け
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。

…
学
び
合
い
、
磨
き
合
い
の
機
会
が
な
い

な
ど

24
住
民
自
身
に
よ
る
、
住
民
の
主
体
的
活
動
が
基
本
！

（
ブ
ラ
ン
ド
メ
ッ
セ
ー
ジ
）
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三 重 県 名 張 市 の 概 要 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概 要 

① 人  口              ７９，４３３人（平成 29 年 7 月 1日現在） 

世 帯 数              ３３，６６７世帯 

② 高齢化率                ２９．９％ 

後期高齢化率              １３．３％ 

③ 面  積              １２９．７７㎢  

④ 特  徴 

 当市は、三重県の西部に位置し、近畿と中部の接点にあります。古くは万葉の時代から

東西往来の要所、宿駅として栄えてきたところです。 

 昭和 29 年の市政発足時、人口約 3万人でしたが、昭和 40 年代以降関西のベッドタウン

として大規模住宅開発が進み、人口が急激に増加しました。  

現在、人口は微減傾向にあります。 

① 日常生活圏域                    ５圏域 

（介護保険事業状況報告 平成２９年６月分より）

② 介護認定状況(第１号被保険者＋第２号被保険者) 

・要介護認定率                   １６．３％ 

・要介護１〜５               ３，０６４＋７２人 

・要支援１・２                 ７７２＋１５人 

③ 居宅介護サービス利用状況(居宅＋地域密着型) 

・要介護認定者              １，８７１＋４６４人 

・要支援認定者                ２３４＋ ２８人 

④ 地域包括支援センター              直営  １か所 

ブランチ まちの保健室             直営 １５か所  

⑤ 介護予防・日常生活支援総合事業      平成２７年１０月１日実施 

⑥ 協議体の設置               「地域づくり組織」が該当 

⑦ 生活支援コーディネーターの配置       平成２８年１０月から 

名張市社会福祉協議会へ委託  

⑧ 有償ボランティア活動状況            ８団体（８地域） 

                        １団体（１地域）準備中 

⑨ 地域づくり組織                 １５地域 （概ね小学校区） 

地域ごとに包括的な住民自治組織 

名張市自治基本条例の制定（平成１７年制定） 

              名張市地域づくり組織条例（平成２１年制定） 

⑩ 取組 

第 1ステージ    「交付金化」 

           ゆめづくり地域交付金の交付～ 平成１５年度 ～ 

第２ステージ    「組織見直し」 

           区長制度の廃止      ～ 平成２１年度 ～ 

第３ステージ    「地域ビジョン」 

           市総合計画の地域計画   ～ 平成２４年度 ～ 
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１．市の位置と地域づくり組織 

 

 

 

 

93



 
 

 

２.ゆめづくり交付金の原資 

 

防
犯
灯
管
理
事
業
等

平成14年度実績　約5,000万円

地域向け補助金等

老
人
保
健
福
祉
週
間

青
少
年
育
成
団
体
活
動

地
区
婦
人
会
活
動

資
源
ご
み
集
団
回
収

 

  ※現在は 15 地域 

   

３．住民主体のまちづくりと地域づくり組織の体制 

   ～～～ 名張市自治基本条例（平成１７年制定） ～～～  

  

          目的 

           ○自治の基本理念と主権者である市民の権利 

           ○市民、市議会及び市の果たすべき役割や市政運営の仕組み 

                            

        

         地方自治の本旨に基づく自治の実現と自立した地域社会の創造 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４地域づくり組織への一括交付金

へ使途自由なまちづくり活動の原資

5,000 万円 

ゆめづくり地域交付金 
廃 止

総 会 

会 長

理事会（役員会）

専門部会 

（福祉、環境等）

コミュニティ 

部会 

総務

部会 

○○

部会 

区又は自治会 子ども会 老人会 女性会 地域づくり組織 

代表者会議 

各地域

各地域各地域 
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～～～ 市民センター条例(平成２７年制定)  ～～～  

  

 

指定管理者制度  社会教育施設 公 民 館（名張市公民館条例）  生涯学習の拠点 

  

                    

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  ４.有償ボランティア活動 

 

 

 

地方自治法による公の施設 市民センター 

生涯学習の拠点 
地域活動の拠点 
地域福祉活動の拠点 
コミュニティビジネス

指定管理者制度 
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実
施

事
業

名
す

ず
ら

ん
台

ラ
イ

フ
サ

ポ
ー

ト
ク

ラ
ブ

生
活

支
援

ﾎ
ﾞﾗ

ﾝ
ﾃ
ｨｱ

「
ポ

パ
イ

」
隠

お
た

が
い

さ
ん

生
活

支
援

セ
ン

タ
ー

助
っ

人
の

会
桔

梗
が

丘
お

助
け

セ
ン

タ
ー

は
た

っ
こ

サ
ポ

ー
ト

コ
モ

コ
モ

サ
ポ

ー
ト

地
域

づ
く

り
組

織
す

ず
ら

ん
台

町
づ

く
り

協
議

会
青

蓮
寺

・
百

合
が

丘
地

域
づ

く
り

協
議

会

名
張

地
区

ま
ち

づ
く

り
推

進
協

議
会

つ
つ

じ
が

丘
・
春

日
丘

自
治

協
議

会

ひ
な

ち
地

域
ゆ

め
づ

く
り

委
員

会
桔

梗
が

丘
自

治
連

合
会

美
旗

ま
ち

づ
く
り

協
議

会
薦

原
地

域
づ

く
り

委
員

会

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

○
○

○
○

○
○

○
○

実
施

し
た

内
容

家
事

・
補

修
・
庭

管
理

家
事

・
日

曜
大

工
・

庭
管

理
家

事
・
補

修
・
庭

管
理

・
付

添
庭

管
理

・
家

具
移

動
等

・
補

修
庭

管
理

・
家

事
・
日

曜
大

工
庭

管
理

・
日

曜
大

工
・
家

事
庭

管
理

・
家

具
移

動
家

事
・
日

曜
大

工
・

庭
管

理

事
 業

 開
 始

平
成

２
０

年
４

月
平

成
２

３
年

４
月

平
成

２
３

年
７

月
平

成
２

３
年

１
１

月
平

成
２

５
年

４
月

平
成

２
７

年
４

月
平

成
２

８
年

４
月

平
成

２
９

年
５

月

外
出

支
援

サ
ー

ビ
ス

○
○

○
○

─
○

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

バ
ス

運
行

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

バ
ス

運
行

形
  
  
  
  
 態

専
用

ワ
ゴ

ン
車

で
買

い
物

・
通

院
支

援
専

用
ワ

ゴ
ン

車
で

買
い

物
支

援
専

用
軽

自
動

車
で

買
い

物
・
通

院
支

援
専

用
ワ

ゴ
ン

車
で

買
い

物
・
通

院
支

援
─

専
用

軽
自

動
車

で
買

い
物

・
通

院
支

援
─

─

事
 業

 開
 始

平
成

２
０

年
４

月
平

成
２

０
年

４
月

平
成

２
９

年
５

月
平

成
２

４
年

１
０

月
─

平
成

２
８

年
１

０
月

─
─

配
食

サ
ー

ビ
ス

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

実
施

他
部

会
で

実
施

他
部

会
で

実
施

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

実
施

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

実
施

○
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
実

施
他

部
会

で
実

施

結
 成

 年
 月

平
成

１
２

年
１

２
月

平
成

２
１

年
３

月
平

成
６

年
７

月
平

成
１

４
年

９
月

平
成

６
年

４
月

平
成

２
９

年
４

月
平

成
１

０
年

５
月

平
成

２
３

年
４

月

実
  
施

  
日

第
１

～
４

水
曜

日
第

１
～

４
水

曜
日

第
１

～
４

水
曜

日
毎

週
水

曜
日

毎
週

水
曜

日
月

・
水

・
金

曜
日

毎
週

水
曜

日
第

４
月

曜
日

自
己

負
担

（
１

食
あ

た
り

）
４

０
０

円
４

０
０

円
４

０
０

円
４

０
０

円
（
現

在
休

止
中

）
５

０
０

円
４

０
０

円
４

０
０

円

備
  
  
  
  
考

平
成

２
９

年
４

月
か

ら Ｎ
Ｐ

Ｏ
法

人
認

証

２
つ

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
団

体
が

実
施

し
て

い
た

が
、

担
い

手
の

高
齢

化
に

よ
り

発
展

解
消

し
地

域
づ

く
り

の
活

動
に

位
置

づ
け

た

◎
１

５
地

域
づ

く
り

組
織

の
う

ち
、

８
団

体
が

実
施

（
う

ち
１

団
体

が
今

年
度

活
動

開
始

、
他

に
１

団
体

が
検

討
中

）

◎
活

動
補

助
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
の

み
実

施
・
・
・
３

０
万

円

外
出

支
援

サ
ー

ビ
ス

を
合

わ
せ

て
実

施
・
・
・
１

０
０

万
円

外
出

支
援

事
業

の
た

め
の

車
両

購
入

補
助

・
・
・
１

５
０

万
円

事
業

の
立

ち
上

げ
補

助
・
・
・
７

５
万

円

※
財

源
介

護
保

険
　

地
域

支
援

事
業

-
介

護
予

防
・
日

常
生

活
総

合
支

援
事

業
-
一

般
介

護
予

防
事

業

三
重

県
名

張
市

に
お

け
る

有
償

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

状
況
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本
委
員
会
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
確
認

と
議
論
の
た
た
き
台

平
成

2
9
年

8
月

2
8
日

第
2
回

委
員

会

雲
南

市
板

持
提

出

「
地

域
づ
く
り
に
お
け
る
生

活
支

援
体

制
整

備
事

業
と
地

域
づ
く
り

に
関

す
る
各

種
事

業
と
の

連
携

に
関

す
る
調

査
研

究
事

業
」

本
委

員
会

の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
（
仮

案
）

①
連

携
の

阻
害

要
因

の
整

理
と
対

策
の

提
示

②
連

携
を
進

め
る
た
め
の

全
体

像
の

提
示

③
行

政
・
地

域
そ
れ

ぞ
れ

に
お
け
る
連

携
モ
デ
ル

の
提

示

④
地

域
と
行

政
の

連
携

方
策

の
提

示

⑤
具

体
的

な
連

携
モ
デ
ル

の
例

示

福
祉

と
ま
ち
づ
く
り
分

野
の

連
携

を
進

め
る
た
め
に

必
要

な
こ
と
を
ま
と
め
る
こ
と
。

そ
の
た
め
に
は

…

2

■
基

礎
自

治
体

に
お
け
る
傾

向

連
携
の
阻
害
要
因
（
仮
説
）

■
住

民
サ

イ
ド
に
お
け
る
傾

向

●
福

祉
部

門
の

み
で
考

え
が

ち
な
組

織
風

土

…
国

の
法

令
等

に
基

づ
く
“
事

務
”
と
い
う
受

動
的

体
質

の
傾

向

⇒
基

礎
自

治
体

の
主

体
性

の
欠

如

●
情

報
共

有
、
と
も
に
考

え
る
場

の
不

足

⇒
庁

内
連

携
体

制
の

欠
如

●
柔

軟
性

が
低

く
、
連

携
し
に
く
い
制

度
に
し
が

ち

…
制

度
そ
の

も
の

が
、
逆

に
連

携
の

阻
害

要
因

と
な
っ
て
い
な
い
か

●
基

礎
自

治
体

の
進

め
方

に
よ
り
、
地

域
内

連
携

が
左

右
さ
れ

が
ち

基
礎
自
治
体
に
お
け
る
連
携
が
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
！

3

基
本

理
念

「
誰
も
が
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
、
心

身
と
も
に
豊
か
に
暮
ら
せ
る
こ
と
」

人
口

減
少

社
会

・
人

間
関

係
の

疎
遠

化
・
住

民
自

治
力

の
低

下

＜
前

提
＞

・
多

様
な
主

体
の

形
成

が
必

要
・
人

交
密

度
の

確
保

が
必

要

超
高

齢
化

社
会

・
あ
ら
ゆ
る
分

野
に
影

響

全
体
ス
キ
ー
ム

＜
前

提
＞

・
分

野
横

断
的

に
考

え
る
こ
と
が

必
要

・
分

野
横

断
性

は
住

民
に
近

い
ほ

ど
高

い

・
多

様
な
主

体
の

形
成

・
拠

点
、
場

の
形

成

組
織

形
成

と
拠

点
確

保

地
縁

型
志
縁
型

相
互

補
完

①
地

域
の

主
体

性
が

基
本

②
地

域
の

ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の

確
立

③
地
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
の
確
保

例
：
小

規
模

多
機

能
自

治

・
自

治
力

の
回

復
・
多

機
能

・
複

合
性

・
人

交
密

度
の

確
保

・
課

題
解

決
型

①
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体

制
の

確
立

②
地

域
主

体
の

地
域

内
連

携
と
実

行

補
完

性
に
よ
る
優

先
度

民
間

事
業

者
住

民
自

治
の

プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム

を
形

成

基
礎

自
治

体
の

役
割

が
重

要

高
低

→
現

場
実

態
に
応

じ
た

柔
軟

な
制

度
に

←
で
き
な
い
部
分
を
担
い
、
支
え
る

←
  専

門
性

を
活

か
す

（
連
携
に
よ
る
相
乗
効
果
）

①
全

庁
的

体
制

の
確

保
②

専
門

集
団

の
プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム

③
住

民
組

織
と
の

連
携

→
横

断
性

が
発

揮
し
や

す
い
制

度
に

①
細
か
く
規
定
せ
ず
、

基
礎

自
治

体
の

裁
量

を
活

か
す

②
部

局
横

断
を
呼

び
か

け
る

③
学

び
合

い
の

機
会

を
設

け
る

①
情

報
伝

達
②

連
携

機
会

の
提

供
③

学
び
合

い
の

機
会

提
供

横
断
的

専
門
的

4
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①
基
礎
自
治
体
と
し
て
の
方
向
性
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
。

…
全
庁
的
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
。

…
住
民
自
治
力
の
横
断
性
に
特
に
留
意
す
る
こ
と
。

②
国
か
ら
は
基
本
的
指
針
を
示
す
こ
と
。

…
国
か
ら
示
す
も
の
で
あ
る
こ
と
、
細
か
く
規
定
し
な
い
こ
と
が
大
切

③
実
態
を
つ
く
っ
て
い
く
こ
と
。

…
実
例
を
調
査
・
分
析
し
、
還
元
し
て
い
く
こ
と
。

④
点
か
ら
面
に
拡
大
し
て
い
く
こ
と
。

…
書
籍
や
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
活
用
、
学
び
合
い
の
機
会
創
出

⑤
目
指
す
成
果
を
フ
ラ
ッ
ト
に
共
有
し
、
そ
の
結
果
を
把
握
す
る
こ
と
。

…
数
値
と
し
て
明
ら
か
に
し
、
検
証
と
改
善
を
。

連
携
の
ポ
イ
ン
ト

5

地
域
内
連
携
モ
デ
ル

6

協
議
機
能

部 会
部 会

部 会

協
議
組
織

実
行
組
織

協
議
組
織

実
行

組
織

実
行

組
織

実
行

組
織

＜
一
体
型
＞

＜
分
離
型
＞

＜
単
一
型
＞

＜
多
主
体
型
＞

●
協
議
機
能
が
な
い
場
合
は
、
つ
く
る
必
要
が
あ
る
。

…
な
ぜ
な
ら
ば
、
地
域
一
体
と
な
っ
て
福
祉
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
。

…
福
祉
で
い
う
と
こ
ろ
の
「
協
議
体
」
に
相
当
。

●
協
議
機
能
と
し
て
必
要
な
こ
と
…

①
地
域
の
現
状
と
将
来
見
通
し
、
課
題
を
明
ら
か
に
し
、
共
有
す
る
こ
と
。

②
課
題
解
決
の
た
め
に
必
要
な
方
向
性
を
掲
げ
、
共
有
す
る
こ
と
。

③
実
行
し
た
結
果
を
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
、
全
体
で
共
有
し
、
次
の
対
策
に
活
か
す
こ
と
。

●
地
域
を
動
か
す
た
め
の
地
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制
が
必
須
。

①
組
織
体
制
の
確
立

②
活
動
拠
点
の
確
保

③
事
務
局
体
制
の
確
保
（
人
的
体
制
）

④
財
源
の
確
保

（
実

行
機

能
）

地
域
内
連
携
モ
デ
ル

～
事
務
局
体
制
（
人
的
体
制
）
～

7

事
務
局
長

事 務 局 次 長

＜
事
務
局
体
制
（
例
）
＞

●
全
体
を
動
か
し
、
進
め
る
た
め
の
事
務
局
体
制
の
確
保
は
極
め
て
重
要
。

●
活
動
が
深
化
す
れ
ば
す
る
ほ
ど
、
機
能
別
体
制
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

●
地
域
福
祉
担
当
（
≒
生
活
支
援
Ｃ
Ｎ
）
は
、
事
務
局
員
の
う
ち
の
一
員
と
し
て
位
置
付
け
、

分
野
横
断
、
連
携
が
進
む
よ
う
に
す
る
こ
と
が
大
切
。

●
財
源
上
、
全
て
の
地
域
に
配
置
で
き
な
い
場
合
は
、
複
数
地
域
で
兼
務
す
る
こ
と
も
あ
り

得
る
。

●
地
域
の
主
体
性
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
住
民
組
織
の
身
分
が
望
ま
し
い
。

会 計 ・ 施 設 担 当

地 域 づ く り 担 当

生 涯 学 習 担 当

地 域 福 祉 担 当

防 災 担 当

環 境 保 全 担 当

○ ○ ○ ○ 担 当

行
政
内
部
で
の
連
携
モ
デ
ル

8

合
同
会
議

＜
全
庁
的
体
制
（
例
）
＞

●
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
関
連
す
る
た
め
、
全
庁
的
体
制
が
必
須
。

●
施
策
ご
と
に
、
専
門
的
か
つ
横
断
的
に
協
議
す
る
場
を
設
け
、
検
討
・
推
進
し
て
い
く
。

社 会 教 育 部 署

地 域 づ く り 部 署

地 域 福 祉 部 署

地 域 包 括 支 援 Ｃ

健 康 づ く り 部 署

医 療 関 係 部 署

介 護 保 険 部 署

推
進
会
議
（
政
策
会
議
）

生 活 支 援

部 会

介 護 予 防

部 会

在 宅 医 療

部 会

○ ○ ○ ○ 部 署

○ ○ ○ ○ 部 署

・
・
・

・
・
・

市
町
村
長
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行
政
内
部
で
の
連
携
モ
デ
ル

9

＜
地
域
支
援
体
制
（
例
）
＞

●
個
人
支
援
（
点
）
と
地
域
支
援
（
面
）
が
連
携
。

●
地
域
支
援
で
は
、
地
域
に
関
係
す
る
各
部
署
で
情
報
共
有
、
協
議
で
き
る
場
が
必
要
。

●
関
係
部
署
は
、
適
宜
変
動
す
る
場
合
も
あ
る
た
め
、
柔
軟
に
参
加
可
能
に
し
た
方
が
良
い
。

地
域

福
祉

担
当

部
署

地
域

包
括

支
援
セ
ン
タ
ー

地
域
づ
く
り

担
当

部
署

教
育

支
援

担
当

部
署

個
別
支
援

地
域
支
援
チ
ー
ム

地
域

住
民

地
域

住
民

地
域

住
民

地
域
と
行
政
の
相
互
連
携
モ
デ
ル

10

●
総
力
を
活
か
す
こ
と
。

…
活
か
せ
る
も
の
は
何
で
も
活
か
す
。

●
相
互
の
共
有
の
場
は
必
須
。

横
断

的
専

門
的

情
報

提
供

地
域

支
援

地
域

福
祉

担
当

部
署

地
域

包
括

支
援

セ
ン
タ
ー

地
域
づ
く
り

担
当

部
署

教
育

支
援

担
当

部
署

合
同
会
議

＜
全
庁

的
体
制

（例
）＞

社 会 教 育 部 署

地 域 づ く り 部 署

地 域 福 祉 部 署

地 域 包 括 支 援 Ｃ

健 康 づ く り 部 署

医 療 関 係 部 署

介 護 保 険 部 署

推
進
会
議

（政
策
会

議
）

生 活 支 援

部 会

介 護 予 防

部 会

在 宅 医 療

部 会

○ ○ ○ ○ 部 署

○ ○ ○ ○ 部 署

・・
・

・・
・

市
町

村
長

全
庁

的
体

制
へ

の
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク

制
度

改
善

専
門

機
関

へ
の

つ
な
ぎ

協
議
機

能

部 会
部 会

部 会
（実

行
機

能
）

協
議
組

織

実
行

組
織

実
行

組
織

実
行

組
織

共
有

の
場

（
円

卓
会

議
な
ど
）

地
域

活
動

推
進

施
策

推
進

・
状

況
・
課
題
の
共
有

・
方

向
性
の
共
有

地
域

支
援
チ
ー
ム
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